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はじめに 
 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価分科会を研究評価委員

会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案

を策定の上、研究評価委員会において確定している。 
 
本書は、「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／⑤CO2 回収型次世代 IGCC 技

術開発」の事後評価報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき、

研究評価委員会において設置された「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／⑤

CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」（事後評価）分科会において評価報告書案を策定し、第６

３回研究評価委員会（２０２１年１月８日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

２０２１年１月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 
 
● 分科会（２０２０年１０月２日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他 
１０．閉会 

 
● 現地調査会（２０２０年１０月２日） 

一般財団法人電力中央研究所 横須賀地区 
 

● 第６３回研究評価委員会（２０２１年１月８日） 
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評価概要 

 
１．総合評価 

長年積み上げてきた石炭ガス化の基盤技術研究とはいえ、高温高圧設備を運転する CO2

回収型クローズド IGCC と水蒸気添加ガス化に関わる要素試験を実施してきた事業者の

努力とそれによって事業最終段階での事業の開発目標をほぼ達成されたことは評価でき

る。特に CO2 回収しつつ現状の石炭火力の送電端効率を下回ることなく同等またはそれ

以上の効率が得られ、発電コストも従来方式に比べかなり低くできるポテンシャルを有す

ることが明らかにされたことは、優れた成果と言える。また、水蒸気添加ガス化および乾

式ガス精製などの成果は、従来型 IGCC の効率向上にも貢献できる重要な成果であり高く

評価され、大型化ならびに実証のフェーズに進むことが強く期待される。さらに本プロジ

ェクトで開発したガス化炉（Oxy-fuel IGCC）は、合成ガスに N2 がほとんど混入しない

ために、産業用ガス化炉としても高性能であり、化学合成に適した H2 /CO 比率のガスが

得られるとともにその比率を調整できる見込みがあることから、化学合成プラントへの展

開も期待できる。加えて、発電とともに化学品を併産することで、実質的な CO2分離・回

収コストを低減して再エネ導入等に伴う需給調整にも寄与できるため、ポリジェネレーシ

ョンシステムへの展開が期待でき、技術的・経済的・社会的な顕著な波及効果が見込まれ

る。 
今後は、CCS の市場動向を睨みながら数百 TPD（Tons Per Day）規模のパイロットプ

ラントに向け着々と技術開発を進め、CO2 回収型 IGCC システムの商用化に向け年間を

通して運転できる信頼性確保も重要課題の一つとして取り組んで頂きたい。また、O2/CO2

ガス化の“SNG（Substitute Natural Gas：代替天然ガス）合成等の産業用ガス化炉とし

ての展開”については、経済性を含めたフィージビリティスタディを進めて頂きたい。さ

らに、石炭火力発電を取り巻く事業環境は時々刻々と変化しているため、実用化に向けた

進め方については必要に応じて都度見直しを行うとともに、細かな情報発信をお願いした

い。 
 

２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
次世代火力発電に係る技術ロードマップ等において、火力発電のさらなる高効率化と将来

の CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）に向けた経済的な CO2分

離・回収技術の確立が求められており、本事業はそれらを両立する技術の開発であるため、

上位の施策・制度の目標達成に寄与するものである。また、本事業は研究開発から実用化、

導入・普及まで長期間を要するとともに、高い技術的難易度のものであることから、民間企

業のみで取り組むことは難しく、公的な機関である NEDO の事業として実施することが妥

当である。さらには、CO2排出削減は世界的にも喫緊の課題となっており、本研究開発の成

果の活用が期待されることから、費用対効果は大きいものと考える。 
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ただし本技術は、回収した CO2 を処分する CCS が確立されていることが前提であり、

CCS 開発導入も並行して注力していく必要がある。 
今後においても、大崎クールジェンプロジェクトと CO2 回収型次世代 IGCC の 2 タイプ

のガス化技術を有する我が国の強みを生かした国内外への展開を目指した活動が必要であ

る。そのためには各専門分野での技術発表だけでなく、専門外でもわかりやすい当該技術の

広報活動を積極的に進めて、石炭火力でも CO2 ゼロエミッション化が可能な革新的技術を

保有していることを、国内外へ積極的にアピールする努力を事業終了後も期待したい。 
 

２．２ 研究開発マネジメントについて 
CO2 回収して現状の高効率石炭火力の送電端効率と同程度以上を目指す研究開発目標は、

実用化のハードルを下げる大きなファクターであり、重要なブレークスルー技術として妥当

である。また、IGCC システム全体が従来技術と大きく異なり、CO2回収に伴う N2フリー・

高濃度 CO2 雰囲気となるため、ガス化のみならずシステムを構成する主要な周辺技術であ

るガス精製や GT 燃焼をはじめとする基盤技術への影響は多大である。本研究開発ではその

影響および性能を基礎的に解明・評価したうえで、実用に供しうる技術として確立するため

に、共同研究先と分担して研究開発する体制が組織されており、計画に沿った事業が有効に

実施されていると判断できる。また、CO2 回収型 IGCC システムを、ガス化、ガス精製、

GT(Gas Turbine)燃焼の 3 つの要素に分け、それぞれに必要な課題抽出と検証を進め、その

後にそれらを組合せた全体システムを評価するやり方は評価できる。さらに、知財に関して、

公開して特許を取得する方法と秘匿してノウハウにする方法を念頭に置き、進めていること

も評価できる。 
一方、国外の第 3 者等により権利化されるリスクを回避するためには、細心の注意と公開

情報の取捨選択が必要である。また、CO2回収型 IGCC の早期実用化のためには、本事業で

一体的に実施されているガス精製や GT 等のガス化炉周辺技術について、すでに確立されて

いる湿式ガス精製などのその他の技術導入も視野に入れた複数の組み合わせでのシステム

で評価ならびにコスト試算しておくことが望まれる。 
 
２．３ 研究開発成果について 
“ガス化”、“ガス精製”、“GT 燃焼”のそれぞれに要素技術に対して各種試験・検証を行

い、CO2 回収型次世代 IGCC システムに必要な要素技術項目について、一通りの見通しが

得られたことは評価できる。また、O2/CO2 ガス化技術のガス化特性、スラグ排出性、灰付

着成長がほぼ無いこと、並びに極めて技術的難易度の高い乾式ガス精製などの基本性能はほ

ぼ見通しが立ち、全体プロセスを構築することが可能となったことは評価に値すると思われ

る。さらに、諸検討結果による全体システムの最適化の結果、送電端効率 42％を達成でき

る見通しが得られている。次世代ガス化システムについては、水蒸気添加ガス化試験、およ

び、各種検討結果により、既存の IGCC（1500℃級 GT で送電端効率 46％～48％）を凌駕

する高効率石炭ガス化発電システムを実現するための見通しが得られており、本プロジェク

トでの最終の研究開発目標は達成されていると考える。 
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一方地球温暖化等の事業環境が急変しており、今回の事業が CO2 フリー石炭火力として

位置付け、その研究成果と今後の方向性を石炭関係者のみならず、広く周知される方向に進

むことを期待する。 
 
２．４ 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 
本取り組み並びに成果は実用化に向けて必要不可欠であり、技術開発戦略としても段階的

な開発の常套手段であり妥当と言える。ガス化に関しては、50TPD と 3TPD の実証試験が

実施され、それをサポートする形で反応速度論ならびに物性値計測およびそのデータを活用

した CFD によるガス化炉内 3 次元解析が行われている。また IGCC を構成する上で主要プ

ロセスとなるガス生成と GT 燃焼試験の要素研究で得られた成果に基づき、全体システム評

価が実施されている。また、実用化に向けたロードマップにおいてマイルストーンを現実的

かつ明確に示しており、成果の実用化の見通しについても、CO2貯留の開発進捗次第ではあ

るものの、現在大崎クールジェンプロジェクトにおいて実証試験中の酸素吹き IGCC 技術

との親和性が高く、石炭火力における究極の高効率 CO2 分離・回収技術として実用化が期

待できる。 
一方現実的に石炭ガス化の実用化事例が乏しく将来展望が見通せないまま、これからも継

続的な研究開発事業が多くの国民から懐疑的に捉えられる可能性が高くなることも認識し

ておく必要がある。このような観点からは、ロードマップ通りに研究開発が進捗しない場合

にも、これまで我が国独自の優れた技術として積み上げてきた IGCC のノウハウの蓄積を

絶やさないために、技術伝承または機械学習等を活用したデータバンクのような仕組みを検

討して頂きたい。また O2/CO2ガス化の“SNG 合成等の産業用ガス化炉としての展開”につ

いては良いアイデアだとは思うが、経済性を含めたフィージビリティスタディも進めて頂き

たい。 
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研究評価委員会コメント 
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研究評価委員会からのコメントは特になし。 
 
 

 
 
 
 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1 章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
 
 



  

1-1 

１．総合評価 
長年積み上げてきた石炭ガス化の基盤技術研究とはいえ、高温高圧設備を運転する CO2

回収型クローズド IGCC と水蒸気添加ガス化に関わる要素試験を実施してきた事業者の努

力とそれによって事業最終段階での事業の開発目標をほぼ達成されたことは評価できる。特

に CO2 回収しつつ現状の石炭火力の送電端効率を下回ることなく同等またはそれ以上の効

率が得られ、発電コストも従来方式に比べかなり低くできるポテンシャルを有することが明

らかにされたことは、優れた成果と言える。また、水蒸気添加ガス化および乾式ガス精製な

どの成果は、従来型 IGCC の効率向上にも貢献できる重要な成果であり高く評価され、大型

化ならびに実証のフェーズに進むことが強く期待される。さらに本プロジェクトで開発した

ガス化炉（Oxy-fuel IGCC）は、合成ガスに N2がほとんど混入しないために、産業用ガス

化炉としても高性能であり、化学合成に適した H2 /CO 比率のガスが得られるとともにその

比率を調整できる見込みがあることから、化学合成プラントへの展開も期待できる。加えて、

発電とともに化学品を併産することで、実質的な CO2 分離・回収コストを低減して再エネ

導入等に伴う需給調整にも寄与できるため、ポリジェネレーションシステムへの展開が期待

でき、技術的・経済的・社会的な顕著な波及効果が見込まれる。 
今後は、CCS の市場動向を睨みながら数百 TPD（Tons Per Day）規模のパイロットプラ

ントに向け着々と技術開発を進め、CO2 回収型 IGCC システムの商用化に向け年間を通し

て運転できる信頼性確保も重要課題の一つとして取り組んで頂きたい。また、O2/CO2 ガス

化の“SNG（Substitute Natural Gas：代替天然ガス）合成等の産業用ガス化炉としての展

開”については、経済性を含めたフィージビリティスタディを進めて頂きたい。さらに、石

炭火力発電を取り巻く事業環境は時々刻々と変化しているため、実用化に向けた進め方につ

いては必要に応じて都度見直しを行うとともに、細かな情報発信をお願いしたい。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ 長年積み上げてきた石炭ガス化の基盤技術研究とはいえ、高温高圧設備を運転する CO2

回収型クローズド IGCC と水蒸気添加ガス化に関わる要素試験を実施してきた事業者の

努力は相当なものと拝察される。さらには事業最終段階での COVID-19 の影響も多大で

あったと想定されるものの、事業の開発目標をほぼ達成されたことは評価できる。特に

CO2 回収しつつ現状の石炭火力の送電端効率を下回ることなく同等またはそれ以上の効

率が得られるだけではなく、あくまで試算段階とはいえ発電コストも従来方式に比べか

なり低くできるポテンシャルを有することが明らかにされたことは、優れた成果と言え

る。 
・ 本事業で開発した水蒸気添加ガス化および乾式ガス精製などの成果は、従来型 IGCC の

効率向上にも貢献できる重要な成果であり高く評価され、大型化ならびに実証のフェー

ズに進むことが強く期待される。 
・ 我が国の二酸化炭素削減目標は、2013 年度ベースで、2030 年度までに 26％削減、2050

年度までに 80％削減となっている情勢の中、エネルギー自給率が極めて低い我が国にと

っては、CCS を前提とした石炭利活用技術である本事業は非常に重要であると考える。 
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・ 我が国には、最新の二酸化炭素削減技術を導入し、地球温暖化防止に貢献するとともに

低炭素社会を創造することが期待されているおり、本プロジェクトでは、国内外の技術

動向、市場動向等を踏まえて、適切な目標が設定されおり、研究開発の実施体制につい

ても、メーカー、公的研究所、大学の産学官連携の体制が構築されている。 
・ 研究開発目標の達成度については、CO2回収型クローズド IGCC について、O2/CO2ガス

化実証と設計指針を確立するとともに、乾式ガス精製システムが構築されており、諸検

討結果による全体システムの最適化の結果、送電端効率 42％を達成できる見通しが得ら

れている。また、次世代ガス化システムについては、水蒸気添加ガス化試験、および、

各種検討結果により、既存の IGCC（1500℃級 GT で送電端効率 46％～48％）を凌駕

する高効率石炭ガス化発電システムを実現するための見通しが得られており、本プロジ

ェクトでの最終の研究開発目標は達成されていると考える。 
・ 本プロジェクトで開発するシステム（Oxy-fuel IGCC）で開発したガス化炉は、合成ガ

スに N2がほとんど混入しないために、産業用ガス化炉としても高性能であり、化学合成

に適した H2 /CO 比率のガスが得られるとともにその比率を調整できる見込みがあるこ

とから、化学合成プラントへの展開も期待できる。また、発電とともに化学品を併産す

ることで、実質的な CO2分離・回収コストを低減して再エネ導入等に伴う需給調整にも

寄与できるため、ポリジェネレーションシステムへの展開が期待でき、技術的・経済的・

社会的な顕著な波及効果が見込まれる。 
・ CO2 対策として石炭火力そのものを否定する動きが広まっているが、無資源国の我が国

において、エネルギーセキュリティの観点から、簡単に石炭火力を止める訳にはいかな

いと考える。本技術開発により CO2排出量の極めて少ない石炭火力が、競争力のある発

電コストで実現できれば、この問題を根本から解決できるものであり、本事業は妥当で

ある。 
・ 今回の研究により、CO2回収型 IGCC システムに必要な要素技術項目について一通りの

見通しが得られ、実用化に向けて準備が整ったことは評価できる。 
・ 適切に設定した研究開発目標を全て達成する見込みであることから、総合的には本事業

への取り組み、成果ともに高く評価できる。 
・ 一次エネルギーの乏しい我国でエネルギーセキュリティの観点からも石炭は依然重要と

考えられる。今回の研究開発は 100％CO2回収を基本とした次世代 IGCC であり、国内

外に類を見ない画期的な技術開発であり、今期末の目標がほぼ達成されつつあり、NEDO
事業として妥当と思われる。 

 
＜改善すべき点＞ 
・ 本事業では各研究開発項目で多くの顕著な成果が得られていると思われるが、発表論文

数がまだやや少なめであり、引き続き成果の積極的な対外発表と論文投稿を要請したい。 
・ また同時に専門以外の場でも石炭火力のCO2ゼロエミッション化が可能な革新的技術が

開発されて、我が国はその技術を保有していることを国内外問わず積極的にアピールし

て、国際社会の理解を深める努力を事業終了後も期待している。 
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・ 一般の方々に向けての情報発信については、さらに積極的に行っていただけると良いか

と思われる。 
・ 今回は石炭火力内でのコスト比較検討がなされているが、今後は CO2フリーの再エネ電

源（太陽光発電、風力発電）との比較検討が避けられないと考える。商業化を見据えた

全体プロセスを構築・最適化した後に、不安定電源の再エネを安定電源として比較可能

な条件等を設定し、価格競争力をもち発電事業者にとって魅力的な研究開発になるよう

に期待している。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 事業の位置付け・必要性の項目で述べたように、CO2回収型 IGCC の早期実用化のため

には、本事業で一体的に実施されているガス精製や GT 等の IGCC の各主要要素プロセ

スについて、すでに確立または開発段階にある湿式ガス精製法や燃料電池などのような

その他の技術導入も視野に入れた複数の組み合わせでのシステムで評価ならびにコスト

試算を検討することも重要である。それにより当該技術導入または技術移転の際に多様

な組み合わせを提案することができ、総合的なシステム評価に寄与するものと考えられ

る。また、OCG でも Oxyfuel ガス化による CO2回収型 IGCC または IGFC への転用が

容易になると考えられる。 
・ 現在は空気吹きと酸素吹きの 2 方式のガス化炉とも同一重工業メーカーで保有する設備

技術であることから、可能な範囲で情報共有し、今後は 2 タイプのガス化技術を有する

我が国の強みを生かして、国内外への展開を目指した活動が切望される。 
・ なお、CO2回収技術の実用化は、回収した大量の CO2の利用先となるカーボンリサイク

ルや貯留等の CCUS 技術の早期実現も前提となる。現在、カーボンリサイクルやポリジ

ェネレーション技術開発が NEDO で開始されているが、こちらの技術の早期実用化も

不可欠となる。 
・ 石炭および LNG を使用した火力発電事業の将来像（2050～2070 年頃まで）において、

化石燃料からの排出 CO2 を CCS などの低炭素化技術によって削減することが、社会が

要請する技術となりうるかの議論を、この数年で加速的に行う必要がある。この議論の

中で、CO2回収型 IGCC の大型商用機の開発を継続するかの判断が必要となる。 
・ 次のステップは数百 TPD 規模のパイロットプラントと思われるが、CCS の市場動向を

睨みながらの難しい判断になると思われる。技術の一貫性を考えれば、着々と技術開発

を進めたいところである。 
・ CO2回収型 IGCC システムの商用化に向けては、年間を通して運転できる信頼性が非常

に重要な要素となる。今後の検討に当たっては、信頼性確保も重要課題の一つとして取

り組んで頂きたい。 
・ O2/CO2ガス化の“SNG（Substitute Natural Gas：代替天然ガス）合成等の産業用ガス

化炉としての展開”については良いアイデアだとは思うが、経済性を含めたフィージビ

リティスタディを進める必要があると思われる。 
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・ 石炭火力発電を取り巻く事業環境は時々刻々と変化しているため、実用化に向けた進め

方については必要に応じて都度見直しを行うとともに、細かな情報発信をお願いしたい。 
・ 本研究開発で重要な単位操作のガス化やガス精製等で有効なプロセスを見通せるように

なってきたので、全体プロセスのイメージが把握できつつある。今後のスケジュールは

“実用化に向けたロードマップ”によるが、具体的なサイトを国内外で調査検討の上、

見出して精度の高い FS レベルまで推進されることを期待する。地球温暖化対策のマス

タースケジュールを鑑みれば、逆風強く可能な限り早めに願う。 
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２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
次世代火力発電に係る技術ロードマップ等において、火力発電のさらなる高効率化と将来

の CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）に向けた経済的な CO2分

離・回収技術の確立が求められており、本事業はそれらを両立する技術の開発であるため、

上位の施策・制度の目標達成に寄与するものである。また、本事業は研究開発から実用化、

導入・普及まで長期間を要するとともに、高い技術的難易度のものであることから、民間企

業のみで取り組むことは難しく、公的な機関である NEDO の事業として実施することが妥

当である。さらには、CO2排出削減は世界的にも喫緊の課題となっており、本研究開発の成

果の活用が期待されることから、費用対効果は大きいものと考える。 
ただし本技術は、回収した CO2 を処分する CCS が確立されていることが前提であり、

CCS 開発導入も並行して注力していく必要がある。 
今後においても、大崎クールジェンプロジェクトと CO2 回収型次世代 IGCC の 2 タイプ

のガス化技術を有する我が国の強みを生かした国内外への展開を目指した活動が必要であ

る。そのためには各専門分野での技術発表だけでなく、専門外でもわかりやすい当該技術の

広報活動を積極的に進めて、石炭火力でも CO2 ゼロエミッション化が可能な革新的技術を

保有していることを、国内外へ積極的にアピールする努力を事業終了後も期待したい。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ CCUS を前提とした世界初の Oxyfuel ガス化による CO2 回収型 IGCC というチャレン

ジ性の高い研究課題である。最近の石炭火力に対するネガティブイメージを払拭するた

めには、熱効率改善だけで世論の賛同を得ることは困難であり、現状では次世代石炭火

力は CO2回収を前提とせざるを得ないと想定される。このような観点から、高い収率で

CO2 回収しつつも現在の高効率石炭火力の送電端効率に匹敵する熱効率を実現する技術

として有望な研究開発事業である。一方、本方式の IGCC が技術的に高いハードルを有

しているだけでなく、将来の社会情勢として CCUS 導入の動向は政治的要因に依存する

部分も大きく、民間活動だけでの開発はリスクが高いことから、NEDO 事業としては妥

当である。 
・ また、想定される多様な次世代技術を確立しておき、世界情勢に応じて速やかに実用化

できるノウハウを保有しておくことは、将来のエネルギーセキュリティのみならず技術

立国として国際的なリーダーシップを維持する観点からも重要である。 
・ エネルギー基本計画において、石炭火力発電は重要なベースロード電源として位置づけ

られている。温室効果ガスの大気中への排出を抑えるため、石炭火力複合発電（IGCC）

などの高効率石炭火力発電技術などの開発および実用化を推進することは、我が国のエ

ネルギー戦略として重要であり、高く評価できる。 
・ 2015 年 9 月に全ての国連加盟国は「持続的な開発目標 SDGs」を計画し、この地球上の

多くの問題の中から 17 の目標が合意され、2030 年のゴールとして二酸化炭素削減目標

が提示されている。我が国の二酸化炭素削減目標は、2013 年度ベースで、2030 年度ま
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でに 26％削減、2050 年度までに 80％削減となっている情勢の中、エネルギー自給率が

極めて低い我が国にとっては、CCS を前提とした石炭利活用技術である本事業は非常に

重要であると考える。 
・ CO2 対策として石炭火力そのものを否定する動きが広まっているが、無資源国の我が国

において、エネルギーセキュリティの観点から、簡単に石炭火力を止める訳にはいかな

いと考える。本技術開発により CO2排出量の極めて少ない石炭火力が、競争力のある発

電コストで実現できれば、この問題を根本から解決できるものであり、本事業は妥当で

ある。 
・ 本技術開発は、研究開発の難易度が高く、開発に長期間を要することから、経験豊富な

NEDO が国費で実施することは妥当と考える。 
・ ただし本技術は、回収した CO2 を処分する CCS が確立されていることが前提であり、

CCS 開発導入も並行して注力していく必要がある。 
・ 次世代火力発電に係る技術ロードマップ等において、火力発電のさらなる高効率化と将

来の CCUS に向けた経済的な CO2 分離・回収技術の確立が求められており、本事業は

それらを両立する技術の開発であるため、上位の施策・制度の目標達成に寄与するもの

である。 
・ また、本事業は研究開発から実用化、導入・普及まで長期間を要するとともに、高い技

術的難易度のものであることから、民間企業のみで取り組むことは難しく、公的な機関

である NEDO の事業として実施することが妥当である。 
・ さらには、CO2 排出削減は世界的にも喫緊の課題となっており、本研究開発の成果の活

用が期待されることから、費用対効果は大きいものと考える。 
・ エネルギー基本計画に示されているように、一次エネルギーが乏しく、再エネもまだ主

力化できていない我国でエネルギーセキュリティの観点からも石炭火力は依然重要と考

えられる。CO2 排出量が相対的に多い石炭火力発電は一般的に評価されない傾向にある

が、今回の研究開発は 100％CO2回収を基本とした次世代 IGCC であり、国内外に類を

見ない画期的な技術開発であり、NEDO 事業として妥当と思われる。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ 本事業では CO2 回収型 IGCC の全体システムを網羅する要素技術開発が行われている。

早期実用化のためには、本事業で一体的に実施されているガス精製や GT(Gas Turbine)
等のガス化炉周辺技術に限定することなく、すでに確立またその他の事業でも開発が進

められている技術導入も視野に入れた複数の組み合わせでのシステム評価ならびにコス

ト試算があれば、当該技術の実用化段階で参考情報として寄与するものと考えられる。 
・ また、大崎クールジェン（OCG）では元々酸素吹きガス化であり、Oxyfuel ガス化によ

る IGCC または IGFC への転用も容易になると考えられる。現在は 2 方式のガス化炉

とも統合された同一の重工メーカーが保有する技術であり、可能な範囲で情報共有が望

まれる。 
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・ 今後は 2 タイプのガス化技術を有する我が国の強みを生かした国内外への展開を目指し

た活動が必要である。そのためには各専門分野での技術発表だけでなく、専門外でもわ

かりやすい当該技術の広報活動を積極的に進めて、石炭火力でも CO2ゼロエミッション

化が可能な革新的技術を保有していることを、国内外へ積極的にアピールする努力を事

業終了後も期待したい。 
・ 石炭に対する現時点の世界の動向から、IGCC が海外を含めて開発コストを回収できる

だけのプラント数を建設できるのか、輸出できるのか疑問が残る。大崎クールジェンプ

ロジェクトと CO2回収型次世代 IGCC とは、CO2回収、高効率、ポリジェネレーション

システムというコンセプトはほぼ同じであり、2 つのガス化システムを同時に開発する

意義などを、今後、より丁寧に説明する必要がある。 
・ 一般的に石炭火力は CO2排出量が多く、CO2回収付きであっても地球温暖化低減の観点

から見合わないとされてきた。しかし本技術は現在実証研究しつつある高効率な IGCC
より更に高度な技術を有し、それらの懸念を一掃できる可能性が十分あると期待できる。

再エネの乏しい海外でも必要性があると考える。 
・ 前述の石炭火力に対する固定観念を打破すべく、国内外に認めて頂けるように地道に段

階的なプレス発表などを通じて広く国民の評価を得られるように頂きたい。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 
CO2回収して現状の高効率石炭火力の送電端効率と同程度以上を目指す研究開発目標は、

実用化のハードルを下げる大きなファクターであり、重要なブレークスルー技術として妥当

である。また、IGCC システム全体が従来技術と大きく異なり、CO2回収に伴う N2フリー・

高濃度 CO2 雰囲気となるため、ガス化のみならずシステムを構成する主要な周辺技術であ

るガス精製や GT 燃焼をはじめとする基盤技術への影響は多大である。本研究開発ではその

影響および性能を基礎的に解明・評価したうえで、実用に供しうる技術として確立するため

に、共同研究先と分担して研究開発する体制が組織されており、計画に沿った事業が有効に

実施されていると判断できる。また、CO2 回収型 IGCC システムを、ガス化、ガス精製、

GT(Gas Turbine)燃焼の 3 つの要素に分け、それぞれに必要な課題抽出と検証を進め、その

後にそれらを組合せた全体システムを評価するやり方は評価できる。さらに、知財に関して、

公開して特許を取得する方法と秘匿してノウハウにする方法を念頭に置き、進めていること

も評価できる。 
一方、国外の第 3 者等により権利化されるリスクを回避するためには、細心の注意と公開

情報の取捨選択が必要である。また、CO2回収型 IGCC の早期実用化のためには、本事業で

一体的に実施されているガス精製や GT 等のガス化炉周辺技術について、すでに確立されて

いる湿式ガス精製などのその他の技術導入も視野に入れた複数の組み合わせでのシステム

で評価ならびにコスト試算しておくことが望まれる。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ CO2 回収して現状の高効率石炭火力の送電端効率と同程度以上を目指す研究開発目標は、

実用化のハードルを下げる大きなファクターであり、重要なブレークスルー技術として

妥当である。また、IGCC システム全体が従来技術と大きく異なり、CO2回収に伴う N2

フリー・高濃度 CO2雰囲気となるため、ガス化のみならずシステムを構成する主要な周

辺技術であるガス精製や GT 燃焼をはじめとする基盤技術への影響は多大である。本研

究開発ではその影響および性能を基礎的に解明・評価したうえで、実用に供しうる技術

として確立するために、共同研究先と分担して研究開発する体制が組織されており、計

画に沿った事業が有効に実施されていると判断できる。 
・ 特に最終年度は COVID-19 の影響下での不自由を強いられる状況にもかかわらず、事業

終了までにほぼ目標達成が見込まれている点でも研究開発の進捗管理が適切に行われて

いると評価できる。 
・ 中間評価で指摘されたクローズド IGCC に水蒸気添加ガス化を組み合わせた際の相乗効

果を明らかにするなど、研究開発マネジメントについては適切に実施されていると評価

される。 
・ 我が国には、最新の二酸化炭素削減技術を導入し、地球温暖化防止に貢献するとともに

低炭素社会を創造することが期待されているおり、本プロジェクトでは、国内外の技術

動向、市場動向等を踏まえて、適切な目標が設定されていると考える。 
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・ 研究開発計画についても、開発スケジュールおよび研究開発費と研究開発項目の配分は

妥当であり、目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されていると考える。 
・ 研究開発の実施体制についても、メーカー、公的研究所、大学の産学官連携の体制が構

築されている。 
・ CO2 回収型 IGCC システムを、ガス化、ガス精製、GT 燃焼の 3 つの要素に分け、それ

ぞれに必要な課題抽出と検証を進め、その後にそれらを組合せた全体システムを評価す

るやり方は評価できる。 
・ 本技術開発は非常に広範囲に亘るため、電力中央研究所、メーカー、大学が、それぞれ

の立場で技術の開発・検証を行うことは妥当である。 
・ 研究開発目標について、事業者が重要視する CO2分離・回収コストや発電端効率の目標

を実用化に向けた水準で具体的に設定しており、評価できる。 
・ 実施体制について、主要な研究機関、メーカー、大学で構成され、それぞれの強みを考

慮した役割分担になっていると考えられ、評価できる。 
・ 知財戦略について、知財として確保することが有利と考えられる技術について、2018 年

度までに 10 件の国内特許が出願されており、評価できる。 
・ 類を見ない革新的な技術開発なので、目標設定が従来法 IGCC より高い発電効率とする

ことが妥当を思われる。 
・ 実施体制として最も実績を有する民間事業者と電中研、大学にて構成されており、実施

状況も順調で問題ないと思われる。 
・ 知財に関して、公開して特許を取得する方法と秘匿してノウハウにする方法を念頭に置

き、進めていることも評価できる。 
・ 今回の事後評価委員会では最初に研究開発サイト見学あり、その後、連続して委員会が

開催されたことが時間的にタイトではあるが、評価委員にとって精度よく評価出来たと

思っている。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ ガス化の多炭種対応のために複数の石炭種でのガス化試験とガス化速度モデルの構築が

なされているが、50TPD（Tons Per Day）と 3TPD スケールのガス化炉による実証試験

では異なる種類の石炭が使用されている。スケールアップデータと位置づけるならば同

一石炭での試験が望ましい。できるだけ幅広い炭種での試験を目的とするならばその選

定根拠をもう少し明確にしておくことが必要である。 
・ また、GT に関する研究項目では燃焼試験に限定されていて、CO2リッチなガスでの GT

効率に関する熱力学的検討はここでは実施されていない。全体システムの中でシミュレ

ータによる検討は行われているが、システム全体効率向上に向けた指針を示す上でも、

シミュレータ解析と実機試験の相互に N2 と CO2 の違いが熱効率に与える影響を検証し

ておくことが望まれる。特に CO2 は加圧下では非理想気体の挙動を示す可能性もあり、

詳細な検証が必要である。 
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・ 知財に関しては、戦略的な特許申請計画が立てられていることは妥当であるが、国外の

第 3 者等により権利化されるリスクを回避するためには、細心の注意と公開情報の取捨

選択が必要である。 
・ 研究開発目標を送電端効率値としているが、本技術は石炭火力の CO2排出量を極小とす

ることを目的としているので、CO2排出量に関する目標があるべきと考える。 
・ 実質的な研究開発はほぼ計画通り進捗しており大きな指摘ではないが、NEDO と事業者

の連携や事業者と大学の研究開発の流れや管理システムの説明が委員会で時間的に余裕

なく、各大学の達成度等を具体的に確認できなかったことが残念である。基礎的な研究

に強みがある大学を積極的に組み込み、各々課題を設定し、着実に研究していくという

大学の強化を念頭において進めてほしい。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 事業の位置付け・必要性の改善すべき点の欄でも述べたように、CO2回収型 IGCC の早

期実用化のためには、本事業で一体的に実施されているガス精製や GT 等のガス化炉周

辺技術について、すでに確立されている湿式ガス精製などのその他の技術導入も視野に

入れた複数の組み合わせでのシステムで評価ならびにコスト試算しておくことが望まれ

る。将来の当該技術導入に際して、多様な組み合わせの IGCC について検討するための

データ提供に大きく寄与できるものと考えられる。 
・ 今回のような報告会に例え Web 会議でも共同研究している大学の代表者を加えて、報告

や議論を展開して頂ける設定を要望する。今回のようなコロナ禍ではやむを得ないが、

本来はそのような方向に留意願いたい。 
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２．３ 研究開発成果について 
“ガス化”、“ガス精製”、“GT 燃焼”のそれぞれに要素技術に対して各種試験・検証を行

い、CO2 回収型次世代 IGCC システムに必要な要素技術項目について、一通りの見通しが

得られたことは評価できる。また、O2/CO2 ガス化技術のガス化特性、スラグ排出性、灰付

着成長がほぼ無いこと、並びに極めて技術的難易度の高い乾式ガス精製などの基本性能はほ

ぼ見通しが立ち、全体プロセスを構築することが可能となったことは評価に値すると思われ

る。さらに、諸検討結果による全体システムの最適化の結果、送電端効率 42％を達成でき

る見通しが得られている。次世代ガス化システムについては、水蒸気添加ガス化試験、およ

び、各種検討結果により、既存の IGCC（1500℃級 GT で送電端効率 46％～48％）を凌駕

する高効率石炭ガス化発電システムを実現するための見通しが得られており、本プロジェク

トでの最終の研究開発目標は達成されていると考える。 
一方地球温暖化等の事業環境が急変しており、今回の事業が CO2 フリー石炭火力として

位置付け、その研究成果と今後の方向性を石炭関係者のみならず、広く周知される方向に進

むことを期待する。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ 各研究開発項目のほとんどの最終目標はすでに達成または事業終了までに達成見込みで

あり、研究開発項目毎の要素研究成果は以下のように評価できる。 
1) ガス化関連：50TPD と 3TPD の 2 つのスケールで、O2/CO2ガス化試験のみならず水

蒸気添加ガス化試験にも成功しており、スケールアップ設計と冷ガス効率向上効果への

寄与が期待される。また加圧ドロップチューブ炉（PDTF）により実機のガス化炉内雰囲

気に近い条件で 9 炭種のガス化速度計測と反応速度モデルの構築、スラグの高温粘性計

測と推算式の決定など学術的にも優れた成果をあげている。 
2) ガス精製関連：O2/CO2 ガス化炉の生成ガスにおいても炭素析出耐性が高く、炭素析

出の影響をほとんど受けない脱硫剤の開発に成功し、脱硫・再生・還元のサイクルをほ

ぼ同じ時間間隔で切り替えて、3 塔で連続処理が実現できることを検証しており、乾式

ガス精製技術の実装に繋げられることが期待される。 
3) GT 燃焼関連：実機 1/3 スケール燃焼試験と CFD 解析により、石炭ガス化生成ガス相

当の組成ガスを O2 と CO2 で安定した加圧燃焼を実現できるバーナーの開発に目処を付

けた。また、微量に混入する NH3 からの NOx 生成挙動についても、燃焼ガスを再循環

することによる NOx 濃縮・還元効果を明らかにしている。 
4) 全体システムおよび今後：システム全体のプロセスシミュレータ解析により、実機で

の送電端効率が事業当初目標をやや上回ることを明らかにしただけでなく、CO2 回収を

前提とした本クローズド IGCC の発電コストが従来の微粉炭燃焼や IGCC 方式に比べて

優位になる試算結果を得ている。 
以上の成果は早期実用化技術に大きく貢献する成果と言える。 

・ 論文数 23，研究発表数 97、受賞実績 7 であり、対外的な発表を実用化の戦略に沿って

適切に行ったと評価される。 
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・ 研究開発項目毎の目標と達成状況は、現時点で達成したのが 5 項目、2021 年 2 月までに

達成見込の項目が 10 項目であり、未達の項目はない。計画にもとづいて事業が実施され

たことが評価できる。 
・ CO2 回収型クローズド IGCC について、O2/CO2 ガス化実証と設計指針を確立するとと

もに、乾式ガス精製システムが構築されており、諸検討結果による全体システムの最適

化の結果、送電端効率 42％を達成できる見通しが得られている。次世代ガス化システム

については、水蒸気添加ガス化試験、および、各種検討結果により、既存の IGCC（1500℃
級 GT で送電端効率 46％～48％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムを実現す

るための見通しが得られており、本プロジェクトでの最終の研究開発目標は達成されて

いると考える。 
・ “ガス化”、“ガス精製”、“GT 燃焼”のそれぞれに要素技術に対して各種試験・検証を行

い、CO2回収型次世代 IGCC システムに必要な要素技術項目について、一通りの見通し

が得られたことは評価できる。 
・ 研究開発項目ごとに詳細に目標設定されており、それら全てを達成する見込みであるこ

とから、評価できる。 
・ O2/CO2ガス化技術のガス化特性、スラグ排出性、灰付着成長がほぼ無いこと、並びに極

めて技術的難易度の高い乾式ガス精製などの基本性能はほぼ見通しが立ち、全体プロセ

スを構築することが可能となったことは評価に値すると思われる。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ 各研究開発項目に対する指摘事項は以下の通りである。 

1) ガス化関連：水蒸気添加ガス化特性は Oxyfuel ガス化との相乗効果で冷ガス効率が向

上する成果を得ているが、さらに向上するガス化炉運転条件を模索する上でも、CFD
（Computational Fluid Dynamics）による炉内解析の条件設定と結果をさらに系統的に

整理して、ガス化挙動の傾向を定量的に精査して頂きたい。また 50TPD と 3TPD のガ

ス化試験では異なる石炭が利用されている理由を明記しておくべきである。さらにガス

化速度については、PDTF と常圧 DTF または熱重量分析（TG）での各ガス分圧を変え

た反応速度分析結果とでは異なる結果となるのかを明記して頂ければ、学術的には興味

深い知見を提供できる。 
2) ガス精製関連：乾式脱硫法の成功事例だけでなく、スケールアップや実用化に向けた

課題についても整理しておくべきである。また、ハロゲン化物除去と脱硫プロセスでは

動作温度が異なり、前者の処理後に再加熱が必要になることから、全体の熱効率とコス

ト面での評価を加えることが望まれる。 
3) GT 燃焼関連：CO2 リッチな燃焼ガスに対しても従来法の SCR（Selective catalytic 
reduction：選択触媒還元脱硝装置）で同等の脱硝効果が得られる可能性についての検証

が望まれる。 
4) 全体システムおよび今後：発電コスト試算のインパクトは大きいと考えられるので、

積極的なアピールが望まれる。 
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・ 一般の方々に向けての情報発信については、さらに積極的に行っていただけると良いか

と思われる。 
・ 技術開発としてはほぼ目標通り、達成されているが、地球温暖化等の事業環境が急変し

ており、今回の事業が CO2フリー石炭火力として位置付け、その研究成果と今後の方向

性を石炭関係者のみならず、広く周知される方向に進むことを期待する。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 事業の位置付け・必要性の改善すべき点を欄でも述べたように、大崎クールジェン（OCG）

では元々酸素吹きガス化であり、Oxyfuel ガス化による CO2回収型 IGCC または IGFC
への転用も容易になると考えられる。現在は 2 方式のガス化炉とも統合された同一重工

メーカーの技術であることから、可能な範囲で成果の情報共有が望まれる。今後は 2 タ

イプのガス化技術を有する我が国の強みを生かした国内外への展開を目指した積極的な

実用化活動を期待したい。 
・ 本事業で開発した水蒸気添加ガス化および乾式ガス精製などの成果は、従来型 IGCC の

効率向上にも貢献できるため、大型化と実証計画を前倒しに実施されることを強く望む。 
・ 次のステップである数百 TPD 規模のパイロットプラントに向けて、各要素技術をより

確実なものとするよう検証を進めて行って貰いたい。 
・ 成果の普及について、次フェーズ（フェーズ 3-1：小型セミクローズド GT 研究開発）に

取り組むこととなった際の活用が期待される。 
・ 知的財産権等の確保に向けた取り組みにおいて、本事業に関連する国内特許が 10 件出

願されているが、外国特許の出願はない。クローズド IGCC に関する研究開発は日本が

他国よりも先行していると考えられるため、他国に技術を先に押さえられないように、

システム全体としての技術も含め、漏れなく外国特許についても出願すること。 
・ 各要素実験設備の制限より連続運転に限度あり、今後の商業化を見据えた、より長時間

の連続運転を可能とする方向に進める必要があると考える。 
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２．４ 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 
本取り組み並びに成果は実用化に向けて必要不可欠であり、技術開発戦略としても段階的

な開発の常套手段であり妥当と言える。ガス化に関しては、50TPD と 3TPD の実証試験が

実施され、それをサポートする形で反応速度論ならびに物性値計測およびそのデータを活用

した CFD によるガス化炉内 3 次元解析が行われている。また IGCC を構成する上で主要プ

ロセスとなるガス生成と GT 燃焼試験の要素研究で得られた成果に基づき、全体システム評

価が実施されている。また、実用化に向けたロードマップにおいてマイルストーンを現実的

かつ明確に示しており、成果の実用化の見通しについても、CO2貯留の開発進捗次第ではあ

るものの、現在大崎クールジェンプロジェクトにおいて実証試験中の酸素吹き IGCC 技術

との親和性が高く、石炭火力における究極の高効率 CO2 分離・回収技術として実用化が期

待できる。 
一方現実的に石炭ガス化の実用化事例が乏しく将来展望が見通せないまま、これからも継

続的な研究開発事業が多くの国民から懐疑的に捉えられる可能性が高くなることも認識し

ておく必要がある。このような観点からは、ロードマップ通りに研究開発が進捗しない場合

にも、これまで我が国独自の優れた技術として積み上げてきた IGCC のノウハウの蓄積を

絶やさないために、技術伝承または機械学習等を活用したデータバンクのような仕組みを検

討して頂きたい。また O2/CO2ガス化の“SNG 合成等の産業用ガス化炉としての展開”につ

いては良いアイデアだとは思うが、経済性を含めたフィージビリティスタディも進めて頂き

たい。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ ガス化に関しては、50TPD と 3TPD の実証試験が実施され、それをサポートする形で

反応速度論ならびに物性値計測およびそのデータを活用した CFD によるガス化炉内 3
次元解析が行われている。また IGCCを構成する上で主要プロセスとなるガス生成とGT
燃焼試験の要素研究で得られた成果に基づき、全体システム評価が実施されている。こ

れらの成果は実用化に向けて必要不可欠であり、技術開発戦略としても段階的な開発の

常套手段であり妥当と言える。 
・ 水蒸気添加ガス化および乾式ガス精製などの成果を従来型 IGCC への適用を目指すなど、

成果の実用化戦略は妥当である。 
・ CO2回収型次世代 IGCC システムに必要な、O2/CO2ガス化、水蒸気添加ガス化、乾式ガ

ス精製等に関する要素技術を確立し、それらが石炭ガス化一貫システムや従来型 IGCC
に活用するための研究開発計画およびマイルストーンが適切に設定されている。 

・ また、本プロジェクトで開発するシステム（Oxy-fuel IGCC）で開発したガス化炉は、合

成ガスに N2がほとんど混入しないために、産業用ガス化炉としても高性能であり、化学

合成に適した H2 /CO 比率のガスが得られるとともにその比率を調整できる見込みがあ

ることから、化学合成プラントへの展開も期待できる。 
・ また、発電とともに化学品を併産することで、実質的な CO2分離・回収コストを低減し

て再エネ導入等に伴う需給調整にも寄与できるため、ポリジェネレーションシステムへ
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の展開が期待でき、技術的・経済的・社会的な顕著な波及効果が見込まれる。 
・ 石炭火力の CO2問題を根本から解決し得る“CO2回収型次世代 IGCC”に必要な要素技

術項目について一通りの見通しが得られ、実用化に向けて準備が整ったことは評価でき

る。 
・ 成果の実用化に向けた戦略および具体的な取り組みについて、実用化に向けたロードマ

ップにおいてマイルストーンを現実的かつ明確に示しており、評価できる。 
・ 成果の実用化の見通しについて、CO2 貯留の開発進捗次第ではあるものの、現在大崎ク

ールジェンプロジェクトにおいて実証試験中の酸素吹き IGCC 技術との親和性が高く、

石炭火力における究極の高効率 CO2分離・回収技術として実用化が期待できる。 
・ 今回はフェーズ 2 の要素研究開発の段階なので、成果の実用化としては単位操作的な成

果を従来型 IGCC 等に生かせることにあり、その可能性は達成されていると考える。 
・ 将来の方向性としてセミクローズド GT が計画されて、全体システム検証が可能となる

事から妥当と考える。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ 全般的には各要素研究を集約して全体システムの中で次のステップに繋がる成果が得ら

れていると考えられる。本事業の成果を踏まえて、引き続き早期実用化に向けた次フェ

ーズでブレークスルーするべき研究開発課題について具体的取組が纏められている。現

段階では CO2 回収型 IGCC については社会的ニーズと不確定要因がまだ山積している

と思われるが、長年にわたるこれまでのガス化に関わる事業の総括として、そろそろ少

なくとも従来型を含めて IGCC の実用化へ向けた取組について、特に重工業メーカーサ

イドでの次フェーズへの展望と意気込みを示して頂くことが望ましい。 
・ 本技術は CO2回収型 IGCC が対象となっており、その優位性を得るため、CCUS が前提

となる。これを鑑みて次のフェーズに進んでもらいたい。対象サイトは国内のみならず、

海外のニーズを加味して幅広く検討されることを要望する。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 次世代石炭火力に関するロードマップは示されているが、国際的にも国内的にも石炭火

力の新設が益々否定的に捉えられており、また最近では老朽化した石炭火力のフェード

アウトが決定されるなど、社会的情勢が最近は急速に変化してきている。このような動

向から、IGCC または原料用ガス製造を含めた石炭ガス化の実用化・商用化・事業展開

戦略策定に向けたロードマップの見直し・再検討が必要であると考えられる。 
・ 現実的に石炭ガス化の実用化事例が乏しく将来展望が見通せないまま、これからも継続

的な研究開発事業が多くの国民から懐疑的に捉えられる可能性が高くなることも認識し

ておく必要がある。このような観点からは、ロードマップ通りに研究開発が進捗しない

場合にも、これまで我が国独自の優れた技術として積み上げてきた IGCC のノウハウの

蓄積を絶やさないために、技術伝承または機械学習等を活用したデータバンクのような

仕組みを検討しておくことも重要である。 
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・ 次のステップは数百 TPD 規模のパイロットプラントと思われるが、CCS の市場動向を

睨みながらの難しい判断になると思われる。技術の一貫性を考えれば、着々と技術開発

を進めたいところである。 
・ O2/CO2ガス化の“SNG（Substitute Natural Gas：代替天然ガス）合成等の産業用ガス

化炉としての展開”については良いアイデアだとは思うが、経済性を含めたフィージビ

リティスタディを進める必要があると思われる。 
・ クローズド IGCC に使用されるセミクローズドガスタービン技術は、商業化に至ってい

ないためか、社会的な認知度が低いと感じる。本研究開発を進めることと並行して、将

来の実用化のスムーズな実現に向けて、社会的な認知度を高めるためにより積極的な情

報発信が必要と考える。 
・ 単位操作で目途が立った新たな技術を現在の IGCC 等に可能な限り具体的にフィードバ

ックして頂くように進めてほしい。 
・ 発電コスト算出に関して、通常の A-USC 火力発電+CCS 等との比較検討が行われてい

る。これは同じ石炭火力技術内の比較検討として少なくとも必要と思われる。 
・ 今後の普及促進を鑑みると、CO2 フリーの再エネ電源（太陽光発電、風力発電）とのコ

スト比較検討が避けられない。不安定電源の再エネを安定電源として比較可能な条件等

を設定し、全体プロセスを構築・最適化した後に価格競争力を有するような研究開発を

期待している。 
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３．評点結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 2.5 B B A A A B 
２．研究開発マネジメントについて 2.8 A A A A A B 
３．研究開発成果について 2.8 A A A B A A 
４．成果の実用化に向けた取組及び見通

しについて 2.0 B A B B B C 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化に向けた 

取組及び見通しについて 
・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

2.0 

2.8 

2.8 

2.5 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化に向けた

取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性



  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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概 要 

最終更新日 2020 年 10 月 2 日 

プロジェクト名 
カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／ 
⑤CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発 

プロジェクト番号 P10016 

担当推進部/ 
PM または担当者 

環境部 ＰＭ 青戸 冬樹（2020 年 10 月現在） 
環境部 ＰＭ 足立 啓 （2016 年 4 月～2019 年 3 月） 
環境部 ＰＭ 細田 兼次（2015 年 8 月～2016 年 3 月） 

０．事業の概要 

クローズド IGCC システムは、排ガス CO2 を一部系統内にリサイクルすることにより、CO2 回
収型石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上することのできる、世界でも例のない次世
代 IGCC システムである。本システムは高効率に加え、CO2 の約 100％回収が可能であるた
め、CO2 を排出しないゼロエミッション石炭火力の実現が期待できる。また、次世代ガス化シス
テムは、冷ガス効率及び送電端効率の向上を目指す。CO2 回収型クローズド IGCC の実現
に向けては、２００８年度から２０１４年度まで実施した「CO2 回収型次世代 IGCC 技
術開発」において、石炭投入量３ｔ／ｄの小型ガス化炉を活用し、送電端効率４２％
（高位発熱量基準）以上を達成可能とする基盤技術を開発してきた。 

本事業では、この基盤技術開発の成果を活用し、実機により近い大型のサイズのガス化炉
において検証を行い、システム実現に向け、基盤技術をより確実な技術として発展させるととも
に、他の CO2 分離・回収技術と比較した本システムの経済的優位性を確認することを狙いと
する。 

CO2 回収型クローズド IGCC の開発、水蒸気を添加した次世代ガス化システム及び両技
術の相乗効果確認を実施する。とりわけ相乗効果については、既存の IGCC へ両要素技術
の適用性についても効果を検証する。 

１．事業の位置
付け・必要性
について 

エネルギー基本計画においては、石炭火力発電は重要なベースロード電源として位置づけ
られているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、石炭ガス化複合発電
(IGCC)等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推進することとされ
ている。石炭は、今後とも世界的に需要が拡大し、世界の一次エネルギーに占める割合が高
くなると見込まれているが、他の化石燃料と比べ燃焼利用時の二酸化炭素排出量が大きく、
地球環境問題での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる
二酸化炭素排出量の抑制が求められている。 今後 CO2 排出量抑制のためには、さらなる
高効率化に向けて、現在開発中の IGCC を効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技
術等の開発に加え、CCS による低炭素化を図っていく必要がある。しかしながら、CCS は多大
な付加的エネルギーが必要であり、効率の低下や発電コストの上昇を招く。そのためエネル
ギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電コストの抑制のため、このエ
ネルギーロスを可能な限り低減する必要がある。 

そこで本事業では、「CO2 回収型クローズド IGCC」の要素技術開発、「次世代ガス化シス
テム」の基盤技術開発、および、両技術を組み合わせた「CO2 回収型次世代 IGCC」の相乗
効果の確認を実施する。 
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２．研究開発マネジメントについて 

  

事業の目標 

最終目標（2020 年度） 
・CO2回収型クローズド IGCC については、2019 年度までに送電端効率 42%（高位発熱
量基準）を見通すための要素技術を確立する。 

・次世代ガス化システムについては、2018 年度までに既存の IGCC（1500℃級 GT で送
電端効率 46～48％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得る。 

・両技術の相乗効果として、2020 年度までに CO2 回収型クローズド IGCC の目標効率か
ら更に 0.5 ポイント程度の向上の見通しを得る。 

事業の 
計画内容 

主な実施事項 2015fy 2016fy 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy  

①O2/CO2ガス化
実証と設計指針
の確立 

                                                           

②水蒸気添加に
よる冷ガス効率向
上効果の検証 

                                                       

③炭種適合性評
価ツールの構築                                                          

④乾式ガス精製
システムの構築                                                                

⑤システム全体
検討                                                                

事業費推移  
特別会計（需給） 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 総額 

総 NEDO 負担額 
（委託費） 

382 1,627 952 504 684 285 4,434 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課 

プロジェクト 
リーダー 

一般財団法人電力中央研究所 牧野 尚夫 

プロジェクト 
マネージャー 

環境部 青戸 冬樹 

委託先 

一般財団法人電力中央研究所（再委託先：九州大学、福岡大
学、名古屋大学、愛媛大学、国立研究開発法人産業技術総合研究
所、福岡女子大学） 
三菱重工業株式会社 
三菱パワー株式会社 

情勢変化への 
対応 

事業開始（2015 年度）以降、下記のような情勢変化があり、本事業の早期実用化が
引き続き重要な状況にある。 
・2018 年 7 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」の中で、石炭は安定供給性や経
済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として再評価されている。 
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・2019 年 6 月に閣議決定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」の中で、
2050 年までの温室効果ガスの 80％排出削減の実現に向けて、石炭火力発電について
は商用化を前提に 2030 年までに CCS を導入することを検討することとしている。 

・2019 年 6 月に経済産業省によって策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」の中
で、CO2 分離回収技術の低コスト化として、1,000 円台／t-CO2 を 2030 年のターゲッ
トとしている。 

・2020 年 7 月 3 日、梶山経済産業大臣は、非効率な石炭火力のフェードアウトや再エ
ネの主力電源化を目指していく上で、より実効性のある新たな仕組み導入の検討を指示
した。 

・2020 年 7 月 9 日、第 47 回経協インフラ戦略会議においては、相手国から要請があっ
た場合は、USC 以上であって我が国の最先端技術を活用した環境性能がトップクラスの
石炭火力発電の導入を支援することとしている。 

評価に関する 
事項 

中間評価 2017 年度 中間評価 
事後評価 2020 年度 前倒し事後評価 

３．研究開発成
果について 

最終目標（2020 年度）の達成状況 
・CO2 回収型クローズド IGCC については、O2/CO2 ガス化実証と設計指針の確立、乾式ガ
ス精製システムの構築等を実施し、諸検討結果による全体システムの最適化を行い、送電
端効率 42%を達成する見通しを得た。 

・次世代ガス化システムについては、水蒸気添加ガス化試験及び各種検討結果により、既存
の IGCC（1500℃級 GT で送電端効率 46～48％）を凌駕する高効率石炭ガス化発
電システムの見通しを得た。 

・クローズド IGCC に水蒸気添加ガス化を組合せた際の相乗効果を明らかにするため、その送
電端効率の評価を進めている。 

投稿論文 23 件 
特 許 10 件 
その他の外部発
表（プレス発表
等） 

研究発表・講演 97 件 

４. 成果の実用
化・事業化に向
けた取組及び見
通しについて 

本事業（フェイズ 2）において、O2/CO2 ガス化、水蒸気添加ガス化および乾式ガス精製
等に関する要素技術を確立し、次フェイズにおける石炭ガス化一貫システムの開発が可能と
なった。 

フェイズ２における O2/CO2 ガス化、水蒸気添加ガス化、乾式ガス精製等の成果は、産業
用ガス化炉やポリジェネレーションシステムとして展開することで、早期の実用化が期待できる。 

フェイズ３では、数百 TPD 石炭ガス化一貫システムによる検証試験後に、乾式ガス精製の
従来型 IGCC への適用を目指す。 

フェイズ４では、2000TPD 級の実証機の商用転用を機に、CO2 回収型次世代 IGCC の
大型商用機の導入を目指す。 
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５．基本計画に
関する事項 

作成時期 2016 年 1 月 制定 

変更履歴 

2016 年 4 月、9 月、2017 年 2 月、5 月、6 月、2018 年 2 月、7
月、9 月、2019 年 1 月、7 月、2020 年 2 月、7 月 改訂（研究開
発の実施体制、具体的研究内容、達成目標、研究開発スケジュール
表等の追加、修正） 
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プロジェクト用語集 
 

名称 略号 意味 

石炭ガス化複合発電 
Integrated coal 
Gasification Combined   
Cycle  

IGCC 石炭をガス化し得られた石炭ガス化ガスを燃料として、高
効率のガスタービン複合発電システムで発電する高効率
発電システム。 

石炭ガス化 
Coal gasification 

 固体である石炭を熱分解反応やガス化剤との反応によ
り、気体に転換すること。高温による熱分解反応やガス化
剤との化学反応の複合反応として進行する。 

ガス化剤 
Gasification reagent 

 石炭などをガス化する際に石炭の炭素分と反応させてガス
化するために用いるものをさす。 
 通常用いられるガス化剤には、空気、酸素、水蒸気、水
素およびこれらの混合物がある。 

スラグ 
 Slag 

 金属酸化物や金属塩の溶融混合物をいう。IGCCにおい
ては、溶融状態の石炭灰を指し、炉底で水冷固化したガ
ラス状粒子（水砕スラグ）を含めた呼称として使われてい
る。IGCCで得られる水砕スラグは、フライアッシュと異なり、
金属成分の溶出がないため、土木工事用資材など砂代
替として有効利用できるものと期待されている。 

スラッギング 
 Slagging 

 一般に、炉内で溶融した石炭灰（スラグ）が炉内の輻射
伝熱面などに付着し、冷却されて固化堆積する現象のこ
と。 

チャー 
 Char 

 石炭粒子が熱分解した際に生成される未燃固形粒子。
石炭中の揮発分が熱分解などで放出されたもので、石炭
粒子と比べると、一般に粒径がやや小さく、固定炭素分お
よび灰分の含有量が相対的に増加している。 

シフト反応  
Water gas shift 
reaction  

 一酸化炭素と水蒸気から水素と二酸化炭素を生成する
反応。 CO + H2O ⇔ H2 + CO2  

炭素転換率 
Carbon conversion 
efficiency 

 投入石炭中の炭素量に対する生成ガス中炭素分の割
合。 

冷ガス効率 
Cold gas efficiency 

 ガス化炉に投入した石炭の総熱量に対する生成ガスの総
熱量の割合。 
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発電効率 
Thermal efficiency 

 投入した燃料の総熱量に対する発電電力量の比。分子
の発電電力量に対し、発電機で発生した発電電力量を
基準とする発電端効率と、発電所内で消費される所内動
力を差し引いた送電端効率の２つがある。 

石炭 
Coal 

 化石燃料の一つ。土砂に埋没した植物が長時間高い地
圧と地熱などによる加圧、乾留などの作用を受けて変質し
た可燃性固体。 
 火力発電などに用いられる石炭は、製鉄業でコークス用
に用いられる原料炭と区別して一般炭と呼ばれる。 
 一般に、発熱量4,000kcal/kg以下、湿分と水分の合
計が30%以上、灰分40%以上の、揮発分10%以下の
ものは低品位炭と呼ばれる（火力原子力発電技術協会 
纂：火力発電用語辞典より）。 

二酸化炭素回収・貯留 
Carbon Dioxide 
Capture and 
Storage(Sequestration) 

CCS 発電所や天然ガス鉱山など大規模な排出源で発生する
CO2を、他のガスから分離・回収し、安定した地層に貯留
したり、海洋に隔離することにより、CO2を大気から長期間
隔離する技術 

二酸化炭素回収・有効利
用・貯留 
Carbon Dioxide 
Capture, Utilization 
and Storage 

CCUS 回収・貯留したCO2を有効利用すること。 

空気分離装置 
Air Separation Unit 

ASU プラントで使用する酸素を製造する設備。製鉄所や発電
所などの大型設備においては、深冷分離法を用いて空気
から酸素を分離製造することが多いが、プラント規模、必
要とされる酸素純度によって他の方式が用いられることもあ
る。 

乾式ガス精製システム 
Hot gas clean-up 
system 

 従来のガス精製システムが湿式処理でガス化ガス中の硫
黄分などを除去するのに対し、約400℃以上の高温のま
までハニカム固定床脱硫材などにより硫黄分を除去するシ
ステムが乾式ガス生成システムである。湿式処理の場合
は、工程に応じたガス温度まで冷却、加熱を繰り返す必
要があり、多くの熱交換工程を組み込むことで熱損失が発
生した。これに対し、乾式ガス精製システムでは、ガス化炉
を出た生成ガスを除塵後に温度調整なく処理できるため、
効率低下が小さく、高効率システムには好適とされる。 
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クローズドガスタービンシステ
ム 
Closed cycle gas 
turbine system 

 発電用ガスタービンは、オープンサイクルとクローズドサイクル
に大別される。前者は、ガスタービンを出た作動流体が空
気予熱器や排熱回収ボイラを経て大気に放出されるシス
テムであり、後者では、希ガスなどの作動流体が系内に封
入されており、圧縮機を経て加熱器で昇温されタービンに
導かれた後に再生熱交換器、圧縮機を経て再度加熱器
に循環する。 

セミクローズドガスタービンシス
テム 
Semi-closed cycle gas 
turbine system 

 前項で記載したクローズドガスタービンシステムに対し、燃
焼排ガスの一部を系外に排気し、残りの排ガスを系内で
循環するシステムはセミクローズドガスタービンと呼ばれる。
本事業原簿記載のシステムはセミクローズドガスタービンシ
ステムである。 
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１．事業の位置付け・必要性について 
1. 事業の背景・目的・位置づけ 

エネルギー基本計画においては、石炭火力発電は重要なベースロード電源として位置づけられているが、温室効果
ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、石炭ガス化複合発電(IGCC)等の次世代高効率石炭火力発電技術
等の開発及び実用化を推進することとされている。石炭は、今後とも世界的に需要が拡大し、世界の一次エネル
ギーに占める割合が高くなると見込まれているが、他の化石燃料と比べ燃焼利用時の二酸化炭素排出量が大きく、
地球環境問題での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる二酸化炭素排出量の
抑制が求められている。 今後 CO2 排出量抑制のためには、さらなる高効率化に向けて、現在開発中の IGCC を
効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発に加え、CCS による低炭素化を図っていく必要がある。 
しかしながら、CCS は多大な付加的エネルギーが必要であり、効率の低下や発電コストの上昇を招く。そのためエネ

ルギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電コストの抑制のため、このエネルギーロスを可能な
限り低減する必要がある。 
2016 年 6 月に経済産業省により策定された「次世代火力発電に係るロードマップ」において、2030 年以降を見

据えた取組みとして、クローズド IGCC は他の競合技術との優位性を精査しつつ、さらなる開発を進めることとしてい
る。（図 1.1-1、1.1-3） 
2020 年 1 月に統合イノベーション戦略推進会議決定された「革新的環境イノベーション戦略」において、2050

年までに CO2 分離回収コスト 1,000 円/t-CO2 を目指した技術開発を行い、様々な CO2 排出源に対応する分
離回収能力を獲得することを目指すこととしている。（図 1.1-2） 
2019 年 6 月に経済産業省によって策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」において、カーボンリサイクルの

共通技術として、2030 年に 1,000 円台/t-CO2、2050 年以降に 1,000 円以下/t-CO2 をターゲットする CO2

分離回収技術の一つとしてクローズド IGCC の技術開発を進めることとしている。（図 1.1-4） 
そこで本事業では、「CO2 回収型クローズド IGCC」の要素技術開発、「次世代ガス化システム」の基盤技術開

発、および、両技術を組み合わせた「CO2 回収型次世代 IGCC」の相乗効果の確認を実施する。 
 

 
図 1.1-1 次世代火力発電技術の早期確立、実用化に向けた行程表 

出典：経済産業省 次世代火力発電の早期実現に向けた協議会、「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」（2016 年 6 月） 
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図 1.1-2 イノベーションによるコスト削減 CO2 分離回収の例 

出典：統合イノベーション戦略推進会議決定、「革新的環境イノベーション戦略」（2020 年 1 月） 
 
 

 

 
図 1.1-3 CO2 回収関連技術の開発の見通し 
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図 1.1-4 カーボンリサイクル技術ロードマップ 「CO2 分離回収技術」 

出典：経済産業省、「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（2019 年 6 月） 

 
 

2. NEDO の関与の必要性・制度への適合性 
2.1 NEDO が関与することの意義 

「CO2 回収型次世代 IGCC」は、O2/CO2 ガス化、水蒸気添加、及び乾式ガス精製などを適用することにより、
CO2 を約 100％回収しても高い発電効率が期待できるため、社会的必要性が高い。また、火力発電設備メー
カーの海外競争力強化に貢献できる。 
本技術開発は研究開発の難易度が高く、実用化までのリードタイムが長いことから、民間企業だけではリスクが高

い。 
NEDO は、大崎クールジェンプロジェクトなどの IGCC 技術開発に関する知見・実績が豊富であり、マネジメント力

を活かした産学連携により、事業を推進できる。 
以上のことから、NEDO がもつこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業である。 

 
2.2 実施の効果（費用対効果） 
① プロジェクト費用の総額（6 年間）：約 44 億円 
② ターゲット市場 
（１）国内 

2040 年以降の本格導入を想定し、リプレース需要（1.5GW/年）の内、1/6 について CO2 回収型次世代
IGCC が導入されると試算すると、経済効果は約 700 億円/年となる。 
  ※コスト等検証委員会で提示された 2030 年の石炭火力建設単価 28.75 万円/kW をベースに試算 
    （1.5GW/年 × 1/6 × 28.75 万円/kW ＝ 約 700 億円/年） 
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また、従来型 CO2 回収型 IGCC（送電端効率 40％）と比較し、CO2 回収型次世代 IGCC（送電端効
率 42.5％）は発電効率が約 2.5 ポイント向上するため、1 基（540MW 級、3,400t/日）あたりの燃料費
を約 6％（約 4 億円/年）削減できる。 
  ※一般炭 CIF 価格 8,450 円/t (2020 年 6 月)をベースに試算 
    （3,400t/日 × 365 日/年 ×0.7(稼働率) × 8,450 円/t × 0.06 ＝ 約 4 億円/年 ） 

（２）海外 
2019 年～2040 年にかけて世界全体で 687GW が新設（リプレース含む）され、その内、産炭国の多い

アジア・大洋州では 24.9GW/年の見込み。 
海外への展開時期は 2050 年代以降となるものの、上記の 24.9GW/年をベースに、その内 1/6 について

CO2 回収型次世代 IGCC が導入されると試算すると、経済効果は約 1.2 兆円/年となる。 
 ※「World Energy Outlook2019」に記載の 2019～2040 年の新設容量を基に試算 
 

  ③CO2 削減効果の試算（国内想定） 
   表 1.2.2-1 のとおり CO2 削減効果を試算した。 
 

表 1.2.2-1 現行 USC との発電効率（送電端効率，HHV 以下同)および CO2 排出量の比較 

 
 

※1： 水蒸気添加による効果のみを考慮。乾式ガス精製および酸素製造の高効率化による効果は含まず。 
※2： 500MW に適用された場合の排出量を試算 

500MW×8,760 時間×0.7（稼働率）＝3,066,000 MWh／年 
現行 USC： 3,066,000,000 kWh／年×0.82kg/kWh＝2,514,120 t-CO2/年≒250 万ｔ/年 
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２．研究開発マネジメントについて 

1. 事業の目標 
最終目標（2022 年度） 
・CO2 回収型クローズド IGCC については、2019 年度までに送電端効率 42%（高位発熱量基準）を見通すた

めの要素技術を確立する。 
・次世代ガス化システムについては、2018 年度までに既存の IGCC（1500℃級 GT で送電端効率 46～

48％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得る。 
・両技術の相乗効果として、2020 年度までに CO2 回収型クローズド IGCC の目標効率から更に 0.5 ポイント程

度の向上の見通しを得る。 
目標設定根拠 
・現時点の主力石炭火力 USC の送電端効率 42％を目標効率として設定し、CO2 回収後も維持できることを目
標として定めた。 

・IGCC では、ガス化炉への水蒸気注入により送電端効率が向上する可能性があるため、既存 IGCC の送電端効
率 46～48%を凌駕できることを目標として定めた。 

 

2. 事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容 
（１）本プロジェクトの概要と経緯 

2015 年度から「CO2 回収型クローズド IGCC 技術開発」および「次世代ガス化技術開発」を進めており、
2017 年度の中間評価結果を踏まえ、2018 年度から両プロジェクトを統合し、両技術の相乗効果により更な
る効率向上の見通しを得ることを最終目標に追加。（図 2.2.1-1） 
 

 
図 2.2.1-1 プロジェクトの概要と経緯 
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①CO2 回収型クローズド IGCC の概要 
   IGCC に O2/CO2 ガス化、乾式ガス精製、セミクローズドＧＴを採用することにより、CO2 を約 100％回収

後も送電端効率 42%の高い効率が期待できる。（図 2.2.1-2） 
 

 
図 2.2.1-2 CO2 回収型クローズド IGCC 

 
   ②次世代ガス化（水蒸気添加ガス化）の概要 
      IGCC に水蒸気添加ガス化を採用することにより、冷ガス効率の向上、送電端効率の向上が期待できる。

（図 2.2.1-3） 
 

 
図 2.2.1-3 次世代ガス化（水蒸気添加ガス化） 

 
   ③CO2 回収型次世代 IGCC の概要 
      CO2 回収型クローズド IGCC に水蒸気添加ガス化を適用することにより、送電端効率の更なる向上が期待

できる。（図 2.2.1-4） 
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(1) CO2 回収型次世代 IGCC 

 
(2)従来型 CO2 回収型 IGCC（参考） 

図 2.2.1-4 CO2 回収型次世代 IGCC と従来型 CO2 回収型 IGCC の比較 
 

 
表 2.2.1-1 研究開発のスケジュールと予算 
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2.2 研究開発の実施体制 
（１）CO2 回収型クローズド IGCC 技術開発（2015～2017 年度） 

 
図 2.2.2-1 研究開発の実施体制（CO2 回収型クローズド IGCC 技術開発） 

 
（２）次世代ガス化システム技術開発（2015～2017 年度） 

 
図 2.2.2-2 研究開発の実施体制（次世代ガス化システム技術開発） 

 
（３）CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発（2018～2020 年度） 

 
図 2.2.2-3 研究開発の実施体制（CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発） 
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2.3 研究開発の運営管理 

PM は、PL や実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握した。また、従事日誌、月間工程表、執行
管理表および適宜ヒアリング等により実施状況を確認し、目標達成の見通しを常に把握することに努めた。 
PL は、共同実施者間での打合せや再委託先との打合せを頻繁に行うとともに、それに基づいた情報連絡会およ

び再委託連絡会を定期的に実施し、各研究開発項目の進捗状況、成果および課題を把握し、プロジェクト計画
や工程に反映させた。 
PM 及び PL は、本事業における O2/CO2 吹きガス化技術等の成果を踏まえ、産業用ガス化炉への新たな展開

（ポリジェネレーションシステム）を検討した。 
 

2.4 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

（１）知的財産等に関する戦略 
①基本戦略 
・ノウハウとして保有する方が有利な技術は出願しない。 
・知財として確保する方が有利な技術については積極的に特許として出願する。 
 

  ②CO2 回収型クローズド IGCC 
    ガス化システムおよびガス化システムの運転方法、ガスタービン燃焼器および発電システムならびに不純物除

去剤の再生システム等のコア技術について権利化に積極的に取り組む。 
 
  ③次世代ガス化システム 
    冷ガス効率向上のための設計手法や条件設定手法はノウハウとして保有する。ガス化炉構造の改良など設

計に関わる技術については権利化に積極的に取り組む。 
 
（２）知的財産管理 

本プロジェクトで得られた知財については、関係各機関の知財管理部門と連携し、特許管理、知財管理を進
める。 
「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条

（委託の成果に係る知的財産権の帰属）の規定等に基づき、原則として、事業成果に関わる知的財産権は
全て委託先に帰属させる。 

 
3. 情勢変化への対応 

事業開始（2015 年度）以降、下記のような情勢変化があり、本事業の早期実用化が引き続き重要な状況
にある。 
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4. 中間評価結果への対応 

下記は、中間評価における主な指摘事項に対する対応である。 
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5. 評価に関する事項 

（１）中間評価（2017 年度） 
①評価の実施時期：2017 年度 
②評価手法：外部評価 
③評価事務局：評価部 
④評価項目・基準：標準的評価項目・基準 
⑤評価委員： 
  分科会長：板谷 義紀 岐阜大学 大学院工学研究科 環境エネルギーシステム専攻 教授 
  分科会長代理：関根 泰 早稲田大学 理工学術院 先進理工学部 応用化学科 教授 
  委員：梅田 健司 電気事業連合会 技術開発部長 
  委員：清水 忠明 新潟大学 工学部 化学システム工学科 教授 
  委員：巽 孝夫 国際石油開発帝石株式会社 経営企画本部 事業企画ユニット シニアコーディネーター 
  委員：中澤 治久 一般社団法人 火力原子力発電技術協会 専務理事 
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３．研究開発成果について 

1.事業全体の成果 

本事業では、火力発電所からの CO2 排出量を大幅に削減する革新的将来オプションとして、CO2 回収型クローズ
ド IGCC システム(図 3.1-1(1)、クローズド IGCC)の要素技術開発に取り組んできた。本システムは、CO2 を主成分
とする排ガスを循環させて効果的に利用する O2/CO2 吹き石炭ガス化炉と、循環排ガスに O2 を混合して燃焼用空
気を代替するセミクローズドサイクルガスタービン(GT)を組合せたもので、CO2 回収後においても目標とする送電端効
率 42%（HHV 基準）を達成できることを確認した。 

一方、水蒸気添加ガス化 IGCC システム（図 3.1-1(2)）は、実績のある二段噴流床ガス化炉へガス化剤として
水蒸気を添加することで冷ガス効率向上を狙うもので、2015 年度から基盤研究「次世代ガス化システム技術開発」
として開発を進めてきた。2018 年度に本プロジェクトに統合された後、既存 IGCC の送電端効率を上回る見通しを
得た。 

また、水蒸気添加ガス化をクローズド IGCC に組合せた CO2 回収型次世代 IGCC（図 3.1-1(3)）を対象に、
その送電端効率が、クローズド IGCC の目標送電端効率を 0.5％程度上回ること（相乗効果）の確認を進めてい
る。 

 
(1)CO2 回収型クローズド IGCC システム（従来型 CO2 回収 IGCC システムとの比較） 

 

 
(2)水蒸気添加ガス化 IGCC(次世代ガス化)システム 

 

 
(3)CO2 回収型次世代 IGCC システム（クローズド IGCC と水蒸気添加ガス化の統合） 

図 3.1-1 開発システムの概念 
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2.研究開発項目毎の成果 

 本事業における研究開発項目毎の目標と達成状況を表 3.2-1 に示す。 
 

表 3.2-1 研究開発項目毎の目標と達成状況 
○達成、 △達成見込み、 ×未達 

研究開発項目 最終目標 成果 達成度 

①O2/CO2 ガス化
実証と設計指針の
確立 
a) 50TPD 炉ガス化
試験による検討 

・50TPD 炉を用いた
炭種変化試験を実
施する。また、水蒸気
添加によるデータを取
得する。 
・取得データを解析し
て O2/CO2 ガス化炉
設計指針をとりまとめ
る。 

・O2/CO2 ガス化試験を行い、石炭性状に応じてガス化炉酸
素比等を調整することで、複数の炭種に対しガス化特性（ガ
ス組成、発熱量、スラグ排出性）を評価した。また、水蒸気
添加時のデータを取得した。 
・50TPD 炉にて取得したデータを基に従来にない O2/CO2 吹
きガス化炉設計指針をとりまとめる予定。 

△ 
(2021 年 2 月 

達成予定)  

b) 3TPD 炉ガス化
試験による検討 

・3TPD 炉を用いた
CO2 濃度変化試験
を行う。 
・水蒸気ガス化反応
促進技術を加えた相
乗効果を確認する。 

・3TPD 炉で O2/CO2 ガス化試験を行い、CO2 濃度増加に
よりガス化反応が促進されることを明らかにした。 
・3TPD 炉の O2/CO2 ガス化試験で水蒸気を添加することに
より、ガス化反応が一層促進することを確認する予定。 

△ 
(2020 年 12 月 

達成予定)  

②水蒸気添加による
冷ガス効率向上効
果の検証 
a) 3TPD 炉およびリ
ダクタ炉による水蒸気
添加効果の検証 

・3TPD 炉による水
蒸気添加ガス化試験
を行い、ガス化性能
やスラグ排出性を評
価する。 
・0.1TPD 規模のリダ
クタ炉を用いた試験に
より、水蒸気添加ガス
化時のタール生成挙
動を評価する。 

・3TPD 炉で複数炭種に対して水蒸気添加ガス化試験を行
い、スラグの安定排出性を確保しながら、冷ガス効率を向上で
きる条件を明らかにした。 
・リダクタ炉を用いて水蒸気添加ガス化を想定した試験を行
い、生成ガス中タール濃度のガス化条件による違いを明らかと
する予定。 

△ 
(2021 年 2 月 

達成予定)  

b) 数値解析による
水蒸気添加方法の
適正化 

・商用規模ガス化炉
内数値解析技術を
整備し、商用機ガス
化炉における水蒸気
添加方法の最適化を
検討し、実現可能な
冷ガス効率を見積も
る。 

・3TPD 炉の三次元数値解析結果を前述②a)の水蒸気添
加ガス化試験結果と比較することにより、これまでに改良を進
めてきたガス化炉内三次元解析技術の妥当性を確認した。 
・商用規模ガス化炉を対象とした三次元数値解析により、水
蒸気混合状況や生成ガス組成などを把握し、適切な水蒸気
投入条件の設定により、高い冷ガス効率が得られることを確認
した。 

○   

c) 水蒸気添加噴流
床ガス化炉における
タール改質促進技術
の開発 

・残留タールの低減を
図るため、接触改質
反応が効果的に進む
反応条件を基礎的な
実験により明らかにす
る。 

・水蒸気や CO2 によるガス化条件、および複数の温度・圧力
条件の反応実験を行い、チャー(未燃炭素粒子)の存在によ
り、重質タールと軽質タールがともに低減することを明らかにし、
この接触改質効果を予測することが可能となった。 ○ 

③炭種適合性評価
ツールの構築 
a) 数値解析による
ガス化炉内現象の解
析精度向上 

・O2/CO2 ガス化炉
内数値解析につい
て、評価可能な炭種
を拡大する。 

・O2/CO2 吹きガス化炉を想定した高温高圧下に適用可能な
チャーガス化反応速度データを拡充し、数値解析コードに組み
込み、瀝青炭から褐炭におよぶ 9 炭種について、ガス化炉内
現象（組成、流速、温度の炉内分布等）を踏まえた炭種適
合性評価を可能とした。 

△ 
(2021 年 2 月 

達成予定)  
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・O2/CO2 ガス化と水
蒸気添加の組合せに
よる相乗効果を検討
可能な数値解析コー
ドを構築する。 

・O2/CO2 ガス化と水蒸気添加の組合せによる相乗効果をガ
ス化炉内数値解析により確認する予定。 

b) 炭種によるスラグ
排出性評価ツールの
構築 

・スラグ排出性評価
ツールの解析精度向
上を図るとともに、物
性予測式の予測精
度向上と適用炭種拡
大を図る。 

・組成調整した模擬スラグを含む高温溶融スラグの物性実測
値を蓄積することにより、適用炭種拡大と予測精度向上を
図った。一方で、灰の主要元素組成から物性を予測する経験
式を構築し、評価ツールに組込んだ。 
・排出性が比較的近い複数スラグの評価を想定し、両者の違
いを明示できる手法を提案し、スラグ排出性評価ツールの解
析精度向上を図った。 

○  

④乾式ガス精製シス
テムの構築 
a) 50TPD 炉ガス化
ガスによる検討 

・50TPD 炉に乾式
酸性ガス除去装置を
設置し、性能評価試
験を行う。 

・50TPD 炉に併設した乾式酸性ガス除去装置の長時間運
転（最長 67.5 時間）を実施し、実石炭ガス化ガスを用いた
乾式ハロゲン化物除去プロセスおよび乾式脱硫プロセスの性
能を把握した。 
・乾式脱硫プロセスのサイクル運転時の炭素析出に関し、ハニ
カム脱硫剤の改良ならびにプラントでの対策として摸擬燃焼排
ガスを添加した場合の効果を評価した。 
・乾式酸性ガス除去装置を解体し、付着物等を調べて生成ガ
ス中不純物に関する知見を得る予定。 

△ 
(2021 年 2 月 

達成予定)  

b) 3TPD 炉ガス化
ガスおよび基礎試験
装置による検討 

・3TPD 炉において高
圧脱硫試験設備を
用いた性能評価試験
を行う。 

・高 CO 濃度条件乾式ガス精製評価装置による石炭ガス化
模擬ガス試験や 3TPD 炉抽気ガス試験から、乾式ハロゲン化
物除去および乾式脱硫の両プロセスの基本性能を把握した。 
・プロセスの信頼性の視点から、サイクル数が増加した場合の
硫黄収支や、高い圧力条件での炭素析出抑制効果などを評
価した。 
・脱硫サイクル運転時の再生条件変化に伴う硫黄収支などを
調べ、乾式酸性ガス除去プロセスの性能データを拡充する予
定 

△ 
(2021 年 2 月 

達成予定)   

c) 炭素析出対策の
検証 

・構築した炭素析出
対策について、速度
論的な視点からの効
果検証を行う。 

・速度論的な観点から、炭素の析出機構について考察し、鉄
の還元によって促進される炭素析出に対して、本システムに組
込んだ対策が有効に機能する要因を明らかにした。 ○ 

⑤システム全体検討 
a)単一バーナ基礎燃
焼試験による課題の
抽出 

・炭種やガス化条件
の変化を想定した排
気循環燃焼試験デー
タを取得し、本システ
ムの課題抽出に資す
る。 

・実機ガス化炉の炭種変化などを想定して燃料ガス組成を変
えた排気循環燃焼試験を行い、燃料中 NH3 から生成する
NOx の濃度の排気循環による影響を予測可能とした。さら
に、既存脱硝装置の適用によって回収 CO2 の一般的な仕様
基準を満たすことを明らかとした。  
・燃料ガス組成を変える燃焼試験を行い、循環ガス中 CO 濃
度が回収 CO2 の仕様基準を満たす当量比を把握し、実機で
仕様を満たせることを明らかとした。 
・水蒸気投入を想定した試験データを拡充し、課題抽出に資
する予定。 

△ 
(2021 年 2 月 

達成予定) 

b) 実スケール GT
燃焼器の性能解析 

・1/3 スケールモデル
での基礎燃焼試験結
果と CFD 解析により
実機スケール燃焼器
の性能を評価する。 

・ＣFD 解析技術を 200MW 規模の実スケール燃焼器への
スケールアップ性能解析へと展開し、炭種を変化させた際の燃
焼器出口のガス温度分布、ガス組成、燃焼器メタル温度を予
測し、燃料の噴射角度やスワラの旋回角度、耐熱コーティング
(TBC)などの対策により開発目標を満足することを確認した。 
・炭種変化において、燃焼器出口 CO 濃度の低減が可能な
最適形状を決定し、設計指針に反映する予定。 

△ 
(2021 年 2 月 

達成予定) 
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c) 諸検討結果の全
体システムへの反映 

・送電端効率 42％
HHV を達成可能な
システムを構築する。 
・システムにおける不
純物低減対策技術
の検討を実施する。 

・各要素機器の設定条件の妥当性を確認して「現状技術で
実現可能なシステム」を構築した。さらに、後述⑤d)において、
詳細に送電端効率を検討する「開発要素を含むシステム」の
成立性についての評価を行った、・システムにおける不純物低
減対策技術に関する情報を収集し、本システムの構成検討に
反映する予定。 

△ 
(2021 年 2 月 

達成予定) 

d) クローズド IGCC
の性能および発電コ
スト試算 

・クローズド IGCC シ
ステムに水蒸気添加
ガス化促進技術を適
用した際の効率向上
効果（0.5%程度）
を確認する。 

・前述③a)によるガス化炉内三次元数値解析結果や前述⑤
c)などの成果を反映し、2030 年代の商用化を想定した「開
発要素を含むシステム」を対象に、送電端効率が目標の
42%HHV を上回ることを確認し、その発電コストを評価した。 
・水蒸気添加ガス化技術を適用した際の効率向上効果を確
認する予定。 

△ 
(2021 年 2 月 

達成予定) 

e) 次世代ガス化シ
ステムのシステム検討 

・商用規模水蒸気添
加 IGCC システムの
送電端効率を試算す
るとともに、発電コスト
を評価する。 

・水蒸気添加ガス化 IGCC を対象に、前述②b)のガス化炉
内三次元数値解析結果などを反映した効率解析を行い、水
蒸気添加により効率が向上する見通しを得た。また、熱効率
の向上が発電コストに及ぼす影響を評価した。 

○ 

 
 

2.1 O2/CO2 ガス化実証と水蒸気添加効果の検証 
クローズド IGCC においては、O2/CO2 ガス化技術の開発が必要である。これまでの噴流床ガス化炉は O2/N2 ガス

化であり、微粉炭を N2や空気で搬送しており、微粉炭を CO2 で搬送した例はない。一方、水蒸気添加ガス化 IGCC
では、水蒸気をガス化剤として用いる技術を開発する必要がある。炉内が高温となる酸素吹き噴流床ガス化炉では、
これまで冷却用に水蒸気を利用した例はあるが、ガス化剤として効果的に活用している例はない。 

そこで、MHI の酸素吹き石炭投入量 50 トン／日規模のベンチスケール石炭ガス化炉試験設備(50TPD 炉)を用
いて O2/CO2 ガス化実証試験を行い、ガス化炉システムの性能を評価し、商用規模ガス化炉の設計指針を得るととも
に、電中研の石炭投入量 3 トン／日規模の石炭ガス化研究炉(3TPD 炉)を用いて、実機により近い圧力（CO2分
圧）における CO2 の影響や、水蒸気添加の効果を評価した。 

 

2.1.1 50TPD 石炭ガス化炉試験設備による O2/CO2 ガス化実証と設計指針確立 
CO2 回収を行っても高い発電効率を達成できるクローズド IGCC における O2/CO2 吹き石炭ガス化炉の要素技術

確立の目途を得るために、二段噴流床方式(図 3.2.1.1-1)の 50TPD 炉（図 3.2.1.1-2）を用い、実機と同様
に複数の微粉炭供給ホッパを切り替えながら、搬送ガスに CO2 を用いた条件においても定格の微粉炭流量にて安定
搬送可能であることを確認し、O2/CO2ガス化技術を実証した。炭種変化がガス化反応性などに及ぼす影響を把握す
るため、性状が異なる石炭 4 種を供試し、燃料比や灰溶融点等の性状に応じてガス化炉酸素比を調整することで、
複数の炭種に対する安定したガス化性能が得られる運用条件を見出し、ガス化特性（ガス組成、発熱量、スラグ排
出性）を評価した（図 3.2.1.1-3、図 3.2.1.1-4）。 

また、50TPD 炉で生成した石炭ガス化ガスの一部を抽気し、クローズド IGCC で想定するガス精製システムと同じ
構成の 3 塔切替式乾式ガス精製システム（電中研にて設計・製作）へ通気することで、高温高圧の条件での連続
ガス精製特性データを取得した。ガス精製試験については、2.4.3 項にて詳述する。 

更に、水蒸気添加時の O2/CO2ガス化特性についても取得を完了しており、これらの取得データを元に水蒸気添加
運転までを想定した O2/CO2 吹きガス化炉設計指針をとりまとめる予定である。 
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図 3.2.1.1-1 二段噴流床石炭ガス化炉の概略 

 

 
図 3.2.1.1-2  50TPD 石炭ガス化炉試験設備 

 

 
図 3.2.1.1-3 炭種変化時の O2/CO2 ガス化性能の例 
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図 3.2.1.1-4 スラグ排出状況の一例 

 
 

2.1.2 小型ガス化炉による O2/CO2 ガス化および水蒸気添加ガス化の評価 

2.1.2.1 3TPD 炉ガス化試験による評価 
3TPD 炉(炉内圧力 2MPa)では、O2/CO2 ガス化条件を実現する改造を施すとともに過熱蒸気を投入可能とし、

実機により近い圧力（CO2 分圧）において、ガス化剤中 CO2 がガス化特性に及ぼす影響や、水蒸気添加の効果を
評価した。 
 

(1) 3TPD 炉への設備追設 
3TPD 炉は、酸素富化空気吹き炉(O2/N2吹きガス化炉)として設計された設備である。そこで、O2/CO2 ガス化試

験を行うにあたり、ガス化剤中 CO2 濃度の設定範囲を拡大するため、微粉炭高濃度搬送設備(図 3.2.1.2.1-1)を
追設した。これにより、石炭の搬送ガスとして炉内に投入されていた大量の不活性ガスを削減でき、ガス化剤中 O2 濃
度の設定範囲が広がり、「O2/CO2 ガス化試験」が可能となった（図 3.2.1.2.1-2）。 

さらに、水蒸気添加によるガス化性能向上効果を検証するため、蒸気ボイラならびに電気ヒータ式の蒸気過熱器を
設置し、ガス化炉内に蒸気を投入できるようにした。 

 
(2) O2/CO2 ガス化(クローズド IGCC)におけるガス化特性の評価 

追設した微粉炭高濃度搬送設備を用いて、以下の項目に注目して、種々の調整を行い、O2/CO2 ガス化試験を
行うためのガス化炉運転手法を確立した。 

・搬送用ガス量の最適化 
・複数バーナへの微粉炭等配分 
・CO2 による微粉炭の搬送特性（従来は N2 で搬送） 

複数の炭種について、微粉炭搬送ガスに CO2 を用いても、N2 搬送と同等な安定供給を実現したことは、O2/CO2 ガ
ス化技術の成立性を検証する上で特に有意義な成果である。 

上記を反映した O2/CO2 ガス化試験により、ガス化剤中 CO2 濃度がガス化特性に及ぼす影響を評価した（図
3.2.1.2.1-3）。 

まず、ガス化剤中 CO2 濃度を 29%（試番Ⅰ）から 60%（試番Ⅱ）に増加させることで(表 3.2.1.2.1-1)、
CO2 濃度の増加によりガス化反応が促進され、炉内炭素転換率が向上することを明らかとした。炉内炭素転換率が
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高い場合には、発生するチャー量が少ないため、運転酸素比をさらに低減できる可能性がある。そこで、炉内炭素転
換率の高い O2/CO2 ガス化条件において、酸素比を下げる試験（試番Ⅲ、酸素比 0.53→0.49）を行い、
O2/CO2 ガス化において酸素比調整により冷ガス効率が向上することを明らかとした。 

 

  

    
 

(1)3TPD 設備概要と追設設備 (2)微粉炭高濃度搬送設備概要 
図 3.2.1.2.1-1 3TPD 炉へ追設した設備 

ストレージビン

ロックホッパ

フィードホッパ

可変弁
粉体流量計

分配器

ガス化炉コンバスタ用とリダクタ用の
２系統を設置

搬送ガス

 
図 3.2.1.2.1-3 CO2 濃度増加による 

ガス化特性への影響例 

 

40
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70

80
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100

炉内炭素転換率 冷ガス効率

□：試番ⅠCO2富化ガス化
■：試番ⅡO2/CO2ガス化
■：試番ⅢO2/CO2ガス化、酸素比減

[%]

表 3.2.1.2.1-1 試験条件一覧 

 
 

CO2 O2 N2

Ⅰ CO2富化ガス化 搬送ガスにCO2を利用 0.52 29 27 44
Ⅱ O2/CO2ガス化 O2/CO2ガス化(搬送ガス以外にもCO2投入) 0.53 60 34 6
Ⅲ O2/CO2ガス化：低酸素比 O2/CO2ガス化条件で酸素比を低減 0.49 60 36 4

※コンバスタ温度が一定になるようにガス化剤のO2濃度を調整
※試番Ⅱ,ⅢのN2ガスは、機器のシールガスとして系内に混入したもの

酸素比試番 試験目的
ガス化剤濃度(vol%)

      

 
図 3.2.1.2.1-2 3TPD 炉の  

試験条件範囲の拡大状況 
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(3) 水蒸気添加ガス化(次世代ガス化) におけるガス化特性の評価 
水蒸気をガス化剤として有効に利用する方法を確立するため、追設した蒸気ボイラならびに蒸気過熱器を用いて、

O2/N2 ガス化条件で 350℃の蒸気をガス化炉に投入する水蒸気添加ガス化試験を実施した。良好なスラグ排出性
を確保するため、コンバスタ温度を一定に保ちつつ水蒸気を投入する条件で、複数の炭種に対して試験を行った結果、
反応性が低い炭種においてガス化性能向上効果が大きいこと、また、低酸素比条件においてガス化性能の向上が顕
著であることを明らかとし、水蒸気添加による冷ガス効率向上効果を評価した。 

本試験結果を基に、これまでに構築してきたガス化炉内三次元数値解析技術の妥当性を確認し、システムの送電
端効率を算出するための商用規模ガス化炉の運転条件検討に向けた準備を整えた(2.2.2 項に後述)。 
 

(4) O2/CO2 ガス化と水蒸気添加ガス化の相乗効果の検証 
O2/N2 ガス化条件において水蒸気添加による冷ガス効率の向上効果が見られたことから、O2/CO2 ガス化でも水蒸

気添加により、さらにガス化反応が促進されることを検証するガス化試験を行った。O2/CO2 ガス化と水蒸気添加ガス
化を組合せた相乗効果を評価する予定である。 
 

2.1.2.2 リダクタ炉によるタール生成量の評価 
二段噴流床ガス化炉の一段目のコンバスタ部は高温であるため、石炭の初期熱分解により生成したタールは迅速

に分解、改質される。一方、二段目のリダクタ部では、吸熱反応であるガス化反応が進むためにコンバスタ部よりも温度
が低下する。特に水蒸気などによりガス化反応が促進される条件では、吸熱反応の増大によりリダクタ内温度が低下し、
生成ガス中へのタールの残留を見極める必要がある。そこで、ガス化炉内で発生するタールとガス化炉運転条件との相
関を明らかにするため、リダクタ部を模擬するリダクタ模擬小型ガス化炉(リダクタ炉)を製作、設置した。 

リダクタ炉では、コンバスタ出口ガスに相当する高温模擬ガスを、気体燃料の燃焼・改質反応で生成し、このガスに
石炭を接触させることにより、石炭投入量 0.1 トン／日規模の小型炉ではあるが、熱的に自立させた。燃焼、メタン改
質反応ならびに水性ガスシフト反応を組み合せることで、コンバスタ出口ガスに相当する温度および組成の模擬ガスを
作り出す条件を見出し、リダクタ炉による試験方法を確立した。石炭が熱分解、ガス化する過程で発生したタールを、
サンプリングプローブで炉内から捕集し、その組成や収率の分析を進めており、ガス化条件が生成ガス中タール濃度に
及ぼす影響を評価する予定である。 

 

2.2 ガス化炉内三次元数値解析による商用規模ガス化炉の特性評価 
本プロジェクトの前フェイズ(2008～2014 年度)では、これまでに例のない O2/CO2 ガス化反応場に適用可能な反

応モデルを構築し、これまで実機規模の酸素富化空気吹き石炭ガス化炉内の炉内現象(反応を含む流動状況)を評
価してきた電中研の三次元数値解析コードに組み込んだ。 

本プロジェクトでは、未検討炭種のチャーガス化反応データ取得（2.3.1 項に後述）による適用可能炭種のさらな
る拡大などの改良を施した三次元数値解析コードにより、O2/CO2 ガス化（クローズド IGCC）、水蒸気添加を伴う
O2/N2 ガス化（次世代ガス化システムにおける水蒸気添加ガス化）、水蒸気添加を伴う O2/CO2 ガス化（CO2 回
収型次世代IGCC）を対象としたガス化炉内の数値解析を行った。これにより、本プロジェクトの最終目的であるクロー
ズド IGCC の送電端効率算出（2.5.4 項）、水蒸気添加ガス化 IGCC の送電端効率向上効果の確認（2.5.5
項）、両技術を組合せた CO2 回収型次世代 IGCC における送電端効率向上効果の確認（2.5.6 項）に向け、
適切なガス化炉運転条件を見極めた。 

 

2.2.1 O2/CO2 ガス化におけるガス化特性の評価 
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商用規模ガス化炉（入熱量約 1,000MW、図 3.2.2.1-1）を対象とするガス化炉内三次元数値解析を行い、
炭種によるガス化特性の違いを評価した。ガス化炉の安定運転を維持する上で必要なコンバスタ温度を確保しつつ、
冷ガス効率が向上するガス化炉運転条件を見極めた。図 3.2.2.1-2 に解析結果の一例を示す。 

本解析結果を基に、システム効率計算（2.5.4 項に後述）を行い、クローズド IGCC の送電端効率を評価した。 
 

 
図 3.2.2.1-1 ガス化炉解析格子 

 
 

 
（1）ガス温度分布      （2）CO 濃度分布   
図 3.2.2.1-2 O2/CO2 ガス化の三次元解析例 
 

 

 

2.2.2 水蒸気添加ガス化におけるガス化特性の評価 
水蒸気添加ガス化の三次元数値解析を検証するため、前述した 3TPD 炉の水蒸気添加ガス化試験条件におけ

る数値解析を実施し、試験結果（2.1.2.1 項）と比較することにより、ガス化炉内三次元数値解析の妥当性を確
認した。解析結果（図 3.2.2.2-1）から、コンバスタ温度を維持しながら適切に水蒸気を添加することで、水蒸気に
よるガス化反応速度を増加させることができることが検証された。 

このガス化炉内三次元数値解析コードを用いて、商用規模ガス化炉（入熱量約 1,000MW）の炉内現象（組
成、流速、温度の炉内分布）を解析した。その結果、基準となる水蒸気を添加しない O2/N2 ガス化条件に比べ、コ
ンバスタ温度を維持しながら水蒸気を添加することで高い冷ガス効率が得られることが確認された。例えば、リダクタバー
ナ付近でみられるガス温度の大幅な低下（図 3.2.2.2-2）は、ガス化反応により顕熱が生成ガスの化学エネルギー
に転換されていることを示している。これらの炉内現象を踏まえ、冷ガス効率が向上する水蒸気添加条件を見出した。 
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この三次元ガス化炉内数値解析結果を基に、システム効率計算（2.5.5 項に後述）を行い、水蒸気添加ガス化
による効率向上効果を評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.3 O2/CO2 ガス化と水蒸気添加ガス化の相乗効果の評価 
クローズド IGCC の O2/CO2 ガス化に、さらに水蒸気を添加した際の相乗効果を確認するため、商用規模ガス化炉

（入熱量約 1,000MW）の三次元数値解析を実施した。前述（2.2.1 項）の水蒸気を添加しない O2/CO2 ガス
化条件との比較を行うことで、水蒸気添加による冷ガス効率向上効果を評価した。 

本解析結果を基に、システム効率計算（2.5.6 項に後述）を行い、両技術の組合せによる相乗効果を評価する
予定である。 
 

2.3 ガス化炉三次元数値解析の精度向上 
2.3.1 チャーガス化反応モデルの炭種適合性拡大 

これまでに開発してきた三次元ガス化炉内数値解析コードを用いて炭種適合性評価を行う上で、石炭のガス化反
応（図 3.2.3.1-1）に関わる情報が不可欠である。そこで、前フェイズでは 4 炭種を対象に O2/CO2 ガス化反応場
に拡張可能な反応モデル（初期熱分解モデル、チャーガス化反応モデル、気相反応モデル）を構築した。 

本プロジェクトでは、特に重要なチャーガス化反応モデルに関して、前フェイズでは未検討の新規5 炭種について加圧
型 Drop Tube Furnace （PDTF、図 3.2.3.1-2）を用いて、噴流床ガス化炉内に相当する高温・加圧条件に
おけるガス化反応実験を行った。解析したチャーガス化反応速度式をガス化炉内三次元数値解析コードに組み込むこ
とにより、商用規模ガス化炉におけるガス化特性を数値解析で評価可能な範囲を、瀝青炭から褐炭に至る幅広い性
状の 9 炭種に拡張した(図 3.2.3.1-3)。 
 
 
 
 
 
 

 
水蒸気添加なし 水蒸気添加あり 

図 3.2.2.2-1 3TPD 炉ガス化試験条件における水蒸
気ガス化反応速度の分布（解析結果） 
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水蒸気添加なし 水蒸気添加あり 

図 3.2.2.2-2 商用規模の水蒸気添加ガス化炉内
解析結果（ガス温度分布） 
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2.3.2 スート生成／タール改質モデルの開発 
噴流床ガス化炉内で放出された揮発分の一部はスートに移行する（図 3.2.3.1-1）。スート生成モデルを高度

化しスート生成量を精度良く見積もることができれば、ガス化炉内三次元数値解析の精度を向上できる。また、ガス化
炉に水蒸気を投入する場合、炉内温度が低下してタールが改質されず噴流床ガス化炉でもタールの一部が残留する
可能性があるため、タール改質モデルの構築が必要である。そこで、スート生成とタール改質の両モデルを導入して数値
解析コードを拡張し、O2/CO2 ガス化と水蒸気添加ガス化の双方に対応させ、両者の組合せによるガス化炉内現象の
変化、さらには相乗効果としての送電端効率の向上度合いを精度よく評価することを目指してきた。 

前フェイズではスートの生成機構に関わる初期熱分解モデルとスート前駆体までの気相反応モデルを開発し、三次
元ガス化炉内数値解析コードに組込み、基礎的な解析によりその適合性を検証した。本プロジェクトでは、スート生成
までを含む気相反応モデルと、チャーによりタールが改質される接触改質反応モデルを開発した。本モデルを組み込むこ
とで、三次元ガス化炉内数値解析の精度を向上させる予定である。 
  

      
          

図 3.2.3.1-1 石炭のガス化炉内での反応           図 3.2.3.1-2 PDTF 設備概要 

 
図 3.2.3.1-3 チャーガス化反応速度の温度依存性の例 

（TG： 熱天秤装置による低温度域のデータ） 
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2.3.3 ガス化炉に関するその他の取組 
(1)  炭種適合性評価のためのスラグ排出性評価ツール構築 

本システムが採用する噴流床ガス化炉では、石炭に含まれる灰分を高温の炉内から溶融スラグとして排出させるた
め、溶融スラグの流動性を基に、安定運転が可能な炭種かどうかを事前に見極めることが望ましい。しかし、O2/CO2 ガ
ス化に限らず、新規炭種のスラグ排出性を事前に予測・評価する手法はまだ十分には確立されていない。 

本プロジェクトでは、前フェイズで構築した溶融スラグの流動特性を予測するスラグ排出性評価ツールに対し、ガス化
炉の実際の形状を反映し、より実用的なツールに改良した（図 3.2.3.3-1）。さらに、粘度が近い異なるスラグの排
出性を、流下スラグ層の断面内における粘度分布の違いから比較する手法を構築することで、本ツールの評価精度を
向上させた。 

本評価ツールに必要な高温溶融スラグ諸物性（粘度、表面張力、密度）については、ガス化炉で採取した実スラ
グに加え、主要成分の組成を体系的に変化させた模擬スラグについても実測し、データを蓄積することにより、適用炭
種拡大と予測精度の向上を図った（図 3.2.3.3-2）。一方で、灰の主要元素組成から、解析に必要な物性値
（粘度、表面張力、密度）の温度依存性を予測する経験式を構築し、スラグ排出性評価ツールに組み込むことによ
り、一般的な分析データから新規炭種のスラグ排出性を事前に予測・評価できるツールに改良した。 
 
  

   
(1) 3TPD 炉の炉底を想定した解析領域      (2) スラグ流動の予測例  

図 3.2.3.3-1 高温溶融スラグ排出性評価ツールによるスラグ流動の解析 
 

 
図 3.2.3.3-2 溶融スラグ物性（密度）の実測例 
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(2) チャー表面におけるタール改質促進技術の開発 
水蒸気添加ガス化により冷ガス効率を向上させる上で、酸素比を低減した際に残留するタールを抑制することが有

効と考えられるため、タールを抑制する一つの方法としてタール改質促進技術を開発することとした。チャー表面における
タールの接触改質を試みるため、石炭と同時にチャーも供給することで、チャーの存在がタール収率へ及ぼす影響を把
握できる Drop Tube Reactor を新たに製作した。チャー表面の細孔でタールが改質され、タール収率を大幅に低減
できることを確認し(図 3.2.3.3-4)、水蒸気や CO2 の存在の有無、温度や圧力を変えた一連の実験から、チャー表
面における接触改質効果を予測可能とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 セミクローズドサイクルにおける乾式ガス精製システムの構築 
乾式ガス精製システムは高温、高圧で硫黄化合物やハロゲン化物を除去できるので、生成ガスの顕熱や圧力が維

持されるとともに、生成ガス中の水蒸気の凝縮が起きずガス流量が減少しないという特徴を有する。既存の IGCC が採
用している湿式ガス精製システムと置き換えれば、熱効率が約 2％向上すると試算されている。本プロジェクトで開発す
るクローズド IGCC システムの目標とする発電効率を達成するためにも、乾式ガス精製システムの開発は重要な技術
要素である。 

本プロジェクトでは、前述した O2/CO2 吹き 50TPD 炉(炉内圧力約 1MPa)から抽気したガス化ガスにより、実機と
同等のプロセス構成を想定した 3 塔式の乾式脱硫プロセスを含む乾式ガス精製システムの性能、ならびに運転操作
性を検証した。具体的には生成ガス処理量 7 Nm3/h の乾式酸性ガス除去評価装置を設置して、約 68 時間の石
炭ガス化実ガス連続精製試験などを行い、システムの性能や運転操作性等の検証に加えて大型化に必要な運転・
設計データを取得した。 

上記の実ガス試験と並行して、乾式ガス精製システムの構築に向けて必要となるバックアップデータを取得した。
O2/CO2 吹きガス化炉の生成ガスでは CO 濃度が極めて高くなることから、ガス温度の低下に伴い炭素析出が起きる
可能性がある。生成ガス温度 450℃での運転を想定している乾式脱硫プロセスにおいて、ハニカム脱硫剤の触媒効
果による顕著な炭素析出と脱硫性能の低下が懸念された。前フェイズでは最も有効な対策として、プラント系内に循
環させている GT 燃焼排ガスのうち、わずかな割合を乾式ガス精製システムの上流で添加する方法を立案した。この対
策については、基礎試験装置により 1MPa 未満の圧力において、既に炭素析出を抑制できることを確認している。本
プロジェクトでは、実機で想定されるさらに高い圧力における抑制効果を確認するため、脱硫剤の改良により炭素析出

  
石炭のみ チャー共存 
熱分解   熱分解 

図 3.2.3.3-3 タール改質実験結果の一例 
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耐性の向上を図ると共に、基礎試験装置や高圧脱硫設備(炉内圧力 2MPa の 3TPD 炉に設置)を用いた脱硫剤
性能や炭素析出抑制効果の評価を進めた。 

 
2.4.1 乾式ガス精製システムにおける炭素析出対策の評価 

前フェイズで開発した改良型脱硫剤の炭素析出耐性を評価した。ガス化炉起動時を想定し GT 燃焼排ガスを循
環できない厳しい条件で比較すると、改良前の脱硫剤が図 3.2.4.1-1(1)のように炭素析出により損壊して性能が低
下したのに対し、改良型の脱硫剤には顕著な炭素析出は見られず、その脱硫性能も低下しないことが明らかとなった
(図 3.2.4.1-1(2)、図 3.2.4.1-2)。 

 
（１）改良前の脱硫剤（試験後には炭素析出により流路が損壊） 

 
(2)改良後の脱硫剤（上写真と同一条件で試験後も健全） 

図 3.2.4.1-1 炭素析出耐性の高い脱硫剤の開発状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）改良前の脱硫剤 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）改良後の脱硫剤 
図 3.2.4.1-2 改良による脱硫性能の向上 

(改良型脱硫剤では、改良前脱硫剤で炭素が析出した厳しい条件（Cond.A：析出領域）でも、 
炭素が析出せず、非析出領域（Cond.B）と同等の良好な脱硫性能が得られた) 
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2.4.2 3TPD 炉および基礎試験装置による評価 
実機運転条件により近い約 2MPa の高圧条件で脱硫剤の性能を評価できる試験装置を設置し(図 3.2.4.2-1)、

3TPD 炉から抽気したガス化ガスを用いた高圧脱硫試験を行い、脱硫性能における圧力影響を把握するとともに、炭
素析出対策の効果を確認した（図 3.2.4.2-2）。 

また、脱硫サイクル運転時の性能安定性を評価するため、基礎試験装置（高 CO 濃度条件乾式ガス精製評価
装置）を用いて 20 サイクルにわたる脱硫サイクル繰り返し試験を実施した。サイクル運転を重ねた時の硫黄収支や脱
硫サイクル性能の安定性を評価することにより、改良脱硫剤を乾式脱硫プロセスに適用した場合の信頼性を確認した。 

 

 

2.4.3 50TPD 炉による乾式酸性ガス除去プロセスの評価 
乾式酸性ガス除去プロセスは、上流に設置した除去ユニットによるハロゲン化物の連続除去と、下流の 3 塔切り替

え式の固定床脱硫ユニットにおける脱硫、還元、再生の三工程の繰り返しによる硫黄分の連続除去とを組み合わせた
システム構成となっている(図 3.2.4.3-1)。 

本プロセスの実用化に向けて、各除去ユニットの性能実証だけでなく、改良した脱硫剤の信頼性やプロセスの運転
操作性に関する実証的な試験とプロセスの大型化に向けた設計データの取得が必要である。そのために、前述した

 

 
図 3.2.4.2-1 高圧試験設備外観 

 

 
図 3.2.4.2-2 高圧試験結果の一例 
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50TPD 炉と連携運転可能な乾式酸性ガス除去評価装置(図 3.2.4.3-2)を設置し、石炭ガス化実ガスを用いた連
続運転試験を行った。 

約 48 時間にわたる連続試験により、脱硫剤の信頼性の観点から燃焼排ガスの模擬ガス添加による炭素析出の抑
止効果の検証、脱硫サイクル繰り返し性能、および固定床 3 塔の切り替え操作を含む運転操作性の実証を行い、本
プロセスの成立性を検証した(図 3.2.4.3-3)。さらに、高硫黄負荷条件における最長約 68 時間の連続ガス化炉連
携試験において、脱硫サイクルにおける脱硫の反応速度や再生特性として硫黄収支に係るデータも収集し、設備大
型化に向けた設計に反映できる知見も取得した。 

今後は、乾式酸性ガス除去評価装置を解体し、不純物付着状況などの基礎データも取得する予定である。 

 
図 3.2.4.3-1 ハロゲン化物除去と固定床 3 塔方式乾式脱硫プロセスのコンセプト 

   
 

 （a) 設備配置図 (b) 設備フロー図 
 

図 3.2.4.3-2 乾式酸性ガス除去評価装置概略図 

50TPD 炉
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2.5 システム全体検討 
前節までの検討により、CO2 回収型次世代 IGCC システムの構成要素であるガス化炉、ガス精製の要素技術を開

発した。これらを踏まえ、開発システムの送電端効率を評価するため、全体システムについて様々な検討を行った。 
実機を想定し、システム各部の温度・圧力などの妥当性などから、その成立性を検討し、当該システムの送電端効

率および発電コストを試算した。また、本システムに固有なセミクローズドガスタービンシステムについては、GT 燃焼器の
性能解析と排ガス循環を想定した単一バーナ基礎燃焼試験を行い、全体システムの成立性検討に反映した。 
 
2.5.1 実スケール GT 燃焼器の性能解析 

CO2 を主成分とする GT 排ガスを循環するクローズド IGCC 向け燃焼器の開発に向け、GT 基礎燃焼試験と燃焼
数値解析（CFD）により、実機スケール燃焼器の特性を評価し、循環排ガスが燃焼特性に及ぼす影響を解明する
ための検討を進めた。本燃焼器には、排ガス中の非凝縮性ガスを低減しつつ、投入した石炭ガス化ガスをメタル温度の
制約の中で安定して完全燃焼させることが要求される。 

2016 年度に設計・製作した 1/3 スケールモデル燃焼器（図 3.2.5.1-1）と GT 基礎燃焼試験装置を用いて、
2017 年度に大気圧～0.4MPa(A)までの圧力条件で基礎燃焼試験を実施し、実機燃焼器設計に必要な燃焼特
性の基礎データを取得した。2018 年度は、本試験で取得した基礎燃焼試験データを基に、温度・ガス組成について
の CFD 解析を実施し、圧力に対する CO 発生挙動やメタル温度分布を良好に再現できる実機燃焼特性評価手法
を構築した（図 3.2.5.1-2）。更に、2019 年度に本 CFD 解析技術を 200MW 規模の実スケール燃焼器へのス
ケールアップ性能解析へと展開した。炭種（燃料ガス組成）を変化させた際の燃焼器出口でのガス温度分布、ガス
組成（O2、CO 等）、燃焼器のメタル温度を予測した（図 3.2.5.1-3）。燃料の噴射角度や酸化剤スワラの旋回
角度、耐熱コーティング（TBC）などの対策により開発目標を満足する最適な燃焼器形状を見出し、2020 年度に
この燃焼器形状を設計指針に反映した。 

 

 

 

 

 
図 3.2.4.3-3 50TPD 炉試験における乾式脱硫試験結果の一例 
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図 3.2.5.1-1  GT 基礎燃焼試験装置供試体燃焼器（スケール比 1/3） 
 

 

 
 

(a)燃焼器出口 CO 濃度 (b)壁面メタル温度 

 
(c)計測断面位置 

図 3.2.5.1-2 1/3 スケールモデル燃焼器の CFD 解析結果と基礎燃焼試験データの比較 
 

 
(a)炭種変化時の燃焼器出口 CO 濃度 

 
(b)壁面メタル温度分布 

図 3.2.5.1-3 実スケール燃焼器の CFD 解析結果例 
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2.5.2 単一バーナ基礎燃焼試験による課題の抽出 
本システムは排気循環型のセミクローズドサイクル GT を採用するため、燃料や酸素中に含まれる不純物の循環ガス

組成への影響を確認するとともに一般的な回収 CO2の仕様基準との対比により、システム全体における課題を抽出す
る必要がある。そのため、実験条件設定範囲の広い単一バーナ基礎燃焼試験装置に排気循環ループを追設して(図
3.2.5.2-1)、基礎燃焼試験とともに、実際に排気循環燃焼試験を行い、ガス循環が燃焼排ガス組成へ及ぼす影響
を評価した。 

基礎燃焼試験の結果、循環 CO2 ガス中の不純物のうち、NOx は燃料中 NH3 に起因して生成され、その排出量
は燃料中 NH3 濃度、CH4 濃度など、燃料組成の影響を受けることが確認された。また、排気循環を想定して排出
NOx とほぼ同量の NO を希釈剤に添加した試験を行い、今回の試験条件の範囲では NOx 濃度の低減に繋がる希
釈剤中 NO（Recycle NO）と燃料中 NH3（Fuel-N）との相互作用はほとんど見られなかった。その結果、排出
NOx 濃度は、希釈剤中に含まれる NO と燃焼生成する NOx それぞれの濃度値の合算にほぼ等しくなることが確認さ
れた（図 3.2.5.2-2）。希釈剤中 NO 濃度を増加させた試験からは、排出 NOx 濃度は直線的に増加し、その傾
きが 1 より小さいため、排気循環を想定した場合、一定値に収束する傾向があることを明らかとした（図3.2.5.2-3）。 

次に、実際に排気ガスを循環させる排気循環燃焼試験を行い、燃料に NH3 を添加した際、NOx 濃度は短時間
に一定値に収束すること（図 3.2.5.2-4）を確認した。また、基礎燃焼試験で得られた NOx 転換率を用いて、循
環時の収束 NOx 濃度を概ね予測できることを明らかとし、その計算手法を構築した。 

さらに、実機ガス化炉の供試炭を想定した燃料ガス（NH3 = 2,700ppm）を用いた排気循環試験により、回収
ガス中の NOx 濃度は 2000ppm 以上が想定されること、天然ガス複合発電で採用されている既存脱硝装置を適
用することによって回収 CO2 に求められる一般的な仕様基準（NOx < 100ppm）を満たせることを明らかとした。  

循環ガス中 CO 濃度については、基礎燃焼試験と排気循環燃焼試験の結果から、NOx 濃度とは異なり、循環に
よる大きな濃度上昇は見られず、当量比のみに依存することがわかった、このことから、回収 CO2 に求められる一般的
な仕様基準（CO < 2000ppm）を満たす当量比を確認し、実機で当該仕様を満たせる見通しを得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)追設した排気循環ループ 
図 3.2.5.2-1 単一バーナ基礎燃焼試験設備の概要 
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図 3.2.5.2-2 燃料中 NH3 と希釈剤中 NO との相互作用確認 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 希釈剤中 NO の排気中 NOx 濃度への影響 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 排気循環に伴う NOx 濃度変化 
 〔(1)の実験結果から予測〕 

図 3.2.5.2-3 排気循環が NOx 濃度に及ぼす影響 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.5.2-4 排気循環時の NOx 濃度変化 
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2.5.3 諸検討結果の全体システムへの反映 
クローズド IGCC システムの性能を評価するために、本事業での諸検討結果を織り込み、システム全体の性能解析

を実施した。汎用化学プロセスシミュレータである Aspen Plus を用いて、ガス化炉、ガス精製、ガスタービン、排熱回
収ボイラ、蒸気タービンおよび CO2 回収系統をモデル化した。本解析では、三菱パワーが保有するガス化炉性能計算
プログラム及びガスタービン性能計算プログラムから得られたデータを基にチューニングすることで、実機ガス化炉・ガスター
ビンを想定した解析モデル（図 3.2.5.3-1）を構築した。 

性能解析の結果などから、本プロジェクトの前フェイズで行ったクローズド IGCC システムのプラント性能評価の妥当
性を確認するとともに、後述（2.5.4 項）する 2030 年代の商用化を想定した「開発要素を含むシステム」についても
各部の条件設定（温度・圧力など）などを確認した。これに加え、回収 CO2 に求められる一般的な仕様基準や対策
技術などを調査し、システム構成検討に反映するとともに、技術課題を整理した。 

 

 
図 3.2.5.3-1 Aspen Plus 解析モデル 

 

 

2.5.4 クローズド IGCC の送電端効率および発電コストの試算 
前項（2.5.3 項）の検討を含む種々の検討結果を基に、実現性の高いシステムを前提としつつ、2030 年代の商

用化を想定した開発要素を踏まえたシステムを構築し、電中研が開発した熱効率解析ソフトウェア EnergyWin®を
用いてプラント性能を評価した。また、そのデータを基に想定発電コストを更新した。 

システムとして以下の改良を施した上で、前フェイズと同じ炭種（インドネシア炭）を供試した際のプラント性能を解
析した結果、送電端効率は 43.5%HHV（暫定値精査中）となり、目標値* (42%HHV)を上回ることを明らかとした
（*:回収 CO2 の加圧動力を含む）。 

＜主な改良点＞ 
・本システムの商用化が想定される 2030 年代後半までの耐熱材料などの技術開発を想定し、1500℃級 GT
の採用や各部上限温度設定などを考慮したシステムを対象とした。 
・本フェイズで実施した O2/ CO2 ガス化試験と三次元ガス化炉内数値解析による知見を反映し、スラグ安定排
出に必要なガス化炉内温度を維持できるガス化炉運転条件を見出し、プラント性能を評価した。 
・GT 廻りへ設置する脱硝設備に関する条件を反映した（圧力損失など）。 

 
次に、得られた送電端効率を基に、クローズド IGCC システムの発電コストを更新した（図 3.2.5.4-1）。 
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コスト試算には、経済産業省の発電コスト検証ワーキンググループ（2015 年）が公開した算定方式 1)を用いた。
比較は、同ワーキンググループが設定した 2030 年想定の石炭火力（送電端効率 48%LHV、CO2 回収なしの
AUSC、図 3.2.5.4-1 の①）以外に、DOE による公開資料 2)を参考に、CO2 回収に伴う設備費(図 3.2.5.4-1
の資本費に相当)の増加などを考慮して推算した CO2 回収ケースも対象に加えて行った（AUSC ベースの燃焼後回
収の発電コストが図 3.2.5.4-1②、酸素燃焼の発電コストが同図③）。また、DOE 報告がより低い発電コストを算
定した IGCC についても比較対象に加えた。IGCC の検討に際しては、ロードマップ等で同等の送電端効率が報じられ
ている「1700℃級 GT を採用した IGCC（湿式ガス精製）」を想定し、DOE 資料 3)を参考に推算した燃焼前回収
システムの発電コストを比較対象とした（図 3.2.5.4-1④）。 

クローズド IGCC の設備費については、1700℃級 GT の IGCC 燃焼前回収(④)と同等と仮定した場合（⑤）と
発電コストが同額になる設備費を逆算した場合（⑥）を検討した。 

その結果、クローズド IGCC システムの設備費が④の設備費の 117%未満であれば、④より優位なコストとなること
が明らかとなった。この場合、他の CO2 回収型石炭火力(②、③)や CO2 を回収しない発電システムで社会的費用
（主に CO2 対策費）を考慮した場合(①)よりも、発電コストが低くなる。 

  

 
図 3.2.5.4-1 発電コストの試算（クローズド IGCC 建設費の目標） 
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2.5.5 水蒸気添加ガス化 IGCC（次世代ガス化システム）の全体システム検討 
蒸気系からガス化炉に水蒸気を抽気し、ガス化剤として利用する IGCC（3.1-1(2)）に対して、前述（2.2.2 項）

のガス化炉内三次元数値解析結果（図 3.2.5.5-1 左図）、および、これまでの検討結果を反映して設定した各部
状態量から IGCC 全体の熱効率解析を行い、水蒸気添加量が送電端効率に及ぼす影響を評価した（図
3.2.5.5-1 右図）。適切なガス化炉運転条件を設定することで、水蒸気添加量を増やすほど高い冷ガス効率得るこ
とが可能となる。これにより、複合発電設備の燃料ガスの熱量が増加してガスタービンの出力が増加する一方で、水蒸
気の抽気により蒸気タービンの出力が低下することから、水蒸気添加ガス化による送電端効率が HHV 基準で 2 ポイ
ント程度上昇するといえる。 

コスト試算に対しては、前述（2.5.4 項）と同じ算定方式を用いて送電端効率に対する感度解析を行った。新技
術導入による設備コスト（資本費および運転維持費）の増加が、送電端効率の向上による運転コスト（燃料費と
CO2 対策費）の低減で相殺されると考えて、建設費単価の目標値を明らかとした。例えば、IGCC の送電端効率が
2 ポイント向上する場合、建設費単価の増加分は 10%以内が目標といえる（図 3.2.5.5-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

  

 
図 3.2.5.5-2 IGCC 発電コストの感度解析結果 

（発電コスト検証ワーキンググループの算定方式による） 

2.16 2.26 2.36 2.46 

1.80 1.89 1.97 2.04 

5.00 4.90 4.80 4.70 

3.93 3.84 3.76 3.69 

0

5

10

15

IGCC 効率 1ポイント

向上ケース

効率 2ポイント

向上ケース

効率 3ポイント

向上ケース

コ
ス

ト
（
円

/k
w

）

CO2対策費

燃料費

運転維持費

資本費

発電コストを同等とする

許容される資本費増加幅

*

  
図 3.2.5.5-1 水蒸気添加ガス化時のガス化炉ガス化炉の冷ガス効率と IGCC の送電端効率 
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2.5.6 水蒸気添加ガス化との組合せによる相乗効果 
前述した水蒸気添加ガス化技術をクローズド IGCC に組合せたシステムを対象に、三次元ガス化炉内数値解析で

得られたガス化炉運転条件（2.2.3 項）を基に、EnergyWin®を用いてプラント性能を解析し、両技術の組合せ
による相乗効果が送電端効率に及ぼす影響度を評価する予定である。 
 

（参考文献） 
1) 経済産業省、発電コスト検証ワーキンググループ、2015 
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_
wg/xls/cost_wg_01.xls 
2) DOE, "Pulverized Coal Oxycombustion Power Plants, Volume1 Bituminous Coal to Electricity, 
Final report, Revision 2, August 2008", DOE/NETL-2007/1291 
3) DOE, "Cost and Performance Baseline for Fossil Energy Plants, Volume1 Bituminous Coal 
and Natural Gas to Electricity, Revision 2, November 2010", DOE/NETL-2010/1397 
https://www.nrc.gov/docs/ML1217/ML12170A423.pdf 
 

 

 

 

 
 
 
 

  



 

4-1 
 

４．成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 
1.成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 

本プロジェクトにおいて、O2/CO2 ガス化、水蒸気添加ガス化および乾式ガス精製等に関する要素技術を確立し、
次フェイズにおける石炭ガス化一貫システムの開発が可能となった。これを受けて、本技術の実用化に向けた取組及び
見通しについて述べる。 
 
（１）CO2 回収型次世代 IGCC 開発研究成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 
     CO2 回収型次世代 IGCC の実用化に向けたロードマップを図 4.1-1 に示す。 

 
図 4.1-1 CO2 回収型次世代 IGCC の開発スケジュール 

 
本システムの開発は、従来の発電システムの開発と同様、設備の段階的スケールアップとともに、個々の技術

の完成度を高めてゆく方式で進めることが望ましいと考えられる。もちろん、CCUS の導入が世界的に加速される
状況となれば、各ステップの実施内容を精査して一層の加速を図ることも不可能ではないが、確実な実用化を
狙うためには、段階的な開発がベースとなる。すなわち、本フェイズで用いる 50TPD ガス化炉で O2/CO2 吹きガ
ス化を実証した後に、セミクローズド NGCC を想定したフェイズ 3-1 を経由して、数百 TPD 規模の大型ガス化
炉を軸とする石炭ガス化一貫システムの開発を行う。その結果を反映した 2000TPD 級の IGCC 実証試験を
経て、大型商用機の導入は 2030 年代半ばと想定される。 

こうした開発スケジュールを考慮して、本プロジェクトにおける「実用化」を「CO2 回収型次世代 IGCC システム
に必要な O2/CO2 ガス化、水蒸気添加ガス化、乾式ガス精製等に関する要素技術を確立し、それが石炭ガス
化一貫システムや従来型 IGCC に活用できること」と定義した。これを受け、50TPD 炉、3TPD 炉によるガス
化・ガス精製試験などを実施し、大型システム（例えば数百 TPD）までスケールアップするためのデータを整え、
次ステップに進むための要素技術を確立した。 

2018 年度には「次世代ガス化システム技術開発」プロジェクトと統合し、同プロジェクトで開発した水蒸気添
加ガス化技術と組合せることにより、一層の効率向上が図れることを確認し、商用化への大きな追い風とした。 

O2/CO2 吹きガス化炉および水蒸気添加 O2/CO2 吹きガス化炉は、生成ガス中に N2 を含まないため、SNG
合成用などの産業用ガス化炉としては直ちに実用化が可能であり、これは本プロジェクト終了後の副次的効果と
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して期待される。特に、CO2 や水蒸気をガス化剤として活用することで、H2/CO 比率などの生成ガス組成をコン
トロールし、合成原料ガスとしての品位が向上する可能性がある点についても、今後の展開を考える上で注目す
べき事項といえる。 
 

（２）次世代ガス化システムの成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 
     「次世代ガス化システム技術開発」プロジェクトでは、「水蒸気添加噴流床ガス化技術」、「乾式ガス精製技

術」および「高効率酸素製造技術」を適用することで、IGCC の送電端効率を向上させる目処を得た。 
これらの技術のうち、水蒸気添加噴流床ガス化技術に関して実験検討（3TPD 炉を用いた水蒸気添加効

果の検証）を行い、その結果を反映した数値解析技術により商用規模の水蒸気添加噴流床ガス化炉の評価
を可能とした。噴流床ガス化炉には各種炉形式が開発されているが、特に空気吹き IGCC で採用されている二
段噴流床方式をベースとした酸素吹きガス化炉において、水蒸気添加による大きな冷ガス効率向上効果が期
待されることから、本プロジェクトの研究対象としてきた。さらに 2018 年度から「CO2 回収型クローズド IGCC 技
術開発」プロジェクトで開発されている O2/CO2 吹きガス化炉への適用に取り組んだ。 

 

 
図 4.1-2 水蒸気添加ガス化、乾式ガス精製に関する技術のステップ 

 
乾式ガス精製技術については、「CO2 回収型クローズド IGCC 技術開発」プロジェクトにおいて開発が進めら

れてきたが、水蒸気添加ガス化 IGCC に適用する場合の課題を抽出し、必要な構成の検討を実施した。 
高効率酸素製造技術については、各種技術の調査と水蒸気添加ガス化 IGCC への適用性を評価した。特

に高温酸素透過膜を用いた高効率酸素製造技術は、国内外とも大型化の見通しが立っていないが、将来開
発が進んだ時点で IGCC への適用が期待できる。一方、既存技術である深冷分離法については、メーカによる
省エネルギー化が適宜 IGCC へ反映されることが期待できる。 

 
（３）実用化に向けた具体的取組 
     本事業で開発したガス化炉は、合成ガスに N2 がほとんど混入しないため、産業用ガス化炉としても高性能と

期待される。 
     また、化学合成に適した H2 /CO 比率のガスが得られるとともに、その比率を調整できる見込みがあることか

ら、化学プラントへの展開も期待できる。更に、発電と化学品を併産することで、実質的な CO2 分離・回収コス
トを低減し、再エネ導入等に伴う需給調整にも寄与できる、ポリジェネレーションシステムへの展開が期待できる。 
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図 4.1-3 ポリジェネレーションシステムの例 

 
（４）成果の実用化の見通し 
    石炭は、新興国を中心に今後も需要が伸びるものとみられているが、その一方で、地球温暖化対策の観点か

ら、CO2 排出量大幅削減に向けた CCUS の導入が求められつつある。開発した CO2 回収型次世代 IGCC 技
術の採用により、 CO2 回収に伴う効率低下の低減、燃料費増加の回避に期待できる。また、水蒸気添加ガス
化技術の適用により、更なる効率向上に期待できる。本技術の海外展開により、二国間協定を通じて、我が国
の CO2 排出量削減分としてカウントできるため、環境面で貢献できる。 

    燃焼前回収技術については、CO2 回収後で 40%HHV を目指す技術開発が進められているが、CO2 回収後
に 42%HHV を上回る高い効率が期待される実用的なシステムは他にみられない。米国 Net Power 社、8-
Rivers 社などが Allam Cycle（超臨界 CO2 酸素燃焼 IGCC）の開発を進めているが、30MPa に及ぶ高圧
システムの耐久性や同時脱硫・脱硝システムの性能など、検証すべき課題がある。従来型 IGCC については、さ
らに効率が高い水蒸気添加ガス化技術を採用すれば、燃料費を一層低減できるとともに、CO2 排出量の削減
効果も大きい。 

     数百 TPD 石炭ガス化一貫システムによる検証試験を経て、2020 年代後半に 2000TPD 級の実証機を建
設し、 当該実証機の商用転用を機に大型商用機の導入が可能になると考える。これに加え、本プロジェクト終
了時点で、窒素をほとんど含まない産業用ガス化技術の商用化が、また次フェイズ終了後に、従来型 IGCC にも
適用できる乾式ガス精製技術の商用化が可能となる。 

 
（５）波及効果 
    国内の老朽発電所について、2040～2060 年の間に約 5GW（40 万 kW 級×12 基）が CO2 回収型次

世代 IGCC にリプレースされると推察され、1 基のリプレース工事(4 年間)で約 1 千人の新規雇用が創出される
と考えると、延べ約 1.2 万人の新規雇用が期待される。 

    水蒸気添加ガス化技術、乾式ガス精製技術は、CO2 を回収しない従来型 IGCC の効率向上にも貢献できる
ため、従来型 IGCC の一層の効率向上が期待される。 

    海外では EOR （Enhanced Oil Recovery：原油増進回収法）向けに、CO2 が 20 ドル/t-CO2 程度で
取引されている。CO2 回収型次世代 IGCC の CO2 分離・回収コストは 1,000 円台/t-CO2 が見込めるため、
EOR 向けに展開することも期待できる。 

    本プロジェクトは、一部の技術開発において、再委託による大学研究者からの支援により、開発を加速化してい
る。こうした連携により、石炭科学関連、化学工学関連、CFD 技術関連の国内基盤技術発展を通じて、日本
の研究力向上に貢献している。 
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Power Engineerig-
15）  
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Numerical simulation of two 
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generation with CO2 capturing 
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11th Conference 
on Sustainable 
Development of 
Energy, Water and 
Environment 
Systems 
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21 濱田 博之 
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研 

小型石炭ガス化炉を用いた CO2 富化ガ
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年度年次大会 

2016 年
9 月 13
日 

22 百合 功 
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研 

H2O/CO2 中における石炭ガス化燃料と
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日本機械学会 2016
年度年次大会 

2016 年
9 月 13
日 

23 小林 誠 
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研 

Dry acid gas removal from high 
efficiency oxy-fuel IGCC system. 
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Syngas 
Technologies 
Conference 2016 
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10 月 19
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大学 

拡張 CPD モデルと気相詳細反応モデル
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値解析 

第 53 回石炭科学会
議 

2016 年
10 月 26
日 

25 丹野 賢二 
 

電中
研 

Numerical Simulation of Two 
Stage Entrained Flow Coal 
Gasifier in Oxy-Fuel IGCC 
Condition 

ASCON-IEEChE 
2016 

2016 年
11 月 14
日 

26 内山未有 
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大学 

X 線吸収分光法による遷移金属酸化
物・硫化物の構造解析 
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タ 

2016 年
11 月 15
日 

27 沖 裕壮 
 

電中
研 

Development of high-efficiency 
oxy-fuel IGCC system 

GHGT-13 (13th 
GreenHouse Gas 
control 
Technologies 
conference) 

2016 年
11 月 15
日 

28 丹野 賢二 
 

電中
研 

Numerical Study of Effect of 
Operation Condition for Coal 
Gasifier in Oxy-Fuel IGCC 

The 1st Australian-
Japan Symposium 
on Carbon 
Resource 
Utilisation 

2016 年
11 月 28
日 

29 Hideyuki 
Awakihara 
 

福岡
大学 

Shape changes of flowing-down 
mock slag in water 

The 29th 
International 
Symposium on 
Chemical 
Engineering 

2016 年
12 月 3
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30 Naoki 
Yoshida 
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大学 

Flow behavior of highly viscous 
fluid flowing out from overflow 
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International 
Symposium on 
Chemical 
Engineering 

2016 年
12 月 3
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31 松隈洋介 
 

福岡
大学 

格子ボルツマン法による溶融スラグ、多孔
質体中の流れの計算 
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ける混相流研究の進展
（30 周年記念事
業） 

2017 年
6 月 2 日 

32 石井弘実 
 

MHPS CO2 回収型クローズド IGCC システム検
討と実証計画 

日本機械学会第 22
回動力・エネルギー技
術シンポジウム 

2017 年
6 月 15
日 

33 百合 功 
 

電中
研 

H2O/CO2 中における石炭ガス化燃料と
酸素の基礎燃焼特性（排気循環による
循環ガス組成への影響） 

日本機械学会第 22
回動力・エネルギー技
術シンポジウム 

2017 年
6 月 15
日 

34 沖 裕壮 
 

電中
研 

Development of High Efficiency 
Oxy-fuel IGCC System 

ASME Power 
Conference/ICOPE-
17(International 
Conference on 
Power Engineerig-
17） 

2017 年
6 月 29
日 

35 丹野 賢二 
 

電中
研 

Numerical Study of Effects of 
Operation Condition for Oxygen 
Blown Coal Gasifier in Oxy-Fuel 
IGCC 

ASME Power 
Conference/ICOPE-
17(International 
Conference on 
Power Engineerig-
17） 

2017 年
6 月 29
日 

36 沖 裕壮 
 

電中
研 

CO2 回収型クローズド IGCC の開発状
況 

技術情報センター講演
会「CO2 分離回収の
技術/研究開発と適用
動向」 

2017 年
8 月 18
日 

37 松隈洋介 
 

福岡
大学 

粘度の温度依存性を考慮した溶融スラグ
の流下シミュレーション 

混相流シンポジウム 
2017 

2017 年
8 月 19
日 

38 百合 功 
 

電中
研 

H2O/CO2 中における石炭ガス化燃料と
酸素の基礎燃焼特性（排気循環による
循環ガス組成への影響 ） 

日本機械学会 2017
年 年次大会 

2017 年
9 月 4 日 

39 松隈洋介 
 

福岡
大学 

IGCC スラグホールにおける溶融スラグの
流動シミュレーション 

化学工学会 第 48 回
秋季大会 Y118 

2017 年
9 月 6 日 



 

特許論文-9 
 

40 丹野 賢二 
 

電中
研 

石炭性状が石炭ガス化ガス組成に及ぼす
影響 

粉体工学会夏期シンポ
ジウム 

2017 年
9 月 6 日 

41 松隈洋介 
 

福岡
大学 

粘度の温度依存性と堰形状を考慮した
高粘度流体の流下シミュレーション 

化学工学会 第 49 回
秋季大会 

2017 年
9 月 20
日 

42 Jinchang 
Liu 
 

九州
大学 

Study of CaO and MgO fluxing 
actions on slag viscosity by 
nuclear magnetic resonance 

2017 International 
Conference on 
Coal Science & 
Technology and 
2017 Australia-
China Symposium 
on Energy (2017 
ICCS&T)  

2017 年
9 月 25
日-29 日 

43 小林 誠 
 

電中
研 

Improvement of porous halide-
removal sorbent and designing a 
fixed bed reactor for contaminant 
abatement in oxy-fuel IGCC 
power generation. 

12th Conference 
on Sustainable 
Development of 
Energy, Water and 
Environment 
Systems 

2017 年
10 月 5
日 

44 梅本 賢 
 

電中
研 

DTF 設備を用いた石炭ガス化反応速度
解析 

粉体工学会秋期研究
発表会 

2017 年
10 月 11
日 

45 丹野 賢二 
 

電中
研 

Oxy-Fuel IGCC 条件における石炭ガス
化炉内のガス化挙動評価 

第 54 回石炭科学会
議 

2017 年
10 月 18
日 

46 沖 裕壮 
 

電中
研 

CO2 回収型クローズド IGCC の開発状
況 

日本計画研究所 講
演会 「開発中の
『CO2 回収型クローズ
ド IGCC』、その各要素
技術の開発状況 とシ
ステム構成の検討状
況」 

2017 年
11 月 7
日 

47 Naoki 
Yoshida 
 

福岡
大学 

Flow Simulations of High 
Viscosity Fluid Considering 
Temperature Dependence of 
Viscosity 

The 30th 
International 
Symposium on 
Chemical 
Engineering 

2017 年
12 月 2
日 

48 小林 誠 
 

電中
研 

Preliminary Cyclic Operation 
Results of Honeycomb 
Desulfurization Process at Dry 
Gas Purification Test Facility. 

1st LA Conference 
on Sustainable 
Development of 
Energy, Water and 

2018 年
1 月 28
日 



 

特許論文-10 
 

Environment 
Systems 

49 Sou 
Hosokai 
 

産総
研 

In-situ Coal Tar Reforming with 
Char 

The 2nd Australia-
Japan Symposium 
on Carbon 
Resource 
Utilisation 

2018 年
4 月 15
日 

50 丹野 賢二 
 

電中
研 

Numerical Study of Effects of 
Operation Condition for Oxygen 
Blown Coal Gasifier in Oxy-Fuel 
IGCC 

The 2nd Australia-
Japan Symposium 
on Carbon 
Resource 
Utilization 

2018 年
4 月 16
日 

51 沖 裕壮 
 

電中
研 

CO2 回収型クローズド IGCC の開発状
況 

技術情報センター講演
会 

2018 年
4 月 27
日 

52 小林 誠 
 

電中
研 

Evaluation of Bench Scale Test 
Facility of Dry Acid Gas Removal 
Process Operat-ed on Syngas 
Produced O2-CO2 Gasifier. 

9th International 
Freiberg 
Conference on 
IGCC & XtL 
Technologies 

2018 年
6 月 4 日 

53 秋保広幸 電中
研 

Development of Reusable 
Mercury Sorbent for Oxy-fuel 
IGCC Power Generation Attaining 
Efficient Separation of Carbon 
Dioxide 

9th International 
Freiberg 
Conference on 
IGCC & XtL 
Technologies 

2018 年
6 月 5 日 

54 池田 敦 電中
研 

Study on the dominant factors of 
catalysis of inherent iron in coal 
for char gasification 

9th International 
Freiberg 
Conference on 
IGCC & XtL 
Technologies 

2018 年
6 月 5 日 

55 梅津宏紀 電中
研 

3t/日石炭ガス化研究炉を対象とした数
値解析 ―水蒸気添加ガス化の特性評
価― 

日本機械学会第 23
回動力・エネルギー技
術シンポジウム 

2018 年
6 月 15
日 

56 高島 竜平 
 

三菱
重工
業 

CO2 回収型クローズド IGCC 向け
O2/CO2 ガス化技術の実証 

日本機械学会第 23
回動力・エネルギー技
術シンポジウム 

2018 年
6 月 15
日 

57 松隈洋介 
 

福岡
大学 

粘度の温度依存性と堰形状を考慮した
溶融スラグの流動シミュレーション 

日本機械学会第 23
回動力・エネルギー技
術シンポジウム 

2018 年
6 月 15
日 
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58 杉原 正興 
 

三菱
重工
業 

高圧 O2/CO2 雰囲気下での微粉炭の
着火特性 

第 27 回日本エネル
ギー学会大会 

2018 年
8 月 8 日 

59 池田 敦 
 

電中
研 

石炭チャーに含まれる鉄の化学形態に対
する熱分解温度の影響 

第 15 回 SPring-8
産業利用報告会 

2018 年
9 月 7 日 

60 百合 功 
 

電中
研 

排気循環ガス（H2O/CO2）中における
石炭ガス化燃料と酸素の基礎燃焼特性 

日本機械学会 2018
年 年次大会 

2018 年
9 月 10
日 

61 梅津宏紀 電中
研 

3t/日石炭ガス化研究炉を対象とした数
値解析―水蒸気添加によるガス化反応
速度の変化― 

日本機械学会 2018
年 年次大会 

2018 年
9 月 10
日 

62 佐伯 円 
 

福岡
女子
大学 

表亜鉛フェライト脱硫剤上への炭素析出
反応機構の検討 

化学工学会 第 50 回
秋季大会 

2018 年
9 月 18
日 

63 細貝 聡 
 

産総
研 

石炭チャーによるタール改質におけるチャー
細孔構造の影響 

化学工学会 第 50 回
秋季大会 

2018 年
9 月 18
日 

64 松隈洋介 
 

福岡
大学 

高粘度流体の粘度の温度依存性と堰形
状が堰内の液位に及ぼす影響の数値計
算 

化学工学会 第 50 回
秋季大会 

2018 年
9 月 25
日 

65 Hiroki 
Nishimura 
 

愛媛
大学 

Surface Tension Measurements 
of CaO-Al2O3-SiO2 and CaO-
Al2O3-FeOx-SiO2 Glass Melts 
with the range of 1 ≤ x≤ 1.5 
Using Maximum Bubble Pressure 
Method 

ICG Annual 
Meeting 2018 

2018 年
9 月 26
日 

66 細貝 聡 
 

産総
研 

EFFECT OF PRESSURE ON THE 
TAR EVOLUTION FROM COAL 
AND ON THE TAR REFORMING 
WITH CHAR 

The 14th Japan-
China Symposium 
on Coal and C1 
Chemistry 

2018 年
9 月 26
日 

67 梶谷史朗 
 

電中
研 

IMPROVEMENT OF COLD GAS 
EFFICIENCY OF AN ENTRAINED-
FLOW GASIFIER BY PROMOTING 
STEAM GASIFICATION 

The 14th Japan-
China Symposium 
on Coal and C1 
Chemistry 

2018 年
9 月 26
日 

68 沖 裕壮 
 

電中
研 

Update of Project to Develop 
high-efficiency oxy-fuel IGCC 
system 

GHGT-14 (14th 
GreenHouse Gas 
control 
Technologies 
conference) 

2018 年
10 月 23
日 
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69 木戸口和浩 電中
研 

3t/日石炭ガス化研究炉を用いた
O2/CO2 吹き石炭ガス化特性の把握 

平成 30 年度火力原
子力発電大会 

2018 年
10 月 25
日 

70 則永行庸 
 

名古
屋大
学 

Modeling reactive flows in carbon 
resources conversion 

Fall Symposium 
2018 of KIChE 

2018 年
10 月 25
日 

71 池田 敦 電中
研 

熱分解温度の異なる石炭チャーのガス化
反応性に対する拡張 RPM の適用 

第 55 回石炭科学会
議 

2018 年
10 月 29
日 

72 チョウイ 
 

九州
大学 

拡張 CPD モデルと素反応モデルによる酸
素燃焼方式石炭ガス化炉の数値解析 

第 55 回石炭科学会
議 

2018 年
10 月 30
日 

73 梅本 賢 
 

電中
研 

加圧型 DTF によるチャーガス化反応速
度解析と CO2/H2O 共存モデルの炭種
拡大 

第 55 回石炭科学会
議 

2018 年
10 月 30
日 

74 佐伯 円 
 

福岡
女子
大学 

ヘマタイトと亜鉛フェライトの炭素析出反
応機構の比較 

日本エネルギー学会西
部支部 第 3 回学生・
若手研究発表会 

2018 年
11 月 22
日 

75 中嶋 朗 
 

電中
研 

乾式ガス精製プロセスにおける新規なハロ
ゲン化物の除去方法の開発 

化学工学会 第 84 年 2019 年
3 月 15
日 

76 沖 裕壮 
 

電中
研 

CO2 回収型クローズド IGCC の開発状
況 

技術情報センター主催
講演会「CO2 分離回
収の技術開発と応用・
適用セミナー」 

2019 年
4 月 26
日 

77 細貝 聡 
 

産総
研 

Effect of Steam Addition on Coal 
Tar Reforming under the 
Presence of Char 

5th International 
Conference on 
Polygeneration 
(ICP 2019) 

2019 年
5 月 15
日 

78 百合 功 
 

電中
研 

排気循環ガス（H2O/CO2）中における
石炭ガス化燃料と酸素の基礎燃焼特性 

日本機械学会第 24
回動力・エネルギー技
術シンポジウム 

2019 年
6 月 20
日 

79 山本 潤一郎 
 

三菱
重工
業 

CO2 回収型クローズド IGCC 向け
O2/CO2 吹きガス化特性の把握 

日本機械学会第 24
回動力・エネルギー技
術シンポジウム 

2019 年
6 月 20
日 

80 渡邊裕章 
 

九州
大学 

LES modeling and simulation of 
coal gasification on an O2-CO2 
gasifier in the oxy-fuel IGCC 
system 

ASME-JSME-KSME 
Joint Fluid 
Conference 2019 

2019 年
7 月 31
日 
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81 梶谷 史朗 
 

電中
研 

二段噴流床ガス化炉における水蒸気ガス
化反応の促進による IGCC システムの効
率向上効果の評価 

日本エネルギー学会大
会 

2019 年
8 月 7 日 

82 武部博倫ら 
 

愛媛
大学 

最大泡圧法を用いた RO–FeOn–SiO2
（R=Ca, Mg;n=1–1.5）系合成スラ
グ融体の表面張力測定 

日本鉄鋼協会 第
178 回秋季講演大会 

2019 年
9 月 11
日 

83 小林 誠 
 

電中
研 

Reactor Design of Honeycomb 
Desulfurization Process for 
Equalizing Sorbent Usage with 
Improved Flow Distribution. 

SDEWES2019 2019 年
10 月 1
日 

84 梅津宏紀 
 

電中
研 

Numerical Simulation of 
Commercial-Scale Two Stage 
Entrained Flow Gasifier with 
Steam Enriched Conditions 

ICOPE-19 
(International 
Conference on 
Power Engineerig-
17） 

2019 年
10 月 23
日 

85 木戸口和浩 電中
研 

O2/CO2-Blown Gasification 
Characteristics Using 3t/day Coal 
Gasifier - Effect of C/R Ratio on 
Gasification Performance - 

ICOPE-19 
(International 
Conference on 
Power Engineerig-
17） 

2019 年
10 月 23
日 

86 沖 裕壮 
 

電中
研 

Update of project to develop high 
efficiency oxy-fuel IGCC system 

ICOPE-19 
(International 
Conference on 
Power Engineerig-
17） 

2019 年
10 月 23
日 

87 梅本 賢 
 

電中
研 

拡張 CPD モデルを用いた石炭ガス化反
応解析:適用炭種の拡大 

第 56 回石炭科学会
議 

2019 年
10 月 30
日 

88 渡邊裕章 九州
大学 

石炭ガス化炉内のガス化反応・スラグ流シ
ミュレーション 

第 56 回石炭科学会
議 

2019 年
10 月 30
日 

89 則永行庸ら 
 

名古
屋大
学 

詳細反応化学速度モデルを用いた噴流
床石炭ガス化炉における芳香族炭化水
素の改質およびスス生成シミュレーョン 

第 56 回石炭科学会
議 

2019 年
10 月 30
日 

90 渡邊裕章 九州
大学 

Large-scale multiphysics 
simulation of a mutiphase 
reacting flow 

The 16th 
International 
Conference on 
Flow Dynamics 
(ICFD2019) 

2019 年
11 月 8
日 
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91 池田 敦 電中
研 

Proposal of the kinetic model for 
catalytic char gasification reaction 
induced by inherent iron 

2019 International 
Conference on 
Coal Science & 
Technology 

2019 年
11 月 26
日 

92 梶谷史朗 電中
研 

Experimental Verification of 
Improving Cold Gas Efficiency of 
a Two-Stage Entrained-Flow 
Gasifier by Promoting Steam 
Gasification 

2019 International 
Conference on 
Coal Science & 
Technology 

2019 年
11 月 27
日 

93 則永行庸 
 

名古
屋大
学 

A detailed chemical kinetic 
modelling for reactions in a two-
stage entrained flow coal gasifier 

2019 International 
Conference on 
Coal Science & 
Technology 

2019 年
11 月 27
日 

94 武部博倫ら 
 

愛媛
大学 

最大泡圧法を用いた CaO-Al2O3-
SiO2 系合成スラグ融体の表面張力測
定 

第 16 回「若手研究
者・学生のための研究
発表会」 

2019 年
12 月 6
日 

95 武部博倫ら 
 

愛媛
大学 

RO-Al2O3-SiO2 系ガラス融体の粘度
測定( R=Ca, Mg ) 

第 26 回ヤングセラミス
ト・ミーティング 

2019 年
12 月 7
日 

96 沖 裕壮 
 

電中
研 

CO2 回収型クローズド IGCC の開発状
況 

技術情報センター主催
講演会 
「CO2 分離回収の技
術開発と適用動向」 

2020 年
8 月 18
日 

97 丹野 賢二 
 

電中
研 

石炭火力のゼロエミッション化に向けた次
世代 IGCC 技術 

第 32 回 中四国伝
熱セミナー 

2020 年
8 月 27
日 
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Ｐ１６００３ 

Ｐ１００１６ 

Ｐ９２００３ 

 

「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発」基本計画 

環境部 
 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

２０１５年７月に決定された長期エネルギー需給見通しにおいては、３Ｅ＋Ｓ（安全性、

安定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現し

ていくこととしており、火力発電分野においては、石炭火力発電及びＬＮＧ火力発電の高

効率化を図り、環境負荷の低減と両立しながら、有効活用を推進することとしている。火力

発電の高効率化は、再生可能エネルギーの最大限の導入促進、安全性の確認された原子力

発電の活用と合わせ、温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策として位

置づけられている。これを踏まえ、２０１６年６月に官民協議会で策定した「次世代火力発

電に係る技術ロードマップ」においては、火力発電の高効率化、ＣＯ２削減を実現するため、

次世代の火力発電技術の早期確立を目指すこととしている。２０５０年に向けて化石燃料

の利用に伴うＣＯ２の排出を大幅に削減していくためには、あらゆる技術的な選択肢を追求

していく必要があることから、ＣＯ２を炭素資源（カーボン）と捉え、これを回収し、多様

な炭素化合物として再利用するカーボンリサイクルを推進することとしており、２０１９

年６月に策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」において、カーボンリサイク

ル技術の確立、普及を目指していくこととしている。石炭利用に伴って発生するＣＯ２、Ｓ

Ｏｘ、ＮＯｘ、ばいじん等への対応や、石炭需要の拡大に伴って、増大する石炭灰及びスラ

グの有効利用方策を確立することが大きな課題である。そのため、今後とも石炭を活用し、

エネルギー需給安定化に貢献していくためにも、より高度なクリーンコールテクノロジー

の開発が必要である。 

 

②我が国の状況 

我が国の火力発電の熱効率は世界最高水準を保っている。世界で初めて超々臨界圧火力

発電（ＵＳＣ）を商用化し、さらには高効率な空気吹石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）が既

に実用化段階であり、酸素吹ＩＧＣＣにおいても実証フェーズにある。また、効率向上に大

きく寄与するガスタービンにおいて、１６００℃級という高温化を世界に先駆けて実現す

る等、熾烈な国際競争の中においても、我が国の高効率火力発電システムは、トップレベル

を維持しており、世界をリードしている。しかしながら、燃料資源を他国に大きく依存する

我が国にとっては、限られた資源の有効利用を図ることは至上命題であり、今後とも、更な

る効率化を図っていく必要がある。また、中長期的な視点では、大幅なＣＯ２削減を実現し

うるＣＯ２の回収・貯留・利用（ＣＣＵＳ）の技術の開発・推進も重要なテーマであり、国

内でのＣＣＳ（二酸化炭素の回収・貯留）大規模実証事業や貯留ポテンシャル調査等に加
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え、ＣＯ２を炭素資源と捉え、これを回収し、多様な炭素化合物として再利用するカーボン

リサイクルを推進する取組が進められている。 

また、我が国においては、石炭の排ガスに関して、世界的に見ても非常に厳しい環境基準

（環境保全協定値）が定められ、その基準が遵守されている。そのような背景から、脱硫、

脱硝、ばいじん処理技術等、高度な環境保全技術が過去から培われており、日本の強みが

発揮できる分野のひとつである。一方、石炭利用に伴い排出する石炭灰については、主にセ

メントの原料として、これまでは有効利用されてきたが、近年セメント生産量は減少傾向

にあり、セメント原料に代わる石炭灰の利用方法の確立が喫緊の課題である。 

 

 

③世界の取組状況 

 地球温暖化問題の対策として、ＣＯ２排出量の削減が強く求められている中で、米国や欧

州においても国家レベルで巨額の研究開発費を投じ、基礎研究から技術開発、実証研究等

の様々な取組が行われており、日本と同様にＩＧＣＣや先進的超々臨界圧火力発電（Ａ－

ＵＳＣ）、高効率ガスタービン、ＣＯ２有効利用技術等の開発が進められている。また、大

幅なＣＯ２削減を達成するため、ＣＯ２分離・回収を行ったＩＧＣＣやＣＣＳ－ＥＯＲ（石

油増進回収）の実証といったプロジェクトも進められている。近年の世界的な環境志向の

高まりを受け、環境装置の需要は急激に高まっている。特に、中国では環境規制が大幅に見

直されており、他国で開発された環境装置を新たに導入している他、自国において、低コス

ト環境装置の開発が盛んに行われている。 

 

 

④本事業のねらい 

長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石炭火力

の発電効率を大幅に引き上げる石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）の実証事業をは

じめ、石炭火力、ＬＮＧ火力の双方につき、新たな火力発電技術の開発等を実施する。ま

た、火力発電から発生するＣＯ２排出量をゼロに近づける切り札となる技術として、火力発

電所から発生する大量のＣＯ２を効率的に分離・回収・有効利用するための技術開発等を実

施する。これまでの火力発電に係る技術開発は、個別の技術ごとに進められていたが、石炭

火力、ＬＮＧ火力は共通する要素技術が多く、火力発電全体の技術開発を加速するために

は、個別技術開発を統合し、包括的かつ一体的に推進することが有効である。そこで、次世

代火力発電技術に係る事業を本事業において統合し、関連事業を一元管理し、一体的に進

めることで、開発成果を共有しつつ、技術開発に係るリソースを最適化する。これにより、

次世代火力発電技術の開発を加速し、早期の技術確立及び実用化を狙う。また、ＬＣＡ的

な観点も含めたＣＯ２の利用に係るカーボンリサイクル技術開発を一元的に進めることで、

火力発電プロセスの更なる効率化を図るとともに、ＣＯ２排出削減に向けた取り組みの効率

化を図る。 

石炭の効率的利用、環境対応等を目的として、石炭利用の環境対策に関する調査・技術

開発を実施する。これらの取組により、石炭の安定調達性が増し、石炭を安価で安定的に

使用することが可能となり、我が国におけるエネルギーセキュリティーの向上に資する。ま



 

 3 

た、インフラ輸出による日本の輸出拡大に貢献できる他、石炭消費国の産業活性化にも貢

献できる。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

 本事業を通じて、発電効率の大幅な向上やＣＯ２分離・回収後においても高効率を維持す

る技術及びＣＯ２有効利用技術（カーボンリサイクル等）により、ＣＯ２排出の削減に寄与

する革新的な次世代火力発電技術の見通しを得る。また、石炭灰の有効利用率を１００％

まで向上させるなど、石炭の有効利用技術を確立する。 

 

 研究開発項目ごとの目標については、別紙にて定める。 

 

②アウトカム目標 

本事業の開発成果により、２０３０年頃にＬＮＧ火力においては、将来のガスタービン

燃料電池複合発電（ＧＴＦＣ）商用機として送電端効率６３％（高位発熱量基準）を達成

し、さらには、ＩＧＦＣ商用機へと繋げることで、石炭火力として送電端効率５５％（高位

発熱量基準）を達成する。また、世界の火力発電市場は、今後、２０４０年にかけて石炭火

力では約５２０兆円、ＬＮＧ火力では約２７０兆円で、累計７９０兆円の規模が見込まれ

る。年平均では約３０兆円であり、このうちのシェア１割、約３兆円の次世代火力技術の市

場を獲得する。ＣＣＵＳの実現に向け、ＣＯ２分離・回収コスト１，０００円台/ｔ-ＣＯ２

という大幅な低減を達成する。また、ＣＯ２有効利用の一例として、ＣＯ２由来のメタンで

天然ガスパイプラインの許容圧力変動幅の１割を活用して負荷変動対応に供する場合とし

て、１，３００億円相当の天然ガス代替を獲得する。 

また、カーボンリサイクルの観点からは、２０３０年頃に短期的に実現可能な技術（ポリ

カーボネートなどの化学品、バイオジェットなどの液体燃料、道路ブロックなどのコンクリ

ート製品など）を既存のエネルギー・製品と同等のコスト実現を目指すとともに、２０５０

年以降に実現をめざした需要の多い汎用品（オレフィンやＢＴＸなどの化学品、ガス、液体

などの燃料、汎用コンクリート製品など）へ拡大する。 

 

③アウトカム目標達成に向けての取組 

市場ニーズを見極めつつ、各技術開発プロセスの進捗管理を行い、開発優先度の調整、

開発スケジュールの最適化、技術開発の相互連携を図り、中長期の火力発電技術開発の全

体プロセスの最適化・効率化を図る。そして、技術開発のプロセスにおけるコスト低減の取

組と信頼性の確保により、商用機導入を早期に拡大する。 

 

（３）研究開発の内容 

火力発電の効率化及びＣＯ２分離・回収・有効利用等に関する調査、開発及び実証、石炭灰

や溶融スラグの有効利用及び削減に関する調査及び技術開発並びに排煙処理技術等の環境対

策に関する調査等を実施する。実施に当たっては、各事業の性質に合わせ、委託事業又は助

成事業（ＮＥＤＯ負担１／３、２／３、１／２）により実施する。 

なお、個別研究開発項目の研究開発内容の詳細については、別紙にて記載する。 
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研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業［助成事業］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成） 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成） 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業［助成事業］ 

 １）１７００℃級ガスタービン 

（２０１６～２０１８年度：２／３助成、２０１９～２０２０年度：１／２助成） 

 ２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）（２／３助成） 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧火力発電技術開発［助成事業（２／３助成）］ 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発［委託事業］ 

１） 次世代ガス化システム技術開発 

２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

    ５） ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

    ６） 石炭火力の負荷変動対応技術開発 

    ７） ＣＯ２有効利用技術開発 

    ８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

  ９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発［委託事業］ 

研究開発項目⑥ 次世代火力発電技術推進事業［委託事業］ 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発［助成事業（１

／２助成）］ 

研究開発項目⑧ ＣＯ２有効利用拠点における技術開発［委託・助成事業］ 

１） ＣＯ２有効利用拠点化推進事業 

２） 研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業 

研究開発項目⑨ ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発［委託・助成事業］ 

１） 化学品へのＣＯ₂利用技術開発 

２）液体燃料へのＣＯ₂利用技術開発 

３）炭酸塩、コンクリート製品・コンクリート構造物へのＣＯ₂利用技術開発 

研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業 

１） 石炭利用環境対策推進事業［委託事業］ 

２） 石炭利用技術開発［助成事業（２／３助成）］ 

 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本事業は、ＮＥＤＯが単独又は複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究開発拠点

を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国
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際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限りではない。）から、原則公

募によって実施者を選定し実施する。ただし、移管事業に関してはこの限りではない。 
ＮＥＤＯは、プロジェクトの進行全体の企画・管理やプロジェクトに求められる技術的成果

及び政策的効果を最大化させるため、必要に応じてプロジェクトマネージャー（以下「ＰＭ」

という。）を任命する。また、各実施者の研究開発ポテンシャルを最大限に活用し、効率的か

つ効果的に研究開発を推進する観点から、必要に応じて研究開発責任者（プロジェクトリー

ダー、以下「ＰＬ」という。）を指名する。 
なお、研究開発項目ごとのＰＭ、ＰＬは以下のとおり。また、研究開発項目④２）、３）、

４）は、推進にあたって、燃料電池に関する情報共有と開発戦略の整合性を図るため、プロジ

ェクトチーム（ＰＴ）にＮＥＤＯ新エネルギー部を加える。 
 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 高橋洋一、ＰＬ：大崎クールジェン株式会社 木田一哉 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業 

１）１７００℃級ガスタービン 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 園山希、ＰＬ：三菱重工業株式会社 石坂浩一 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 山中康朗、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 吉田正平 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧実用化要素火力発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発 

１）次世代ガス化システム技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ要素研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 春山博司、ＰＬ：電源開発株式会社 早川宏 

３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 牛嶋隆士、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 北川雄一郎 
４）燃料電池石炭ガス適用性研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 牛嶋隆士、ＰＬ：電源開発株式会社 早川宏 

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人石炭エネルギーセンター 原田道昭 
６）石炭火力の負荷変動対応技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 名久井博之、ＰＬ：契約毎に設置 
   ７）ＣＯ２有効利用技術開発 
    ＰＭ：ＮＥＤＯ 西海直彦、ＰＬ：日本大学工学部客員教授 坂西欣也 
   ８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 
    ＰＭ：ＮＥＤＯ 越後拓海、ＰＬ：ＮＥＤＯにおいて選定 
   ９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

 ＰＭ：ＮＥＤＯ 新郷正志、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 渡辺 和徳 
研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 青戸冬樹、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発 
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ＰＭ：ＮＥＤＯ 青戸冬樹、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

  研究開発項目⑧ＣＯ２有効利用拠点における技術開発 

ＰＭ：高橋洋一 、ＰＬ：ＮＥＤＯにて選定  

  研究開発項目⑨ ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発 

    ＰＭ：荒川純 、ＰＬ：ＮＥＤＯにて選定 

  研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 西海直彦 

 

 
（２）研究開発の運営管理 

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理及び執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境

の変化等を適切に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果的

な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 

①進捗把握・管理 

ＰＭは、ＰＬや研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。また、

外部有識者で構成する技術検討委員会を組織し、定期的に技術的評価を受け、目標達成の

見通しを常に把握することに努める。 

 

②技術分野における動向の把握・分析 

ＰＭは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、市

場動向等について調査し、技術の普及方策の分析及び検討を行う。 

 

３．研究開発の実施期間 

本事業の実施期間は、２０１６年度から２０２４年度までの９年間とする。なお、研究開発

項目①及び②は２０１２年度から２０１５年度、研究開発項目③は２００８年度から２０１５

年度まで経済産業省により実施したが、２０１６年度からＮＥＤＯが実施している。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、事業の意義及び目標達成度や成果に係る技術的

意義及び将来の産業への波及効果等について、評価を実施する。研究開発項目①～⑤、⑦～

⑨については、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評価を行い、⑩については事業評価

を行う。 
評価の時期については、研究開発項目①は、中間評価を２０１７年度及び２０２０年度に、

事後評価を２０２３年度に実施する。研究開発項目②は、中間評価を２０１８年度、事後評

価を２０２１年度に実施する。研究開発項目④１）は、研究開発項目⑤と統合の上、評価を行

う。研究開発項目④２）は、事後評価を２０１９年度に実施する。研究開発項目④３）、４）

は、中間評価を２０１９年度に、事後評価を２０２２年度に実施する。研究開発項目④５）は

中間評価を２０１７年度に実施し、研究開発項目④６）は、中間評価を２０２０年度に、事後

評価を２０２３年度に実施し、研究開発項目④７）は前倒し事後評価を２０２０年度に実施

し、研究開発項目④８）は中間評価を２０２２年度に、事後評価を２０２５年度に実施し、研

究開発項目④９）は前倒し事後評価を２０２１年度に実施する。研究開発項目⑤は、中間評
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価を２０１７年度、前倒し事後評価を２０２０年度に実施する。研究開発項目⑥は、その調

査内容に応じて研究開発項目①から⑤、⑦～⑩の中間評価、事後評価の際に合わせて評価を

実施する。研究開発項目⑦は、中間評価を２０１９年度、事後評価を２０２２年度に実施す

る。研究開発項目⑧および研究開発項目⑨は、中間評価を２０２２年度、事後評価を２０２

５年度に実施する。研究開発項目⑩は、中間評価を２０１９年度、事後評価を２０２２年度

に実施する。 

 

 

５．その他の重要事項 

（１）委託事業成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた事業成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努める。 

 

②標準化等との連携 

得られた事業成果については、標準化等との連携を図り、我が国の優れたカーボンリサ

イクル・次世代火力発電等技術を普及させるために、標準化への提案等を積極的に行う。 

 

③知的財産権の帰属 

事業成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則とし

て、全て委託先に帰属させることとする。 
なお、海外動向や国際展開を見据えた知財管理を行うとともに、海外における知財の確

保を積極的に推進する。 
 
④知財マネジメントに係る運用 

本プロジェクトのうち、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発及び研究開発項

目⑥次世代火力発電技術推進事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有効利用拠点における技術開発、

研究開発項目⑨ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発及び、研究開発項目⑩石炭利用

環境対策事業は、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」を適用

する。 

 

⑤データマネジメントに係る運用 
本プロジェクトのうち、研究開発項目①石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業３）、研

究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）、研究開発項目⑥次世代火力発電技術推進

事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有効利用拠点における技術開発、研究開発項目⑨ＣＯ２排出削

減・有効利用実用化技術開発及び、研究開発項目⑩石炭利用環境対策事業のうち２０１８

年度以降に公募を行う事業は、「ＮＥＤＯプロジェクトにおけるデータマネジメント基本方

針」を適用する。 
 

（２）基本計画の変更 
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ＰＭは、当該事業の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研究開発動

向、政策動向、研究開発費の確保状況等、事業内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要に

応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、基本計画を

見直す等の対応を行う。 

 

（３）根拠法 

本事業は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第一号ハ、

第三号及び第六号イに基づき実施する。 

 

（４）委託先等以外の第三者の土地に設置した資産の処分方法 

   研究開発項目⑧においては委託先等以外の第三者の土地に拠点整備インフラを設置する

予定である。第三者の土地に設置した資産であっても、委託先は、委託事業終了後、有償に

より、ＮＥＤＯに帰属する資産をＮＥＤＯから譲り受けることとなっている（約款第 20条

の 2①）。ただし、以下の要件を満たすものに限り、委託事業内における当該資産の解体撤

去を実施できる。   

・事業目的達成後に、取得資産を設置した第三者の敷地等の速やかな原状回復を必要とし、

かつ、その時点で利活用できない資産（機能が著しく低下している、 移設するとその機能

を失う等、物理的に使用できない資産）である場合 

 

（５）その他 

最新の技術動向や政策上の必要性に鑑み、必要に応じた研究開発項目の追加や見直しを

行うことがある。本事業の実施を通じて、イノベーションの担い手として重要な若手研究

員及び女性研究員の育成や中堅・中小・ベンチャー企業等を支援することとする。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）２０１６年１月、基本計画制定。 

（２）２０１６年４月、３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目③、 

④ １）と２）、⑤のＰＭの変更。 

５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の年度を１年後ろ倒し。 

  別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し。 

  研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒し。 

（３）２０１６年９月、５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の 

年度を１年後ろ倒ししたが、当初計画通りに戻す。 

別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し 

したが、当初計画通りに戻す。 

研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒しした 

が、当初計画通りに戻す。 

 （４）２０１７年２月 

１．研究開発の目的・目標・内容の（２）研究開発の目標並びに（３）研究開発の内容に、

研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発６）石炭火力の競争力強化技術開発、７）Ｃ

Ｏ２有効利用技術開発及び研究開発項目⑦次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技

術開発の内容を追加した。 
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３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。 

５．評価に関する事項の①及び⑥の実施時期を修正し、並びに④１）、５）の前倒しの区

分を明確化し、④６）、７）、⑦を追加した。 

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に知財マネジメ

ント適用プロジェクト名を追記した。 

 

（５）２０１７年５月 

３．研究開発の実施体制（１）研究開発実施体制 研究開発項目②の１）と２）及び④の

６）のＰＭの変更。 

（６）２０１７年６月 

    研究開発項目④の１）３．達成目標に中間目標を設定し、２０１７年度に中間評価を実

施する。 

 （７）２０１８年２月 

１．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容のうち、研究開発項目①の２）、

３）の助成率を変更した。また、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）流動床

ガス化燃焼を応用した石炭利用技術開発、９）機動性に優れる広付加帯高効率ガスタービ

ン複合発電の要素研究の内容を追加した。また、研究開発項目④次世代火力基盤技術開発

１）次世代ガス化システム技術開発を、研究開発項目⑤に統合し、研究開発項目⑤の名称

を変更した。 

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。 

５．評価に関する事項の④１）、６）、８）、９）の評価時期を追記・修正した。 

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に注釈を追記し

た。 

 （８）２０１８年７月 

   ３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目④２）、８）のＰＭの変更、

及び、研究開発項目④５）のＰＬの変更、研究開発項目④６）のＰＬの記載変更。別紙 研

究開発項目⑥ １．研究開発の必要性、２．具体的研究内容にかかる記載を一部変更した（バ

イオマスに係る記載の追記）。 
 （９）２０１８年９月 
   ３．研究開発の実施方式において、研究開発項目①及び研究開発項目④７）、９）のＰＬの

変更、４．研究開発の実施期間の変更、５．評価に関する事項の研究開発項目①の中間評価

時期及び事後評価時期の変更、研究開発項目④２）の評価時期変更、研究開発項目④５）

の事後評価を削除。６．その他の重要事項のデータマネジメントに係る運用に研究開発項

目①３）を追記。また、別紙 研究開発項目①について、期間の延長および、２）ＣＯ２分

離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証の最終目標を詳細な記載に変更。別紙 研究開発項目④９）

について、目標値を補足。研究開発スケジュール表の修正。 

（１０）２０１９年１月 

  １．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容において、研究開発項目②１）の

助成率の変更。５．評価に係る事項において、研究開発項目⑦の中間評価の追加及び事後

評価時期の変更、研究開発項目④８）の前倒し事後評価時期の変更。別紙 研究開発項目④

８）の実施期間の変更。別紙 研究開発項目④９）の最終目標を詳細な記載に変更。別紙 研

究開発項目⑥の２．具体的研究内容に燃料多様化に係る記載を追記。別紙 研究開発項目⑦

の実施期間の変更及び中間目標の策定、最終目標年度の変更。研究開発スケジュール表の

修正。 

（１１）２０１９年７月 
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  和暦から西暦へ表記修正。３．研究開発の実施方式において、研究開発項目④６）、７）、

９）、⑤及び⑦のＰＭの変更。５．評価に関する事項において、研究開発項目④３）、４）

の中間評価の追加及び研究開発項目④２）、３）、４）の事後評価時期の変更。別紙 研究

開発項目④３）、４）について、実施期間の延長、中間目標の策定及び最終目標の修正。研

究開発項目⑥の文言修正。研究開発スケジュール表の修正。その他誤記修正。 

（１２）２０２０年２月 

  改訂： 基本計画の名称変更、基本計画「クリーンコール技術開発」の統合による記載内

容の移管、１．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究開

発の目的・目標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開発の

実施体制において名称変更と項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更及び

追加、４．評価に関する事項において評価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネジメン

トに係る運用⑤データマネジメントに係る運用において対象研究開発項目の追加、研究開

発項目④３）４）において中間評価結果反映のため最終目標を追記。研究開発項目⑧⑨の

追加、研究開発項目⑩の移管。 

（１３）２０２０年３月 

  ５．その他重要事項（４）委託先等以外の第三者の土地に設置した資産の処分方法、（５）

その他において追記。 

（１４）２０２０年７月 

   ２．研究開発の実施方式 （１）研究開発の実施体制 研究開発項目②２） ④３）、４）、

８） ⑧、⑨のＰＭと研究開発項目④８）の名称を変更。別紙 研究開発項目④８）１．研

究開発の必要性、２．具体的研究内容、３．達成目標の記載から噴流床ガス化技術に係る記

載を追加 別紙 研究開発項目⑤ ２．具体的研究内容の記載から噴流床ガス化技術（ポ

リジェネレーション）に係る記載を削除。研究開発スケジュール表の修正。その他誤記修

正。 
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研究開発項目① 「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」 

 

１．研究開発の必要性 

石炭は、他の化石燃料と比べ、可採年数が約１１０年と長く、かつ世界各国に幅広く分布す

る等、供給安定性が高く、経済性に優れることから、エネルギー自給率が極めて低い我が国にと

って重要な一次エネルギー源であり、発電の分野においても石炭火力発電は発電電力量の約３

割を占める重要な電源の一つである。 

一方で、石炭は他の化石燃料と比べ、燃焼時の単位発熱量当たりのＣＯ２排出量が多く、地球

環境面での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についてもさらなるＣＯ２排

出量の抑制が求められている。 

したがって、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減の観点から本事業を実施する必要

性がある。 

２０１４年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、石炭火力発電は、「安定供

給性や経済性に優れた重要なベースロード電源」と評価されている一方、「温室効果ガスの排

出量が多いという課題がある」と指摘され、その課題を解決すべく、次世代高効率石炭火力発

電技術として、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）の開発・実用化を進めるとともに、２０２０年

頃の二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）の実用化を目指した研究開発を行うことが盛り込まれてい

る。 

その後、エネルギー基本計画を踏まえ、２０１４年１２月にまとめられた「エネルギー関係技

術開発ロードマップ」において、「高効率石炭火力発電」、「二酸化炭素回収・貯留技術」が国

際展開も見据えた形で整理されている。 

以上のとおり、石炭火力発電におけるＣＯ２排出量の課題を克服していくことが一層重要とな

っており、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減を目指す本事業の必要性は大きい。 

 

２．具体的研究内容 

本事業では、石炭火力発電から排出されるＣＯ２を大幅に削減させるべく、究極の高効率石炭

火力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）とＣＯ２分離・回収を組み合わせ

た実証試験を行い、革新的低炭素石炭火力発電の実現を目指す。 

 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 

ＩＧＦＣの基幹技術である酸素吹ＩＧＣＣの実証試験設備により、性能（発電効率、環境性

能）、運用性（起動停止時間、負荷変化率等）、経済性及び信頼性に係る実証を行う。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成） 

酸素吹ＩＧＣＣ実証試験設備とＣＯ２分離・回収設備を組み合わせて、ＣＯ２分離・回収型石

炭火力システムとしての性能、運用性、信頼性及び経済性に係る実証を行う。また、ＣＯ２分離・

回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運用性について実証を行う。更に、ＣＯ２分離・回収と組み

合わせたＣＯ２液化プロセスを構築する。 

 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成） 

別紙 
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ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムと燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの燃料

電池への利用可能性を確認し、最適なＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣシステムの実証を行う。 

 

３．達成目標 

[実施期間] 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１２年度～２０１８年度（うち２０１２年度～２０１５年度は

経済産業省において実施） 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１６～２０２２年度 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証：２０１８年度～２０２２年度 

 

［中間目標（２０１７年度）］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）発電効率：４０．５％程度（送電端効率、高位発熱量基準）を達成する。 

商用機の１／２～１／３倍の規模で、１３００℃級ガスタービンを採用する実証試験設備

により送電端効率（高位発熱量基準）４０．５％を達成すれば、１５００℃級ガスタービンを

採用する商用機（石炭処理量２，０００～３，０００ｔ/ｄ）で送電端効率約４６％を達成す

る見通しが得られる。 

 

（ｂ）環境性能：「ＳＯｘ＜８ｐｐｍ」、「ＮＯｘ＜５ｐｐｍ」、「ばいじん＜３ｍｇ／Ｎｍ３」

を達成する（Ｏ２＝１６％）。 

我が国における最新の微粉炭火力は世界的に見ても最高水準の環境諸元を達成しており、酸

素吹ＩＧＣＣを導入する場合には同等の環境諸元を達成することが求められる。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

ＣＯ２分離・回収設備の詳細設計を完了する。 

 

［中間目標（２０２０年度）］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）プラント制御性運用性：事業用火力発電設備として必要な運転特性及び制御性を確認す

る。 

我が国における微粉炭火力はベースからミドル電源として運用されており、酸素吹ＩＧＣ

Ｃ商用機を導入する場合にも同等の制御性、運用性を確保する。 

 

（ｂ）設備信頼性：商用機において年間利用率７０％以上の見通しを得る。 

我が国における微粉炭火力は年間利用率７０％以上で運用されており、酸素吹ＩＧＣＣ商

用機を導入する場合にも同等の設備信頼性を確保する。 

 

（ｃ）多炭種適用性：灰融点の異なる数種類の炭種で適合性を確認する。  

酸素吹ＩＧＣＣ商用機には、微粉炭火力に適合し難い灰融点の低い亜瀝青炭から、微粉炭

火力に適合する比較的灰融点の高い瀝青炭までの適用炭種の広さが求められる。商用化に向

け、実用化時期や日本への供給可能性も考慮に入れつつ、性能と経済性を評価する。 
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（ｄ）経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下となる見通しを得る。 

国内外において酸素吹ＩＧＣＣ商用機の普及を促進するためには、発電原価を微粉炭火力と同等

以下とすることが求められる。また、海外普及を目的としたマイルストーンを検討する。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）基本性能（発電効率）：新設商用機において、ＣＯ２を９０％回収しつつ、発電効率４０％

（送電端効率、高位発熱量基準）程度の見通しを得る。 

ＣＯ２回収時のエネルギーロスによる発電効率の低下という課題に対し、ＣＯ２を９０％回

収（全量ガス処理）しながらも、現状の微粉炭火力と同等レベルの発電効率４０％程度の見

通しを得る。これを実現するために、実証機プラントにおいて、ＣＯ２分離回収にかかるエネ

ルギー原単位「０．９０ＧＪ/ｔ-ＣＯ２（電気エネルギー換算）」を発電効率に係る性能とし

て確認する。 

 

（ｂ）基本性能（回収効率・純度）：ＣＯ２分離・回収装置における「ＣＯ２回収効率＞９０％」、

「回収ＣＯ２純度＞９９％」を達成する。 

革新的低炭素型石炭火力の実現のためにＣＯ２分離・回収装置単体における回収効率は９

０％以上を目標とする。ＣＯ２地中貯留から求められる可能性があるＣＯ２純度について、湿

式物理吸収法を使って定常運転時、体積百分率９９％以上を目標とする。 

 

（ｃ）プラント運用性・信頼性：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステムの運用手法を確立し、信

頼性を検証する。 

商用機において、ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムを構築するには、プラントの

起動停止や、発電所特有の負荷変動等に対し、ＩＧＣＣ本体に追従したＣＯ２分離・回収装置

の運用手法を確立し、信頼性を検証する。また、生成ガスの全量をＣＯ２分離した場合のＩＧ

ＣＣ運転との相互影響やガスタービン性能についても検証する。 

 

（ｄ）経済性：商用機におけるＣＯ２分離・回収の費用原単位を評価する。 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣを普及させるに当たっては、費用原単位評価が必要であ

り、ＣＯ２分離・回収装置建設時期や発電所敷地等の制約に応じた評価を実施する。また、実

用化・事業化に向けたマイルストーンを検討する。 

 

（ｅ）ＩＧＣＣプラント運用性： 

ＣＯ２分離・回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運転への影響を確認し、運用性を検証する。 

 

 

 ３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

   ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証設備の詳細設計を完了する。また、機器製作に着手する。 
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［最終目標（２０２２年度）］ 

 ２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証   

   ＣＯ２液化プロセス開発：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣとＣＯ２液化を組み合わせた場合の最

適プロセスを構築する。 

 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

５００ＭＷ級の商業機に適用した場合に、ＣＯ２回収率９０％の条件で、４７％程度の発

電効率（送電端効率、高位発熱量基準）達成の見通しを得る。  
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研究開発項目② 「高効率ガスタービン技術実証事業」 

[実施期間] 

１７００℃級ガスタービン：２０１２年度～２０２０年度（うち２０１２年度～２０１５年度

は経済産業省において実施） 

高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）：２０１２年度～２０１７年度（うち２０１２年度

～２０１５年度は経済産業省において実施） 

 

１．研究開発の必要性 

２００８年３月に閣議決定された「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ―エネルギー革新技術計画」にお

いて、天然ガスタービンの高効率化が環境負荷低減の実現のための重要な技術開発であると位

置づけられている。また、２０１１年８月に制定された「第４期科学技術基本計画」において

は、安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現のため火力発電の高効率化に資する技術開発は

重点的な取組として位置づけられている。 

欧米は巨額の研究開発費を投じており、厳しい国際競争の中で我が国の優位性を維持するた

め、また電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を目指し、コン

バインド効率向上、ＣＯ２排出量削減を達成するため、１７００℃級に必要な革新的技術開発に

取り組み、早期に実用化する事が必要である。 

また、高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）は、ガスタービンサイクルを改良したシステ

ムであり、比較的早期に実用化が期待できる高効率発電システムで、電力産業の短中期的ニー

ズに対応する中小容量機（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％（高位発熱量基準）→５１％

（高位発熱量基準）以上）を目的とした日本オリジナルの技術であり、世界初となるＡＨＡＴの

実用化は急務である。 

これらの政策を実現するために、発電規模に応じた発電熱効率の一層の向上が必要であり、

ガスタービン高温部品の技術向上と発電サイクルの工夫が必要不可欠である。また、環境負荷

の少ない発電システムを開発することは、電力の安定的かつ低廉な供給を確保する上で極めて

重要な対策である。 

さらに、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）や石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）におけ

る更なる効率向上には、将来的に１７００℃級ガスタービンやＡＨＡＴシステムの導入が不可

欠である。 

 

２．具体的研究内容 

１）１７００℃級ガスタービン 

１７００℃級ガスタービンにおける性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発を実施す

る。例として、製造技術・検査技術の開発、超高温高負荷タービンの信頼性向上、過酷環境下

でのデータ取得のための特殊計測技術開発等を実施する。また、１７００℃級での実証運転

時における特殊計測の実施、試運転データの評価・分析を行い、商用化の検討を実施する。 

 

２）ＡＨＡＴ 

ＡＨＡＴシステムについては、ユーザーニーズとしてミドル運用以上（年間５０回以上の

起動・停止）における長期信頼性が求められていることから、既存４０ＭＷ級総合試験装置
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の改造による実証機製作、実証試験による長期信頼性評価を実施する。また、実証機試験結

果を用いて商用機化の検討を実施する。 

 

３．達成目標 

１）１７００℃級ガスタービン 

[中間目標（２０１８年度）] 

１７００℃級ガスタービンの性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発により、商用機

に適用できる見通しを得た上で、設計・製作の仕様を決定する。 

 [最終目標（２０２０年度）] 

１７００℃級ガスタービンの実証試験データの取得、及び評価を実施し、送電端効率５７％

達成（高位発熱量基準）の見通しを得る。 

 

２）ＡＨＡＴ 

[最終目標（２０１７年度）] 

実証機を用いた試験により、長期信頼性の実証として以下を達成する。 

・ミドル運用（年間５０回以上の起動・停止）の２倍である年間１００回以上の起動・停

止での実証試験を実施し、等価運転時間 １０，０００時間以上を確保する。 

（等価運転時間とは、起動・停止等の機械装置の寿命を考慮し、同等の連続運転時間

とみなせる運転時間） 
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研究開発項目③ 「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」 

[実施期間]２００８年度～２０１６年度（うち２００８年度～２０１５年度は経済産業省におい

て実施） 

 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進歩により７０

０℃以上の蒸気温度を達成できる先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（Ａ－ＵＳＣ）

の実現可能性が見えてきた。 

本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上需要に対応

するため、高い発電効率を実現できるＡ－ＵＳＣの開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 （１）システム設計、設計技術 

   基本設計、配置最適化、経済性の試算 

 （２）ボイラ要素技術 

   ７００℃級候補材料について、耐久試験により、１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （３）タービン要素技術 

   大型鋼塊の製造性を確認するとともに１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （４）高温弁要素技術 

   実缶試験・回転試験に組み込み、信頼性を確認する 

 （５）実缶試験・回転試験 

   実缶試験、回転試験により、ボイラ要素及びタービン要素の信頼性の実証を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１６年度）] 

 蒸気温度を７００℃へ高めるための要素技術開発を実施し、２０２０年以降において商用

プラントでの送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成の技術的見通しを得る。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
１） 次世代ガス化システム技術開発 
[実施期間]２０１５年度～２０１８年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推

進することとされている。中長期的には、さらなる高効率化に向けて、現在開発中のＩＧＣＣを

効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発を実施する必要がある。 

 

２．具体的研究内容 
次世代高効率石炭ガス化発電システムについて、冷ガス効率及び送電端効率の向上並びに実

用化に向けた技術開発を実施する。 

酸素吹石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼さ

せ、石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置

等の所内動力の増加により送電端効率が低下することが効率向上のための課題となっている。 

そこで、熱分解の一部を、ガスタービン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応

に置き換えることにより、冷ガス効率の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電

端効率の向上を目指す。 

これまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧＣＣガス化炉への高温の

水蒸気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー効率の高い酸素製造技術

を組み込んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向上、の可能性があることが

分かった。そこで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下の項目を実施する。 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 
噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化

炉での検証を行う。 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。 

（３）ＩＧＣＣシステム検討 

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び経

済性検討を行う。 

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

 既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発

電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気添加ガス化試験方法を確立する。 

[最終目標（２０１８年度）] 
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既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス

化発電システムの見通しを得る。 

２０１８年度以降については研究開発項目⑤ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発と統合

して、新名称 研究開発項目⑤ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発とする。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は石炭をガス化させ、燃料電池、ガスタービン、蒸

気タービンの３種の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率発

電技術として、実現が望まれている。 

クールアースエネルギー革新技術開発ロードマップにおいても２０２５年頃の高効率石炭火

力発電技術として５５％の送電端効率を目指すＩＧＦＣが位置づけられている。 

ＩＧＦＣにおいては、燃料である石炭ガス化ガスに多種類の微量成分が含まれており、この微

量成分の一部が燃料電池の劣化を招き、長期信頼性を損なう可能性があることが懸念されてい

る。 

そのため、ＩＧＦＣの実現に向けては、石炭ガス化ガス中の微量成分の燃料電池への影響を

把握するとともに、燃料電池の被毒成分に対するガス精製技術を確立することが必要である。 

 

２．具体的研究内容 

燃料電池用ガス精製技術と燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの模擬ガス試験により燃

料電池の被毒耐性を確認する。また、特定された被毒成分に対して、成分を許容レベルまで除

去するガス精製技術を検討し、模擬ガスによる性能評価を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１７年度）] 

・模擬ガス試験により燃料電池の被毒耐性を評価する。 

・模擬ガス試験により燃料電池用ガス精製技術性能を評価し、ガス精製技術を確立する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

２０１５年７月に経済産業省における「次世代火力発電の早期実現に向けた協議会」により

策定された「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ガスタービン燃料電池複合発

電（ＧＴＦＣ）については、小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化、量産化を進め、ＳＯ

ＦＣのコスト低減を図り、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ級）の実証事業を経て、発電効率６３％

程度、ＣＯ２排出原単位：２８０ｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ程度を達成し、２０２５年頃に技術を確立

することが示されている。また、量産後は従来機並の発電単価を実現することとされている。 

さらには、同ロードマップにおいて、ＩＧＦＣの技術を確立するためには、ＧＴＦＣの開発成

果を活用していくことが示されており、次世代火力発電技術の早期確立に向けて、本事業の必

要性は高い。 

 

２．具体的研究内容 

小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化及び量産化を進め、ＳＯＦＣのコスト低減を図

る。さらに、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発し、２０２２年度から開始する

中小型ＧＴＦＣの技術実証に活用する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１９年度）] 

中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発する。 

・高圧ＳＯＦＣモジュールを開発する。 

・ガスタービンとの連係技術を確立する（燃焼器、燃料／空気差圧制御系、排燃料・排空気・

空気抽気）。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

  中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を確立する。 

・燃料電池の高性能化による中小型ＧＴＦＣシステムの最適化を行う。 

・小型ＧＴＦＣ（出力１，０００ｋＷ級）において、５７％ＬＨＶ（低位発熱量基準）の発電

効率（送電端）の見通しを得る。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は、石炭をガス化し、燃料電池、ガスタービン、蒸

気タービンの３種類の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率

石炭火力発電技術として、その実現が望まれている。 

「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ＩＧＦＣの開発方針として、２０２５

年度頃技術確立、発電効率５５％及び量産後従来機並の発電単価の実現を目指すことが示され

た。 

ＩＧＦＣを構成する高温型燃料電池については、現在、天然ガスを燃料とした燃料電池の開

発が進んでいるが、石炭ガスを燃料とした場合の適用性についての検証及びシステムの検討を

行う必要性がある。 

燃料を石炭ガスとした場合に、燃料電池の劣化を引き起こすガス中被毒成分濃度の確認と被

毒成分の除去技術についての研究は、すでに着手されている。 

ＩＧＦＣを構成する燃料電池モジュールについて、石炭ガスを燃料とした場合の運用性や性

能を把握する必要があることから、実燃料電池モジュールを用いた石炭ガス燃料の適用性試験

を行い、その結果を踏まえて、ＩＧＦＣの技術確立に必要な実証機に係るシステム検討を行う

必要性がある。 

 

２．具体的研究内容 

（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

  国内外における高温型燃料電池及びＩＧＦＣの技術開発動向をレビューすることにより、最

新情報を入手し、ＩＧＦＣの実用化に向けた課題の整理を行う。商用機システムとして、ＣＯ２

分離・回収を行わないＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣについて、ケーススタディを行い、

送電端効率とコストの試算を行う。ＩＧＦＣの実用化に向けた課題、商用化システムの検討結

果及び（２）の成果を踏まえて、ＩＧＦＣ実証システムについて検討を行い、実証機の容量を決

定のうえ、試設計を行う。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

  石炭ガス燃料の適用性試験に供する高温型燃料電池モジュールについては、天然ガス燃料で

既に実用化されている燃料電池モジュールとする。本試験に係る設計、製作、据付け等を行い、

まず、天然ガスを燃料とした試運転を行う。次いで、天然ガスをＨ２リッチガスに改質した燃料

を用い、燃料電池モジュールの運用性、性能等を把握するとともに、天然ガス燃料の場合との比

較から課題を抽出する。さらに、石炭ガス化の実ガスを燃料として、燃料電池の被毒成分をガス

精製によりクリーンナップしたうえで燃料電池モジュールに供給し、その運用性、性能等を把

握するとともに、石炭ガス適用時の課題を抽出する。さらに、これまで実績のない石炭ガスによ

る運転を行うことから、燃料電池セル及びモジュール内部構造への影響を把握するため、装置

の解体調査を行い、石炭ガス適用時の課題を抽出する。 
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３．達成目標 

（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

[最終目標（２０１９年度）] 

ＩＧＦＣ実証機の容量を決定し、実証機の試設計を完了する。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

[中間目標（２０１９年度）] 

Ｈ２リッチガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの基本性能を確認するとともに、発電

性能を最適化するための運用性を確立する。また、石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モ

ジュールの基本性能を確認する。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの運用性と性能を把握し、課題を抽出する。

また、石炭ガス適用時の燃料電池出力変化率を天然ガスと同等の１％／ｍｉｎ程度とする石炭

ガス化炉連係システムを構築する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進めることとされている。 

現在、石炭の燃焼排ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２の分離・回収

技術の開発が進められているが、ＣＯ２分離・回収工程において多くのエネルギー損失が発生す

ることが課題となっている。これを解決するため、エネルギー損失のない高効率でありながら、

ＣＯ２の分離・回収が可能な化学燃焼石炭利用技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 
従来、石炭の燃焼時の排気ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２分離・

回収に当たっては、この過程における多くのエネルギー損失が課題となっているが、ＣＯ２分離

型化学燃焼石炭利用技術においては、酸素キャリアとなる金属を媒体とする石炭の燃焼反応と

金属の酸化反応を二つの反応器で別個に発生させることにより、ＣＯ２の分離・回収装置及び空

気分離装置が不要となり、エネルギー損失のないＣＯ２の分離・回収が可能である。 

さらに、ＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電は、流動床燃焼技術を用いることから多様な燃料

（低品位炭、バイオマス等）が活用でき、ＩＧＣＣやＡ－ＵＳＣが大規模プラントであるのに対

して、中小規模プラント（１０～５０万ｋＷ）におけるＣＯ２の分離・回収に適しているといっ

た特長がある。 

しかしながら、実用化に向けては、酸素キャリアのコスト抑制及び反応塔の小型化に向けた

酸素キャリアの反応性の向上という課題がある。 

そこで、有望な酸素キャリアの評価と選定並びにプラント構築を目的として、以下の項目を

実施する。 

（１）酸素キャリアの評価と選定 
酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等について要素試験にて評価を行い、コストを

踏まえて選定する。 

（２）プラント試設計及び経済性検討 

酸素キャリアの反応性からプロセス解析を行うとともに酸素キャリアの流動や循環を検討

し、プラント試設計を行う。この結果をもとに経済性検討を行う。 

（３）ベンチ試験装置によるプロセス検証 

酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等並びに流動や循環を含むプラントの成立性を

検証するため、ベンチ試験装置を製作し、試験・評価を行う。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるキャリアを選定する。 
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[最終目標（２０２０年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電

システムを提示する。 

 

２０１７年度の中間評価で、中間目標は達成したものの「データ解釈の精密化と実用的な

設計提案の立案についてより深く検討する」ことが求められたことから、研究開発体制を見

直す必要があると考えた。従って２０１７年度で本研究を中止し、研究開発の内容を見直し、

ラボ試験を行いデータを蓄積し精度向上を図ると共に、実用的な設計立案に向け、実機設計

技術の確立を目指した要素研究を「研究開発項目④８）流動床ガス化燃焼技術を応用した石

炭利用技術開発」で実施する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
６）石炭火力の負荷変動対応技術開発 

[実施期間]２０１７年度～２０２２年度 

 

１．研究開発の必要性 

日本の石炭火力発電所は、長年の技術開発の成果により、高い発電効率や排出ガス対策で、

世界的に最高レベルの技術を有している。しかしながら、日本の技術を採用したプラント価格

は、他の国のプラントに比べて高価であるため、国際市場に於いて必ずしも高い競争力を有し

ておらず、海外での導入事例も限られているのが現状である。日本の石炭火力発電所が受注に

至った地域では、厳しい技術要件が定められており、日本の高効率発電技術が入札時に評価さ

れている一方、他国性の石炭火力発電所を導入した諸外国のユーザーの多くが、稼働率の低下

をはじめとしたオペレーション上の様々な課題を抱えている。 

また、２０１９年７月に閣議決定された「第５次エネルギー基本計画」において、石炭は「現

状において安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として評価されている

が、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、適切に出力調整を行う必要性が高まると見込まれ

る」とされている。今後とりわけ自然変動電源（太陽光・風力）の導入が拡大する中で、電力

の需給バランスを維持し周波数を安定化するために、火力発電等による調整力の一層の確保と

信頼性・運用性の向上が求められている。 

そこで本事業では、石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させる

ための先進的な技術開発を実施する。そのことにより、日本の石炭火力発電プラントの競争力

向上にも寄与する。 

 

２．具体的研究内容 

負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術

および石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な

技術開発を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０２０年度）] 

長期保守契約（ＬＴＳＡ）等に寄与できる各種モニタリング・センシング・解析等の要素技術

を確立する。 

 

[最終目標（２０２２年度）] 

  負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術

および石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な

技術の見通しを得る。  



 

 27 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
７）ＣＯ２有効利用技術開発 

[実施期間]２０１７年度～２０２０年度 

 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源である。 

しかし、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が比較的多く、将来的にＣＯ２分離回収有効利

用：Ｃａｒｂｏｎ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｕｔｉｌｉｚａｔｉｏｎ （ＣＣＵ）が検討されてい

る。現時点ではＣＯ２の大規模処理が困難であるものの、有価物の製造等により利益を創出する

可能性がある。 

２０３０年度以降を見据え、将来の有望なＣＣＵ技術の確立を目指して、我が国の優れたＣ

ＣＴ （Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）等に、更なる産業競争力を賦与する事が

可能なＣＣＵ技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 

短～中期において大規模且つ高濃度のＣＯ２ (９９%以上)を、エネルギーとして工業的に活用

可能な技術開発を実施する。一例として、メタネーション技術については石炭火力発電所等か

ら回収した高濃度ＣＯ２の適用性を評価する。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２０年度）] 

事業終了時に本事業として実施するＣＯ２有効利用技術の適用性を確認する。一例としては、

将来的に天然ガス代替では０．９ 円～１．４ 円／ＭＪ （ＬＨＶ）を見通す経済性を評価する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２４年度 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画において、石炭火力は、安定供給性と経済性に優れたベースロード電源

の燃料として評価されているものの、温室効果ガスの排出量が多いという問題があるため、高

効率化およびＣＯ２排出削減が望まれている。 

石炭火力からのＣＯ２排出抑制技術としては、ＣＯ２の分離・回収技術があるが、エネルギー

損失が大きいことから、発電システムとしてＣＯ２を分離・回収できるガス化技術を適用した技

術が有望視されている。また、この技術は、バイオマスや炭素系廃棄物等を燃料として発電する

ことによるＣＯ２排出削減や有価な生産物（水素や化学品等）の製造に応用できる技術として期

待されている。 

本事業ではガス化技術を適用して、燃料を多様化するとともに、有価な生産物を併産するこ

とで、ＣＯ２分離・回収コストの低減を目指したＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシス

テムを構築する火力発電設備設計技術の確立に向けた技術開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 
ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムを構築可能な技術として、流動床ガス化燃

焼技術と噴流床ガス化技術がある。 
（１） 流動床ガス化燃焼技術の適用 

流動床ガス化燃焼技術は、流動床技術をベースとして、空気燃焼塔、揮発分（可燃性ガス）反

応塔、石炭反応塔（ガス化）で構成され、流動材（酸素キャリア）を媒介として空気燃焼塔で流

動材を酸化し、酸化された流動材を揮発分反応塔、石炭反応塔に供給し、酸化された流動材の

酸素を用いて石炭をガス化し、発生した可燃性ガスを燃焼させるシステムで、窒素が揮発分反

応塔や石炭反応塔に同伴されないことから、石炭は燃焼後、ＣＯ２、水蒸気、ばいじんとなる。

煤塵を集塵機で捕集し、ガス温度を下げることで水蒸気を凝縮するとＣＯ２ガスのみが分離回収

できる。 

  本技術は中小規模（１００ＭＷ級）の発電プラントにも適用でき、多様な燃料（低品位炭、バ

イオマス等）に活用できる。また、水素反応器を追加することにより、水素併産が期待できる。

また、別置きのＣＯ２分離・回収装置や空気分離装置が不要であることから、エネルギー損失が

ないＣＯ２分離・回収および水素製造が可能となる。 

  具体的研究内容としては、水素併産に最適な流動材の選定およびシステム開発、プラント構

成の最適化を実施し、流動床ガス化燃焼を適用した火力発電設備設計技術確立のための研究開

発を実施する。例えば、流動材を利用した水素製造技術の最適化、バイオマス燃焼の適用性、長

期運転における課題検討などを実施する。 
 

（２） 噴流床ガス化技術の適用 

 酸素吹き石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼

させ、石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置

等の所内動力の増加により送電端効率が低下することから、熱分解の一部をガスタービン排熱
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等を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置き換えることにより、冷ガス効率の向上

を図るとともに酸素供給量の低減を図り、送電端効率の向上が可能となる。このようなＯ２／Ｃ

Ｏ２／Ｈ２Ｏ吹き噴流床ガス化技術をベースとし、燃料として石炭だけでなく炭素系廃棄物等を

利用することでＣＯ２排出量を削減し、化学品を併産することでＣＯ２分離・回収コストの低減

が期待できる。 

具体的研究内容としては、炭素系廃棄物燃焼の適用性検証、ガス化ガスからの化学合成技術

の選定、システム構成の最適化を実施し、噴流床ガス化技術を適用した火力発電設備設計技術

確立のための研究開発を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０２２年度）] 

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムの実証設備設計に必要な要素技術の確立に

目途をつける。 

 

[最終目標（２０２４年度）] 

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムにより分離・回収コスト１,０００円台／

ｔ－ＣＯ２を見通せる火力発電設備の設計技術確立および経済性を評価する。 

 

 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

[実施期間]２０１８年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

我が国では、２０５０年に温室効果ガス８０％削減の目標が掲げられており、その達成に

向けた手段の一つとして、再生可能エネルギー電源（以下、再エネ電源）の増加が見込まれて

いる。２０１５年７月に公表された、長期エネルギー需給見通しにおいて示された２０３０

年度の電源構成比では、太陽光発電が７%の発電電力量を占めることになる。太陽光発電の利

用率を平均の１３％とすると、約６４００万 kW の設備容量を必要とし、これは国内事業用の

全発電設備容量の１／４程度に相当する。一方で、普及の拡大が予測される太陽光発電や風

力発電の出力は天候に大きく影響を受けるため、電力の安定供給を考えた場合、系統安定化

が必要不可欠である。 

火力機は、大量に導入される再エネ電源に対応して、需給調整や周波数調整など重要な役

割を果たしている。例えば、太陽光発電の日中に生じる急激な天候変動等による大幅な出力

変動に対応するには、ガスタービン複合発電（以下、ＧＴＣＣ）を用いることが有望な手段の

一つであるが、現状の性能では起動時間が長い、出力変化速度が遅い、最低出力が高い等の

課題がある。 

そこで本研究開発では、再生可能エネルギー電源の大量導入時の電力安定供給とＣＯ２排出

量削減の両立を狙い、既存の火力発電設備へのレトロフィットやリプレース向けに定格時の

効率を維持したうえで、機動力と再エネ出力不調時のバックアップ電源の両機能を具備した、

機動性に優れる広負荷帯高効率ＧＴＣＣを開発するため、中核機器であるガスタービン（以
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下、ＧＴ）の負荷変動対応に係る要素技術を開発し、実機に組み込める目処を得ることを目

的にする。 

２．具体的研究内容 
急速起動・出力変動時のＧＴＣＣの安定運転の実現に向け、ＧＴの数値解析技術、材料技

術、燃焼技術、制御技術、冷却・シール技術などの要素技術開発を行う。具体的には、試験設

備を用いて、燃焼器の急速起動･燃焼負荷変動･ターンダウン等の試験、軽量化したタービン

ロータの設計と翼の試作、クリアランスや冷却･シール空気の能動制御機構の設計等を行い、

実証に進める目処を得る。 

並行して、発電事業者にとって重要となる設備信頼性の確保に向けて、合理的な設備保守

技術の開発研究に取り組むとともに、実機レトロフィットによる機器実証の準備を行う。 

 

表 先行研究で設定されたＧＴＣＣとしての目標性能 

 
起動時間 

（ﾎｯﾄｽﾀｰﾄ） 
出力変化速度 

1/2負荷における定格からの

効率低下（相対値) 

最低出力（一軸

式） 

開発目標 10分 20 %/分 10 % 10 % 

（参考） 

現状性能 
60分 5 %/分 15 % 45% 程度 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２１年度）] 

・先行研究で設定した目標性能（上表）を実現する目処を得るために、実規模の燃焼器を設計･

試作し、単缶実圧燃焼試験により、無負荷から定格まで５分で到達すること、最低負荷条件

においても安定燃焼が可能であることを確認する。 

・急速起動、出力変化速度向上、最低負荷引き下げ、部分負荷時の効率低下抑制を含む、ＧＴ

ＣＣシステムとしての運転制御技術とＧＴ後流（ＨＲＳＧ－蒸気タービン側）の成立性・性

能評価、急速起動に寄与する動翼･ロータの軽量化については、実プラントの設計に反映で

きる目処を得る。 

・合理的な設備運用保守を行うために、従来の考え方からの違いを整理する。 

・対象ＧＴＣＣと他の調整力電源（揚水発電、蓄電池など）の経済性を比較評価し、事業とし

て成立するための課題を整理する。 

・既存設備のレトロフィットによる実証研究計画を立案し、実証試験の仕様を明らかにする。 
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研究開発項目⑤ 「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」 

[実施期間]２０１５年度～２０２０年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推

進することとされている。石炭は他の化石燃料と比べ利用時の二酸化炭素排出量が大きく、地

球環境問題での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる二酸

化炭素排出量の抑制が求められている。 今後ＣＯ２排出量抑制のためには、さらなる高効率化

に向けて、現在開発中のＩＧＣＣを効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発に加

え、ＣＣＳによる低炭素化を図っていく必要がある。 

しかしながら、ＣＣＳは多大な付加的なエネルギーが必要であり、効率の低下や発電コストの

上昇を招く。そのためエネルギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電コ

ストの抑制のため、このエネルギーロスを可能な限り低減する必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

本技術開発においてはＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの開発、水蒸気を添加した次世代ガ

ス化システム及び両技術の相乗効果確認を実施する。とりわけ相乗効果については、既存のＩ

ＧＣＣへ両要素技術の適用性についても効果を検証する。クローズドＩＧＣＣシステムは、排

ガスＣＯ２を一部系統内にリサイクルすることにより、ＣＯ２回収型石炭ガス化発電システム

の効率を大幅に向上することのできる、世界でも例のない次世代ＩＧＣＣシステムである。本

システムは高効率に加え、ＣＯ２の１００％回収が可能であるため、ＣＯ２を排出しないゼロ

エミッション石炭火力の実現が期待できる。また、次世代ガス化システムは、冷ガス効率及び

送電端効率の向上並びに実用化に向けた技術開発に向けて、酸素吹石炭ガス化においては、ガ

ス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼させ、石炭を熱分解しているが、投入

された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置等の所内動力の増加により送電端効

率が低下することが効率向上のための課題となっていることから、熱分解の一部を、ガスター

ビン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置き換えることにより、冷ガス効率

の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電端効率の向上を目指す。ＣＯ２回収型

クローズドＩＧＣＣの実現に向けては、２００８年度から２０１４年度まで実施した「ＣＯ２

回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」において、石炭投入量３ｔ／ｄの小型ガス化炉を活用し、送

電端効率４２％（高位発熱量基準）以上を達成可能とする基盤技術を開発してきた。 

本事業では、この基盤技術開発の成果を活用し、実機により近い大型のサイズのガス化炉に

おいて検証を行い、システム実現に向け、基盤技術をより確実な技術として発展させるととも

に、他のＣＯ２分離・回収技術と比較した本システムの経済的優位性を確認することを狙いと

する。 

具体的には、石炭投入量５０ｔ／ｄ規模のガス化炉を用いた、Ｏ２／ＣＯ２ガス化技術の実

証や乾式ガス精製システムの実証といった高効率発電を可能とする各要素技術を開発する。ま

た、セミクローズドＧＴについては、燃焼試験とＣＦＤ解析を通し、実スケールの燃焼器の特

性評価を行う。 
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次世代ガス化システムのこれまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧ

ＣＣガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー

効率の高い酸素製造技術を組み込んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向

上、の可能性があることが分かった。そこで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下

の項目を実施する。 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 

噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化炉

での検証を行う。 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。 

（３）ＩＧＣＣシステム検討 

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び経済

性検討を行う。 

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

また、両技術の相乗効果確認及び既存のＩＧＣＣへ適用した場合の効果を検証する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通す

ための要素技術確立の目途を得る。 

次世代ガス化システムについては、既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４

８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気

添加ガス化試験方法を確立する。 

 

[最終目標（２０２０年度）] 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、２０１９年度までに送電端効率４２％（高位発

熱量基準）を見通すための要素技術を確立する。 

次世代ガス化システムについては、２０１８年度までに既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで

送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得る。 

両技術の相乗効果として、２０２０年度までにＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの目標効率

から更に０．５ポイント程度の向上の見通しを得る。  
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研究開発項目⑥ 「次世代火力発電技術推進事業」 

[実施期間]２０１６年度～２０２４年度 

 

１．研究開発の必要性 

長期エネルギー需給見通しにおける基本方針は、３Ｅ+Ｓ（安全性、安定供給、経済効率性、

環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現することである。２０３０年以

降、中長期的に火力発電から排出されるＣＯ２を一層削減するには、次世代技術の普及による更

なる高効率化や再生可能エネルギーの利用拡大、並びにカーボンリサイクルの推進が重要であ

る。これらの推進を実現するには中長期的な研究開発も重要であるため、革新的技術の先導研

究や調査が必要となる。また、日本の優れた火力発電技術を海外に展開していくことにより、地

球規模での温暖化問題の解決を推進していく必要がある。 

 

２．具体的研究内容 
最新の技術動向や社会情勢、社会ニーズに合わせ、国内外の火力発電技術分野およびカーボ

ンリサイクルにおける最新技術の普及可能性及び技術開発動向等の調査や、新規技術開発シー

ズ発掘のための調査を実施する。また、ＩＥＡ／ＣＣＣ（Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｃｅｎｔｒｅ）、

ＩＥＡ／ＦＢＣ（Ｆｕｌｄｉｚｅｄ Ｂｅｄ Ｃｏｍｂｕｓｔｉｏｎ）、等に参画し、技術情報

交換・各種技術情報収集を行うとともに、国内関係者への情報提供を行う。また、今後の国際市

場における日本の火力発電所受注に向けて、高い競争力を発揮できる戦略及びビジネスモデル

を構築する。さらに、低コスト高効率次世代火力発電システム実現に向けた検討や次世代火力

発電における燃料多様化（バイオマス、アンモニア等）のための調査および先導研究を進める。

また、カーボンリサイクルにおいては、要素技術検討のための共通基盤技術開発（ＣＯ２還元、

炭酸塩化等）を進める。 

 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２４年度）] 

火力発電技術分野において、ＣＯ２排出量低減、環境負荷低減及び国際競争力の強化を図るた

めに必要となる基礎的情報や、最新情報の収集・解析及び将来における次世代火力の技術開発

や導入可能性について、関連技術の適応性、課題等の調査を行う。また、海外との協力を通し

て、我が国の優れたＣＣＴの導入に向けた取組を行う。カーボンリサイクル分野において、先

導研究や調査の成果を俯瞰して、関連技術の経済性や導入可能性、ＣＯ２削減効果に関する基礎

的情報や課題を整理する。 
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研究開発項目⑦ 「次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発」 

[実施期間]２０１７年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。７００℃以上の高温蒸気へ適用されるボイラ・タ

ービン適用材料開発については、長期高温環境下での使用を想定したクリープ試験を実施する

等、更なる信頼性の向上が必要である。本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力の

リプレース及び熱効率向上需要に対応するため、高温材料信頼性向上及び保守技術開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 （１）高温材料信頼性向上試験 

   信頼性向上のため、クリープ疲労試験、異種材料溶接部健全性評価、材料データベースの

拡充、表面処理技術開発等を実施する。 

 （２）保守技術開発 

   タービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）等の精度向上、高効率化、適用箇所の拡大を

目的とした非破壊検査技術開発を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０１９年度）] 

  長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取得を行い、

２０２１年度末までの試験計画を策定する。 

表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）

精度向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

事業終了時において送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用

する長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充、表面処理技術開発等の高温材料信頼

性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）精度向上等の保守技術を確立する。 

 

４．その他重要事項 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、ユーザー及び外部有識者等の意見を適

切に反映し、着実な運営を図る。情報発信及び知財化についても、技術の流出防止と適宜知財

化を適切に助成先へ指導する。 
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研究開発項目⑧「ＣＯ２有効利用拠点における技術開発」［委託・助成事業］ 

[実施期間]２０２０年度～２０２４年度 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源であるが、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が

比較的多い課題がある。このような石炭火力を中心とした産業部門から生成するＣＯ２を削減

するため、２０１９年６月に経済産業省において策定された「カーボンリサイクル技術ロード

マップ」において、ＣＯ２を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化や人工光合成、メタ

ネーションによる素材や燃料への利用等とともに、大気中へのＣＯ２排出を抑制していく方針

が示された。 

２０１９年９月に開催されたカーボンリサイクル産学官国際会議において、経済産業省より、

カーボンリサイクル３Ｃイニシアティブ、すなわち、３つのＣのアクションとして、①相互交

流の推進（”Ｃ”ａｒａｖａｎ）、②実証研究拠点の整備（”Ｃ”ｅｎｔｅｒ ｏｆ Ｒｅｓｅ

ａｒｃｈ）、③国際共同研究の推進（”Ｃ”ｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ）に取り組むことが示

された。 

カーボンリサイクル技術の開発を効率的に進めるためには、ＣＯ２の分離・回収が行われてい

る場所において、カーボンリサイクル技術開発を重点的に進める必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

１）ＣＯ２有効利用拠点化推進事業 

ＣＯ２が得られる広島県大崎上島を研究拠点に、複数の企業や大学等が要素技術開発および実

証試験等を行うための拠点化に向けた検討および整備を行い、拠点の運営業務、要素技術開発

および実証試験の総括的な評価等を行う。 

２）研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業 

２０３０年の実用化に向け広島県大崎上島の研究拠点において、ＣＯ２有効利用に係る要素技

術開発および実証試験を実施する。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  複数の企業や大学等が要素技術開発および実証試験等を行うための拠点化に向けた検討およ

び整備を行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発を行い、実現可能性を検討し、拠点候

補地で行うべき事業を選定する。 

 

［最終目標（２０２４年度）] 

  ２０３０年の実用化に向け、広島県大崎上島の研究拠点にて個々の技術開発および実証試験

を行い、各ＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ₂削減効果等を評価する。 
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研究開発項目⑨ 「ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発」［委託・助成事業］ 

１）化学品へのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２４年度 

 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源であるが、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が

比較的多い課題がある。２０１９年６月に経済産業省において策定された「カーボンリサイク

ル技術ロードマップ」において、ＣＯ２を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化や人工

光合成、メタネーションによる素材や燃料への利用等を通じて、大気中へのＣＯ２排出を抑制し

ていく方針が示された。 

化学品へのＣＯ２利用技術については、既存の化石燃料由来化学品に代替可能でありＣＯ２削

減・ＣＯ２固定化に繋がること、高付加価値品製造に利用可能であること、新規技術導入による

効率向上やコスト低減の可能性があること等から、カーボンリサイクル技術として実現への期

待は大きい。一方で、現状では基礎研究レベルに留まる研究も多く、今後重点的に技術開発に

取り組むべき分野である。 

 

２．具体的研究内容 

ＣＯ２を原料とした化学品の合成においては、ＣＯ２やＨ２Ｏから基幹物質であるＣＯ、Ｈ２の

合成ガスあるいはメタノール等を製造する技術、これら基幹物質から汎用物質であるオレフィ

ンやＢＴＸ（ベンゼン・トルエン・キシレン）等を製造する技術やバイオマス由来の化学品を製

造する技術などが必要である。これらについて高効率な製造技術の開発や、全体システムの最

適化を行う。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築を

行う。 

 

[最終目標（２０２４年度）] 

  ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について技術開発もしくは実証事業を実施し、全体シ

ステムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施する。 
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２）液体燃料へのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２４年度 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源であるが、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が

比較的多い課題がある。２０１９年６月に経済産業省において策定された「カーボンリサイク

ル技術ロードマップ」において、ＣＯ２を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化や人工

光合成、メタネーションによる素材や燃料への利用等を通じて、大気中へのＣＯ２排出を抑制し

ていく方針が示された。 

ＣＯ２由来の液体燃料については、既存の石油サプライチェーンを活用でき液体燃料の低炭素

化を促進する技術であることから、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大きい。

一方で、現状では生産効率やコストなどの面で課題が大きいことから、普及に向けて技術開発

に取り組む必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

液体燃料（ＣＯ２由来燃料またはバイオ燃料（微細藻類由来を除く））製造に関するＦＴ合成

やその他合成反応など製造プロセスの改善、バイオエタノールなど微生物利用合成ガス製造プ

ロセスの最適化検討などに取り組む。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築

を行う。 

 

[最終目標（２０２４年度）] 

  ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について技術開発もしくは実証事業を実施し、全体

システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施する。 
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３）炭酸塩、コンクリート製品・コンクリート構造物へのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２４年度 

 

１．研究開発の必要性 

 供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源であるが、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が

比較的多い課題がある。２０１９年６月に経済産業省において策定された「カーボンリサイク

ル技術ロードマップ」において、ＣＯ２を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化や人工

光合成、メタネーションによる素材や燃料への利用等を通じて、大気中へのＣＯ２排出を抑制し

ていく方針が示された。 

 炭酸塩、コンクリート製品・コンクリート構造物へのＣＯ２利用については、ＣＯ２固定化ポ

テンシャルが高いこと、生成物が安定していること、土壌改質などへの適用も見込めることな

どから、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大きく、早期の社会実装が望まれる

分野である。 

 

２．具体的研究内容 

鉄鋼スラグ、廃コンクリート、石炭灰等の産業副産物、廃鉱物、海水（かん水）等からの有効

成分（ＣａやＭｇの化合物）の分離や微粉化等の前処理の省エネ化、湿式プロセスにおける省エ

ネ化、安価な骨材や混和材等の開発などの要素技術を開発する。また、ＣＯ２発生源から製造・

供給までの一貫システム構築・プロセスの最適化、用途拡大と経済性の検討を行い事業性につ

いて検討する。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  炭酸塩、コンクリート製品・コンクリート構造物への各ＣＯ２利用技術について、要素技術開

発および全体システムの構築を行う。 

 

[最終目標（２０２４年度）] 

  炭酸塩、コンクリート製品・コンクリート構造物への各ＣＯ２利用技術について技術開発もし

くは実証事業を実施し、全体システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果お

よび経済性評価を実施する。 

 

 

 

  



 

 39 

研究開発項目⑩ 「石炭利用環境対策事業」 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

石炭は、経済性、供給安定性に優れた重要なエネルギー資源であり、「エネルギー基本計画」

においても、重要なベースロード電源と位置付けられており、今後とも新興国を中心に世界的

に利用が拡大していくと見込まれている。一方、石炭利用に伴い発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯ

ｘ、ばいじん等への対策や、石炭需要の拡大により増大する石炭灰やスラグの有効利用方策を

確立することが喫緊の課題である。 

 

２．具体的研究内容 

１）石炭利用環境対策推進事業 

 石炭利用時に必要な環境対策に関わる調査を実施する。また、今後のＣＣＴ開発を効率的

に支援するコールバンクの拡充及び石炭の発熱性に係る調査・技術開発を行う。 

 石炭灰の発生量や有効利用に関する実態調査等を行う。具体的には、国内石炭灰排出量・

利用量を把握するとともに、海外の石炭灰利用技術及び利用状況等を調査する。また、石炭

灰利用及び削減に係る技術開発を行う。 

 さらに、石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品として規格化することに

より、スラグ製品として新しい販路を開拓し、石炭灰有効利用の用途を広げる。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭灰の利用用途拡大に関する技術開発を行う。 

セメントを使用しないフライアッシュコンクリート製造技術の開発を実施する。加えて、低

品位フライアッシュの硬化体原材料としての適用範囲を把握し、有望視される用途（土木分

野、建築分野、環境分野等）に適した硬化体製造技術を確立する。 

石炭ガス化溶融スラグを利用したコンクリート構造物を製造し、強度、組成、耐久性などに

関する評価試験を実施し、信頼性・性能の確認を行う。また、コンクリートを使用する際のガ

イドラインとなる設計・施行指針を作成する。 

 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１９年度）] 

１）石炭利用環境対策推進事業 

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭の発熱性を把握することに

より、石炭の有効利用技術の確立に向けた知見を得る。 

石炭灰の有効利用、及び削減に寄与する技術の確立に向けた知見を得る。 

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化の見

通しを得る。 

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめる。 

 

２）石炭利用技術開発 
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石炭灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンクリート製造技

術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。 

 

［最終目標（２０２１年度）］ 

１）石炭利用環境対策推進事業 

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭の発熱性を把握することに

より、石炭の有効利用技術確立の見通しを得る。 

石炭灰の有効利用、及び削減に寄与する技術確立の見通しを得る。 

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化の見

通しを得る。 

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめる。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンクリート製造技

術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。加えて、石炭ガス化溶融スラグを使用したコン

クリートの信頼性・性能を示し、また設計・施行指針を作成することで、石炭ガス化溶融スラ

グの製品化用途の提案をする。 
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研究開発スケジュール 

 

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

１）次世代ガス化システム技
術開発（委託）

２）燃料電池向け石炭ガスク
リーンナップ技術要素研究
（委託）

３）ガスタービン燃料電池複
合発電技術開発（委託）

４）燃料電池石炭ガス適用性
研究（委託）

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭

利用技術開発（委託）

６）石炭火力の負荷変動対応
技術開発（委託）

７）ＣＯ２有効利用技術開発

（委託）

８）ＣＯ₂分離・回収型ポリジェ
ネレーションシステム技術開
発（委託）

９）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の要素研究（委託）

研究開発項目⑥
次世代火力発電技術推進事業（委
託）

研究開発項目⑦
次世代技術の早期実用化に向け
た信頼性向上技術開発（１／２助
成）

年度（西暦）

研究開発項目①
石炭ガス化燃料電池複合発電実
証事業
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成）

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ

実証（２／３、１／３助成）

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１

／２助成）

研究開発項目②
高効率ガスタービン技術実証事業
１）１７００℃級ガスタービン（１／２
助成）
２）高湿分空気利用ガスタービン
（ＡＨＡＴ）（２／３助成）

研究開発項目③
先進超々臨界圧実用化要素火力
発電技術開発
（２／３助成）

研究開発項目④
次世代火力発電基盤技術開発

研究開発項目⑤

ＣＯ２回収型次世代IGCC技術開発

（委託）

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

※

1 実証機の設計・製作・試運転

※

1

調査等

ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発

基盤

技術

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

信頼性向上技術開発

※

酸素吹

ＩＧＣＣ実証

ＡＨＡＴ

実証

※1

※1

※1

※

2

※1
Ａ-ＵＳＣ実証

※

2

※

2

※

2

基盤技術

開発

2018年度以降は研究開発項目⑤へ統合

基盤技術開発

2018年度以降は新規公募にて研究開発項目④８）で実施

基盤技術

開発

基盤技術開発

基盤技術開発

◇中間評価、 事後評価 

※１ 経済産業省にて実施したプロジェクトで２０１６年度からＮＥＤＯへ移管 

※２ ＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクトにて実施 
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1982 ～ 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

１）化学品へのＣＯ₂利用技術
開発

２）液体燃料へのＣＯ₂利用技
術開発

３）炭酸塩、コンクリート製品・
コンクリート構造物へのＣＯ₂
利用技術開発

１）石炭利用環境対策推進事
業

２）石炭利用技術開発

年度（西暦）

研究開発項目⑧
ＣＯ２有効利用拠点における技術
開発（委託・助成）

研究開発項目⑨
ＣＯ₂排出削減・有効利用実用化技
術開発（委託・助成）

研究開発項目⑩
石炭利用環境対策事業

研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業

４

化学品へのＣＯ₂利用技術開発

液体燃料へのＣＯ₂利用技術開発

炭酸塩、コンクリート製品・コンクリート構造物へのＣＯ₂利用技術
開発

石炭発熱性調査・先導研究、スラグの規格化、石炭灰発生量及

び有効利用実態調査、石炭灰利用・削減技術開発等

※

2

※1

石炭ガス化溶融スラグのコンクリート

実規模性能試験

セメント不使用フライアッシュ製造技術開発

ＣＯ２有効利用拠点化推進事業

※１ 経済産業省にて実施 

※２ ＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクトにて実施 



  

2-2 

２．分科会公開資料 
次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。 
 



2020年10月2日

「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／
⑤CO2回収型次世代IGCC技術開発」

（前倒し事後評価）

NEDO

（2015年度～2020年度 6年間）

環境部

プロジェクトの概要 （公開）

資料５

発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化に向けた
取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化に向けた戦略
(2)成果の実用化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組

1



【参考】「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発」事業一覧*

＊一部抜粋
◇中間評価、◆事後評価

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

１）次世代ガス化システム技
術開発（委託）

２）燃料電池向け石炭ガスク
リーンナップ技術要素研究
（委託）

３）ガスタービン燃料電池複
合発電技術開発（委託）

４）燃料電池石炭ガス適用性
研究（委託）

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭

利用技術開発（委託）

６）石炭火力の負荷変動対応
技術開発（委託）

７）ＣＯ２有効利用技術開発

（委託）

８）ＣＯ₂分離・回収型ポリジェ
ネレーションシステム技術開
発（委託）

９）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の要素研究（委託）

年度（西暦）

研究開発項目①
石炭ガス化燃料電池複合発電実
証事業
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成）

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ

実証（２／３、１／３助成）

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１

／２助成）

研究開発項目②
高効率ガスタービン技術実証事業
１）１７００℃級ガスタービン（１／２
助成）
２）高湿分空気利用ガスタービン
（ＡＨＡＴ）（２／３助成）

研究開発項目③
先進超々臨界圧実用化要素火力
発電技術開発
（２／３助成）

研究開発項目④
次世代火力発電基盤技術開発

研究開発項目⑤

ＣＯ２回収型次世代IGCC技術開発

（委託）

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

※

1 実証機の設計・製作・試運転

※

1

ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発

基盤

技術

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

※

酸素吹

ＩＧＣＣ実証

ＡＨＡＴ

実証

※1

※1

※1

※

2

※1
Ａ-ＵＳＣ実証

※

2

※

2

※

2

基盤技術

開発

2018年度以降は研究開発項目⑤へ統合

基盤技術開発

2018年度以降は新規公募にて研究開発項目④８）で実施

基盤技術

開発

基盤技術開発

基盤技術開発

2

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

事業の目的
石炭火力発電の効率向上、効率的なCO2回収システム

によるCO2排出量の抑制

CO2を約100%回収しつつ高効率を達成する
CO2回収型次世代IGCC技術を開発

社会的背景
温暖化対策は世界的課題

高効率発電技術と効率的なCO2回収システムによる
CO2排出量削減の必要性

3



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け（その１）

4出典：経済産業省 次世代火力発電の早期実現に向けた協議会、「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」（2016年6月）

次世代火力発電に係るロードマップ

５．2030年度に向けた取組の中心となる石炭、LNG火力に関する方針
・2030年度に向け、石炭火力、ＬＮＧ火力それぞれで設備の新陳代謝による高効率化が必要
エネルギーミックスでは、石炭火力、ＬＮＧ火力について、高効率化を進めつつ環境負荷の低減と両立しながら
活用する方針を提示している。

６．2030年度以降を見据えた取組に係る技術に関する方針
・ＣＣＵＳ技術及び水素発電技術は、火力発電からのＣＯ２排出量をゼロに近づける切り札と
なり得るものであり長期的視点を持ちつつ戦略的に推進

・ＣＣＵＳ技術の開発方針

ＣＯ２分離回収技術は、2020年代後半から2030年頃に経済的な回収技術を確立
ＣＣＵＳが実際に実用化されるためには、前提として経済的なＣＯ２分離回収技術の確立が不可欠である。従来
技術では、ＣＯ２回収設備の設置・稼働が発電コストを相当押し上げ、また、設備の稼働による電力消費が全体
の発電効率を低下させることから、貯留の点を除いても経済性の面で相当の課題がある。
そのため、当面は、複数の技術開発を並行して継続し、2020年代後半から2030年頃にかけて、経済的な回収技術
を確立させることを目指す。

８．個別技術の開発方針 -2030年度以降を見据えた取組に係る技術
クローズドＩＧＣＣ
ＣＯ２分離回収に最適化した発電方式（ＩＧＣＣ）。当面、要素技術の開発を継続する。／今後、他の競合技術
との優位性を精査しつつ、さらなる開発を進める。

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

5出典：経済産業省 次世代火力発電の早期実現に向けた協議会、「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」（2016年6月）

◆政策的位置付け（その２）
次世代火力発電に係るロードマップ



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

6

革新的環境イノベーション戦略
2050年までにCO2分離回収コスト1,000円/t-CO2を目指し技術開発を行う。

様々なCO2排出源に対応する分離回収能力を獲得することを目指す。

（参考５）イノベーションによるコスト削減 CO2分離回収の例

出典：統合イノベーション戦略推進会議決定、「革新的環境イノベーション戦略」（2020年1月）

◆政策的位置付け（その３）

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆技術戦略上の位置付け（その１）

7

CO2回収関連技術の開発の見通し



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

8

カーボンリサイクル技術ロードマップ
• CO2を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化や人工光合成、メタネーション

による素材や燃料への再利用等とともに、大気中へのCO2排出を抑制していく。
• CO2回収を容易にするためのプロセス技術として、クローズドIGCCの開発を進める。

出典：経済産業省、「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（2019年6月）

◆技術戦略上の位置付け（その２）

◆本プロジェクトの概要と経緯

9

■次世代ガス化技術開発
（2015～2018年度）

<概要>
GT排熱で作った水蒸気で石炭の一部をガス化すれ

ば、酸素供給量が低減され、送電端効率が向上する
可能性がある。
<2018年度目標（最終目標）>

水蒸気添加ガス化により既存IGCCを凌ぐ高効率石
炭ガス化発電システムの見通しを得る（得た）。

■CO2回収型クローズドIGCC技術開発
（2015～2019年度）フェイズ1:2008～2014年度

<概要>
IGCCの排ガスを再循環しガス化剤やGT燃焼器の希釈

剤などに用いれば、CO2回収後も高い効率を維持できる。
<2019年度目標（最終目標）>

送電端効率42%HHVを見通すための要素技術を確立す
る（した）。

■CO2回収型次世代IGCC技術開発（2015～2020年度）

<2020年度目標（最終目標）>
両技術の相乗効果として、CO2回収型クローズドIGCCの目標効率から更に0.5ポイント程度の向上の見通しを得る。

統合・延長

中間評価結果を踏まえ、2018年度から統合

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性



10

CO2回収型クローズドIGCCの概要

O2/CO2ガス化、乾式ガス精製、セミクローズドＧＴの採用により、
CO2を約100％回収後も送電端効率42%の高い効率が期待できる

ガ
ス
化
炉

酸素

CO2

石炭

GT ST G 電力
合成
ガス

CO: 66%
H2: 24%
CO2: 5%

Comb.

酸
素 CO2循環

Comb.:燃焼器
GT: ガスタービン
ST: 蒸気タービン
G: 発電機
HRSG：排熱回収ボイラ

CO2循環

乾
式
精
製

HRSG
CO2搬送

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

11

従来システムとの発電効率の比較

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

CO2回収型クローズドIGCCは、CO2を約100％回収しつつ、送電端効率42%の
高い効率が期待できる。

ゼロエミッション型の石炭火力発電の実現に向けた有望なシステム。

CO2回収型
クローズドIGCC

従来型CO2回収型
IGCC

出典：NEDO成果報告書
「CO2回収型次世代
IGCC技術開発」
（2008～2014年度）1,500℃級GT1,300℃級GT

Pre-combustionシステムは
蒸気抽気等で発電端効率が低下

シフト反応器等への
蒸気抽気による

発電端効率
の低下はない

発 送 発 送 発 送 発 送 発 送



12

次世代ガス化（水蒸気添加ガス化）の概要

水蒸気添加ガス化による冷ガス効率向上、送電端効率向上

酸素
酸素側

空気側

高温酸素透過膜空気 石炭

生成ガス

水蒸気

噴流床ガス化

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

13

シフト反応器やCO₂回収装置が不要

蒸気系からガス化剤として抽気

CO2回収型次世代IGCCの概要

（参考）従来型CO₂回収型IGCC

CO2回収型クローズドIGCCに水蒸気添加ガス化を適用することにより、
送電端効率の更なる向上が期待できる

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性



14

シフト反応器やCO２回収装置が不要になることに加え

ガス化

O2/CO2ガス化、水蒸
気添加ガス化による
ガス化性能の向上

ガス精製

乾式ガス精製システムの
採用による効率向上

ＧＴ燃焼

セミクローズドＧＴの採用
による効率改善

CO2回収型次世代IGCCの概要

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆国内外の研究開発の動向と比較（その１）

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

15

超臨界CO2サイクル発電システム（Allam Cycle）

米国では超臨界CO2サイクル発電システムであるAllam Cycleの開発に取組んでいる。

＜開発動向＞
2009年～：8 RiversにてAllam Cycleの開発に着手
2010年：実証機向けの設計に着手
2013年1月：5MWth燃焼器の運転を開始
2016年3月：テキサス州で25MWe実証機（天然ガス焚き）の建設開始（試運転まで含めて$140mil.のプログラム）
2016年11月1日：東芝からタービン・燃焼器を出荷
2017年5月24日：タービン・燃焼器含む機器の建設工程を90%完了。フル負荷運転前の予備試験を実施。
2018年5月：25MWe実証機（天然ガス焚き）の燃焼試験開始（First-fire）
2022年：300MW級商用機（天然ガス焚き）のPre-FEEDを終え、2022年の初並列を目指し、調整中。

＜主な特徴＞
CO2回収設備が不要であり，シンプルなサイクル
ほぼ100%のCO2を回収し、直接地中貯留が可能
NOx、 SOxの同時除去技術を採用

ベースとなる基本コンセプトの研究開発が天然ガスを用
いて進められており、動向を注視する必要がある。
CO2回収型クローズドIGCCでは石炭を燃料としており、
ガス化、ガス精製技術に注力。
Allam Cycleのガスタービン技術が活用できれば以降の
開発の効率化が図れる。



◆国内外の研究開発の動向と比較（その２）

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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酸素燃焼CO2回収技術（微粉炭石炭火力発電）

• 酸素とCO2で石炭を燃焼し、ボイラ排ガスの主成分をCO2として、CO2を回収する技術。

• 排ガス中のCO2濃度は約90％以上となり、また、ガス量が約1/5に削減される。

• 排ガスはそのままCO2圧縮・回収ができる（CO2分離回収装置が不要）。

酸素燃焼例 カライドA発電所4号機（豪州）
(出典：カライド酸素燃焼プロジェクトホームページより）

出典：カライド酸素燃焼プロジェクトプレスリリース資料2015.3.2

ボイラ
排煙
処理

圧縮
石炭

酸素

CO2

CO2

貯留

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

17

「CO2回収型次世代IGCC」は、O2/CO2ガス化、水蒸気添加、及び乾式

ガス精製などを適用することにより、CO2を約100％回収しても高い発電

効率が期待できる。⇒社会的必要性が高い。

火力発電設備メーカーの海外競争力強化に貢献できる。

研究開発の難易度が高く、実用化までのリードタイムが長いことから、

民間企業だけではリスクが高い。

NEDOは、大崎クールジェンプロジェクトなどのIGCC技術開発に関する

知見・実績が豊富であり、マネジメント力を活かした産学連携により、

事業を推進できる。

ＮＥＤＯがもつこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業



◆実施の効果（費用対効果）（その１）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性
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石炭火力は2019～2040年にかけて世界全体で約687GW新設（リプレース含む）され
（31.2GW/年）、うちアジア・大洋州が約547GW増加（24.9GW/年）と新設容量の約８０％
を占める見込み。

全体：1100万kW/年
石炭：440万kW/年

全体：1000万kW/年
石炭：400万kW/年

全体：3100kW/年
石炭：1240万kW/年

全体：9000万kW/年
石炭：3600万kW/年

全体：1700万kW/年
石炭：680万kW/年

北米(OECD)

南米(ラテンアメリカ)

欧州(OECD) 東欧・ロシア・CIS

中東・アフリカ

全体：3200万kW/年
石炭：1280万kW/年

上段：①：2016～2030の発電設備容量増加量の推算
※IEA「World Energy Outlook 2008」より

下段：②：①×0.4=石炭火力発電の設備容量増加量

アジア・大洋州

全体：1100万kW/年
石炭：440万kW/年

全体：1000万kW/年
石炭：400万kW/年

全体：3100kW/年
石炭：1240万kW/年

全体：9000万kW/年
石炭：3600万kW/年

全体：1700万kW/年
石炭：680万kW/年

北米(OECD)

南米(ラテンアメリカ)

欧州(OECD) 東欧・ロシア・CIS

中東・アフリカ

全体：3200万kW/年
石炭：1280万kW/年

上段：①：2016～2030の発電設備容量増加量の推算
※IEA「World Energy Outlook 2008」より

下段：②：①×0.4=石炭火力発電の設備容量増加量

全体：1100万kW/年
石炭：440万kW/年

全体：1000万kW/年
石炭：400万kW/年

全体：3100kW/年
石炭：1240万kW/年

全体：9000万kW/年
石炭：3600万kW/年

全体：1700万kW/年
石炭：680万kW/年

北米(OECD)

南米(ラテンアメリカ)

欧州(OECD) 東欧・ロシア・CIS

中東・アフリカ

全体：3200万kW/年
石炭：1280万kW/年

上段：①：2016～2030の発電設備容量増加量の推算
※IEA「World Energy Outlook 2008」より

下段：②：①×0.4=石炭火力発電の設備容量増加量

アジア・大洋州

上段：発電設備全体の新設容量（GW/年）

下段：石炭火力の増加新設容量（GW/年）

※｢World Energy Outlook 2019｣に記載の2019年～2040年
の新設容量を基に１年あたりの新設容量を想定した。

全体：53.0GW/年

石炭： 2.6GW/年

全体：12.0GW/年

石炭：1.5GW/年

全体：38.9GW/年

石炭：1.8GW/年
全体：217.8GW/年

石炭：24.9GW/年

全体：49.1GW/年

石炭：0.2GW/年

全体：14.3GW/年

石炭：0.3GW/年

◆実施の効果（費用対効果）（その２）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性
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国内ターゲット市場

・2040年以降の本格導入を想定し、リプレース需要（1.5GW/年）の内、1/6についてCO2回収型

次世代IGCCが導入されると試算すると、経済効果は約700億円/年となる。

※コスト等検証委員会で提示された2030年の石炭火力建設単価28.75万円/kWをベースに試算

（1.5GW/年 × 1/6 × 28.75万円/kW ＝ 約700億円/年）

・従来型CO2回収型IGCC（送電端効率40％）と比較し、CO2回収型次世代IGCC（送電端効率

42.5％）は発電効率が約2.5ポイント向上するため、1基（540MW級、3,400t/日）あたりの燃料費

を約6％（約4億円/年）削減できる。

※一般炭CIF価格 8,450円/t (2020年6月)をベースに試算

（3,400t/日 × 365日/年 ×0.7(稼働率) × 8,450円/t × 0.06 ＝ 約4億円/年 ）

海外ターゲット市場

・2019年～2040年にかけて世界全体で687GWが新設（リプレース含む）され、その内、産炭国

の多いアジア・大洋州では24.9GW/年の見込み。

・海外への展開時期は2050年代以降となるものの、上記の24.9GW/年をベースに、その内1/6

についてCO2回収型次世代IGCCが導入されると試算すると、経済効果は約1.2兆円/年となる。

※「World Energy Outlook2019」に記載の2019～2040年の新設容量を基に試算

プロジェクト費用の総額（6年間）：約４４億円



◆実施の効果（費用対効果）（その３）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性
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CO2削減効果の試算（国内想定）

現行USCとの発電効率（送電端効率，HHV以下同)およびCO2排出量の比較

発電効率
kWhあたりの
CO2排出量

CO2排出量※2 CO2

削減量
CO2

削減割合

現行USC 40% 0.82kg/kWh 250万t/年 ベース ベース

IGCC（1,500℃級） 46% 0.71kg/kWh 218万t/年 32万t/年 約13%

IGCC（水蒸気添加ガス化） 48%※1 0.68kg/kWh 208万t/年 42万t/年 約17%

発電効率
kWhあたりの
CO2排出量

CO2排出量※2 CO2

回収量
CO2

削減割合

従来型CO2回収型IGCC 40% 0.08kg/kWh 25 万t/年 225 万t/年 約90%

CO2回収型次世代IGCC 42.5% 0 kg/kWh 0 万t/年 240 万t/年 約100%

※1： 水蒸気添加による効果のみを考慮。乾式ガス精製および酸素製造の高効率化による効果は含まず。
※2： 500MWに適用された場合の排出量を試算

500MW×8,760時間×0.7（稼働率）＝3,066,000 MWh／年
現行USC： 3,066,000,000 kWh／年×0.82kg/kWh＝2,514,120 t-CO2/年≒250万ｔ/年

◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

21

最終目標（2020年度）
CO2回収型クローズドIGCCについては、2019年度までに送電端効
率42%（高位発熱量基準）を見通すための要素技術を確立する。
次世代ガス化システムについては、2018年度までに既存のIGCC
（1500℃級GTで送電端効率46～48％）を凌駕する高効率石
炭ガス化発電システムの見通しを得る。
両技術の相乗効果として、2020年度までにCO2回収型クローズド
IGCCの目標効率から更に0.5ポイント程度の向上の見通しを得る。

【目標設定根拠】
• 現時点の主力石炭火力USCの送電端効率42％を目標効率とし
て設定し、CO2回収後も維持できることを目標として定めた。

• IGCCでは、ガス化炉への水蒸気注入により送電端効率が向上する
可能性があるため、既存IGCCの送電端効率46～48%を凌駕で
きることを目標として定めた。



◆研究開発のスケジュールと費用

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

研究開発項目 2015 2016 2017 2018 2019 2020
◇

中間評価
◆

事後評価

クローズ

ドIGCC

①O2/CO2ガス化

実証と設計指針

の確立

③炭種適合性評

価ツールの構築

④乾式ガス精製

システムの構築

⑤システム全体

検討

次世代

ガス化

②水蒸気添加に

よる冷ガス効率

向上効果の検証

3TPD炉 設備改造 ガス化試験

50TPD炉 設備改造 ガス化試験

相乗効果評価

設計指針とりまとめ

3TPD炉 設備改造 3TPD炉 試験（水蒸気添加）

リダクタ炉 設計・製作 リダクタ炉 試験（ﾀｰﾙ挙動把握、相乗効果把握）

商用規模ガス化炉 数値解析

スート生成モデル組込みと3TPD解析による検証 炭種拡大 相乗効果評価

スラグ排出性評価ツール改良 高精度化

50TPD炉用試験設備の製作 性能評価試験

3TPD炉用試験設備の製作 高圧脱硫試験評価 水蒸気添加影響評価

装置解体調査

試験装置製作 実ｽｹｰﾙ燃焼器性能解析 設計指針とりまとめGT燃焼器基礎燃焼試験

単一バーナ試験装置による排気循環燃焼試験

諸検討結果の次世代IGCC全体システムへの反映、効率・コスト評価

総額 2015 2016 2017 2018 2019 2020

4,434 382 1,627 952 504 684 285

（単位：百万円）
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◆研究開発の実施体制（その１）
２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性
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NEDO

(一財)電力中央研究所 三菱日立ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞ㈱

委託 委託

三菱重工業㈱

委託

九州大学 福岡大学 名古屋大学 愛媛大学 福岡女子大学

プロジェクトリーダー（PL）
(一財)電力中央研究所
牧野 尚夫

指示

協議

再委託

CO2回収型クローズドIGCC技術開発 （2015～2017年度）

NEDO

(一財)電力中央研究所
委託

九州大学 名古屋大学 (国研)産業技術総合研究所

プロジェクトリーダー（PL）
(一財)電力中央研究所
牧野 尚夫

指示

協議

再委託

次世代ガス化システム技術開発 （2015～2017年度）



◆研究開発の実施体制（その２）
２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

NEDO

(一財)電力中央研究所
・3TPD炉ガス化試験
・水蒸気添加効果の検証
・炭種適合性評価ツール構築
・ガス精製システムの構築

三菱パワー㈱※

・ 諸検討結果の全体システム
への反映

委託 委託

三菱重工業㈱
・50TPD炉ガス化試験
・実スケールGT燃焼器の
性能解析

委託

九州大学 福岡大学 名古屋大学
・炭種適合性評価ツール構築 ・炭種適合性評価ツール構築 ・炭種適合性評価ツール構築
（タール改質挙動の解明、 （溶融スラグ排出性評価ツール （スート生成挙動の解明、
スラグ物性値予測式の高精度化） の改良） スート生成反応モデル構築）

愛媛大学 (国研)産業技術総合研究所 福岡女子大学
・炭種適合性評価ツール構築 ・水蒸気添加効果の検証 ・ガス精製システムの構築
（構造データの予測式への反映） （タール改質促進技術の開発） （炭素析出対策の検証）

プロジェクトリーダー（PL）
(一財)電力中央研究所
牧野 尚夫

指示

協議
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再委託

CO2回収型次世代IGCC技術開発 （2018年度～2020年度）

※三菱日立ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞ㈱から
社名変更(2020年9月～)

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

25

PMによる進捗管理
PLや実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握し
た。また、従事日誌、月間工程表、執行管理表および適宜ヒ
アリング等により実施状況を確認し、目標達成の見通しを常
に把握することに努めた。

PLによる進捗管理
共同実施者間での打合せや再委託先との打合せを頻繁に行
うとともに、それに基づいた情報連絡会および再委託連絡会
を定期的に実施し、各研究開発項目の進捗状況、成果およ
び課題を把握し、プロジェクト計画や工程に反映させた。

PM及びPLによる開発技術の活用検討
本事業におけるO2/CO2吹きガス化技術等の成果を踏まえ、
産業用ガス化炉への新たな展開（ポリジェネレーションシステ
ム）を検討した。



◆動向・情勢の把握と対応

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性
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情勢の変化

2018年7月に閣議決定された「エネルギー基本計画」の中で、石炭は安定供給性や
経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として再評価されている。
2019年6月に閣議決定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」の中で、
2050年までの温室効果ガスの80％排出削減の実現に向けて、石炭火力発電につい
ては商用化を前提に2030年までにCCSを導入することを検討することとしている。
2019年6月に経済産業省によって策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」
の中で、CO2分離回収技術の低コスト化として、1,000円台／t-CO2を2030年のター
ゲットとしている。
2020年7月3日、梶山経済産業大臣は、非効率な石炭火力のフェードアウトや再エネ
の主力電源化を目指していく上で、より実効性のある新たな仕組み導入の検討を指
示した。
2020年7月9日、第47回経協インフラ戦略会議においては、相手国から要請があった
場合は、USC以上であって我が国の最先端技術を活用した環境性能がトップクラス
の石炭火力発電の導入を支援することとしている。

⇒本事業の早期実用化が引き続き重要である。

事業開始（2015年度）以降、下記のような情勢変化があり、本事業の早期実
用化が引き続き重要な状況にある。

◆中間評価結果への対応（その１）

指摘 対応

1

現在主な目標が送電端効率と
なっているが、ある程度の目途が
立った後は、連続運転等の信頼
性、設備コスト、炭種適合性など
を目標に加味することが望ましい。

設備コスト、炭種適合性についてはこれまでの試験にて検証中
である。複数炭種で試験を行い、検証結果を設計指針等に反
映させている。
連続運転の信頼性については、フルスペックの実証試験段階に
おいて検証を行う予定。

2

全体的に主要目的の実証試験を
実施するための設備改造計画が
中心となっており、定量的な目標
はあまり設定されていない。本格的
な実証試験が開始されれば、
種々のトラブルも想定されるので、
速やかに試運転から本格運転が
実施できる準備とモデル解析に必
要な条件設定や基礎的なラボ試
験による課題抽出に努力して頂き
たい。

定量的な目標値は送電端効率として設定しており、達成する
ための技術開発要素を明確に設定している。クローズドIGCC
は2017年度下期より50TPD炉を用いた試験を開始。これま
で、シミュレーションやラボ試験の成果を踏まえ、次年度の試験
条件等の検討を進めてきた。
事前に種々の予備検討を重ねた結果、試運転から本格運転
に速やかに移行し、所期の実証試験を実施することができた。
並行して基礎検討によるサポートの準備も進めてはいたが、特
にトラブルなく試験が遂行された。

下記は、主な指摘事項に対する対応。

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性
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◆中間評価結果への対応（その２）

指摘 対応

3

次世代ガス化については情報発
信が少ないように思われる。
本技術の先進性・有効性について
社会的認知を得るとともに、市場
開拓に向けて積極的な情報発信
をすべきである。

・情報発信については、国内外の関連する技術会議を活用し
対外発表及び情報発信を積極的に行った。2019年度には、
日本機械学会 動力エネルギーシステム部門 優秀講演表彰
を受賞（電力中央研究所 梅津宏紀）。また、日本エネル
ギー学会 進捗賞（技術部門）を受賞（電力中央研究
所）した。
・本技術の先進性・有効性については、今後ユーザである電力
に情報提供していきたい。現在、メーカや電力中央研究所と研
究を進めているが、将来的には電力を取り込んで実用化を進め
たいと考えている。

４

CO2回収型クローズドIGCC技術
開発と次世代ガス化技術開発に
ついて、技術開発成果の相乗効
果及び効率化の観点から両プロ
ジェクトを統合するようコメントを受
けた。

2018年度から両プロジェクトを統合し、「CO2回収型次世代
IGCC技術開発」を実施。
両技術の相乗効果として、CO2回収型クローズドIGCCの目標
効率から更に0.5ポイント程度の向上の見通しを得ることを目
標に設定。

下記は、主な指摘事項に対する対応。

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性
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２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産権等に関する戦略

29

【基本戦略】
ノウハウとして保有する方が有利な技術は出願しない。
知財として確保する方が有利な技術については積極的に特許
として出願する。

CO2回収型クローズドIGCC

ガス化システムおよびガス化システムの運転方法、ガスター
ビン燃焼器および発電システムならびに不純物除去剤の再生
システム等のコア技術について権利化に積極的に取り組む。

次世代ガス化システム

冷ガス効率向上のための設計手法や条件設定手法はノウハ
ウとして保有する。ガス化炉構造の改良など設計に関わる技術
については権利化に積極的に取り組む。



２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産管理

30

本プロジェクトにおいて発生する知的財産に関しては、以下の通り。

本プロジェクトで得られた知財については、関係各機関の知
財管理部門と連携し、特許管理、知財管理を進める。

「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
新エネルギー・産業技術業務方法書」第25条（委託の成果

に係る知的財産権の帰属）の規定等に基づき、原則として、
事業成果に関わる知的財産権は全て委託先に帰属させる。

◆研究開発項目毎の目標と達成状況（その１）

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

31

研究開発項目 最終目標 成果 達成度

①O2/CO2ガス化実証
と設計指針の確立

a) 50TPD炉ガス化試験
による検討

・50TPD炉を用いた炭種変化試
験を実施する。また、水蒸気添
加によるデータを取得する。
・取得データを解析してO2/CO2

吹きガス化炉設計指針をとりまと
める。

・O2/CO2ガス化試験を行い、石炭性状に応じてガス化炉酸素比等を調
整することで、複数の炭種に対しガス化特性（ガス組成、発熱量、スラグ
排出性）を評価した。また、水蒸気添加時のデータを取得した。
・50TPD炉にて取得したデータを基に、従来にないO2/CO2吹きガス化炉
設計指針をとりまとめる予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 3TPD炉ガス化試験
による検討

・3TPD炉を用いたCO2濃度変化
試験を行う。
・水蒸気ガス化反応促進技術を
加えた相乗効果を確認する。

・3TPD炉でO2/CO2ガス化試験を行い、CO2濃度増加によりガス化反応
が促進されることを明らかにした。
・3TPD炉のO2/CO2ガス化試験で水蒸気を添加することにより、ガス化反
応が一層促進することを確認する予定。

△
(2020年12月
達成予定)

②水蒸気添加による
冷ガス効率向上効果
の検証

a) 3TPD炉およびリダク

タ炉による水蒸気添加
効果の検証

・3TPD炉による水蒸気添加ガス
化試験を行い、ガス化性能やス
ラグ排出性を評価する。
・0.1TPD規模のリダクタ炉を用い
た試験により、水蒸気添加ガス
化時のタール生成挙動を評価す
る。

・3TPD炉で複数炭種に対して水蒸気添加ガス化試験を行い、スラグの
安定排出性を確保しながら、冷ガス効率を向上できる条件を明らかにし
た。
・リダクタ炉を用いて水蒸気添加ガス化を想定した試験を行い、生成ガス
中タール濃度のガス化条件による違いを明らかとする予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 数値解析による水蒸
気添加方法の適正化

・商用規模ガス化炉内数値解析
技術を整備し、商用機ガス化炉
における水蒸気添加方法の最適
化を検討し、実現可能な冷ガス
効率を見積もる。

・3TPD炉の三次元数値解析結果を前述②a)の水蒸気添加ガス化試験
結果と比較することにより、これまでに改良を進めてきたガス化炉内三
次元解析技術の妥当性を確認した。
・商用規模ガス化炉を対象とした三次元数値解析により、水蒸気混合状
況や生成ガス組成などを把握し、適切な水蒸気投入条件の設定により、
高い冷ガス効率が得られることを確認した。

○

c) 水蒸気添加噴流床

ガス化炉におけるター
ル改質促進技術の開
発

・残留タールの低減を図るため、
接触改質反応が効果的に進む
反応条件を基礎的な実験により
明らかにする。

・水蒸気やCO2 によるガス化条件、および複数の温度・圧力条件の反応
実験を行い、チャー(未燃炭素粒子)の存在により、重質タールと軽質
タールがともに低減することを明らかにし、この接触改質効果を予測する
ことが可能となった。

○

○達成、 △達成見込み、 ☓未達



◆研究開発項目毎の目標と達成状況（その２）
３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

研究開発項目 最終目標 成果 達成度

③炭種適合性評価ツー
ルの構築

a) 数値解析によるガス化

炉内現象の解析精度向
上

・O2/CO2吹きガス化炉内数
値解析について、評価可能
な炭種を拡大する。
・O2/CO2ガス化と水蒸気添
加の組合せによる相乗効果
を検討可能な数値解析コード
を構築する。

・O2/CO2吹きガス化炉を想定した高温高圧下に適用可能なチャーガス化反
応速度データを拡充し、数値解析コードに組み込み、瀝青炭から褐炭におよ
ぶ9炭種について、ガス化炉内現象（組成、流速、温度の炉内分布等）を踏ま
えた炭種適合性評価を可能とした。
・O2/CO2ガス化と水蒸気添加の組合せによる相乗効果をガス化炉内数値解
析により確認する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 炭種によるスラグ排出
性評価ツールの構築

・スラグ排出性評価ツールの
解析精度向上を図るとともに、
物性予測式の予測精度向上
と適用炭種拡大を図る。

・組成調整した模擬スラグを含む高温溶融スラグの物性実測値を蓄積するこ
とにより、適用炭種拡大と予測精度向上を図った。一方で、灰の主要元素組
成から物性を予測する経験式を構築し、評価ツールに組込んだ。
・排出性が比較的近い複数スラグの評価を想定し、両者の違いを明示できる
手法を提案し、スラグ排出性評価ツールの解析精度向上を図った。

○

④乾式ガス精製システ
ムの構築

a) 50TPD炉ガス化ガスに
よる検討

・50TPD炉に乾式酸性ガス除
去装置を設置し、性能評価
試験を行う。

・50TPD炉に併設した乾式酸性ガス除去装置の長時間運転（最長67.5時間）
を実施し、実石炭ガス化ガスを用いた乾式ハロゲン化物除去プロセスおよび
乾式脱硫プロセスの性能を把握した。
・乾式脱硫プロセスのサイクル運転時の炭素析出に関し、ハニカム脱硫剤の
改良ならびにプラントでの対策として模擬燃焼排ガスを添加した場合の効果
を評価した。
・乾式酸性ガス除去装置を解体し、付着物等を調べて生成ガス中不純物に関
する知見を得る予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 3TPD炉ガス化ガスおよ

び基礎試験装置による検
討

・3TPD炉において高圧脱硫

試験設備を用いた性能評価
試験を行う。

・高CO濃度条件乾式ガス精製評価装置による石炭ガス化模擬ガス試験や
3TPD炉抽気ガス試験から、乾式ハロゲン化物除去および乾式脱硫の両プロ
セスの基本性能を把握した。
・プロセスの信頼性の視点から、サイクル数が増加した場合の硫黄収支や、
高い圧力条件での炭素析出抑制効果などを評価した。
・脱硫サイクル運転時の再生条件変化に伴う硫黄収支などを調べ、乾式酸性
ガス除去プロセスの性能データを拡充する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

c) 炭素析出対策の検証
・構築した炭素析出対策につ
いて、速度論的な視点からの
効果検証を行う。

・速度論的な観点から、炭素の析出機構について考察し、鉄の還元によって
促進される炭素析出に対して、本システムに組込んだ対策が有効に機能する
要因を明らかにした。

○

32○達成、 △達成見込み、 ☓未達

◆研究開発項目毎の目標と達成状況（その３）
３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

研究開発項目 最終目標 成果 達成度

⑤システム全体検討

a)単一バーナ基礎燃焼試
験による課題の抽出

・炭種やガス化条件の変化を
想定した排気循環燃焼試験
データを取得し、本システム
の課題抽出に資する。

・実機ガス化炉の炭種変化などを想定して燃料ガス組成を変えた排気循
環燃焼試験を行い、燃料中NH3から生成するNOxの濃度の排気循環によ
る影響を予測可能とした。さらに、既存脱硝装置の適用によって回収CO2

の一般的な仕様基準を満たすことを明らかとした。
・燃料ガス組成を変える燃焼試験を行い、循環ガス中CO濃度が回収CO2

の仕様基準を満たす当量比を把握し、実機で仕様を満たせることを明らか
とした。
・水蒸気投入を想定した試験データを拡充し、課題抽出に資する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 実スケールGT燃焼器
の性能解析

・1/3スケールモデルでの基
礎燃焼試験結果とCFD解析
により実機スケール燃焼器
の性能を評価する。

・ＣFD解析技術を200MW規模の実スケール燃焼器へのスケールアップ性
能解析へと展開し、炭種を変化させた際の燃焼器出口のガス温度分布、
ガス組成、燃焼器メタル温度を予測し、燃料の噴射角度やスワラの旋回角
度、耐熱コーティング(TBC)などの対策により開発目標を満足することを確
認した。
・炭種変化において、燃焼器出口CO濃度の低減が可能な最適形状を決
定し、設計指針に反映する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

c) 諸検討結果の全体シス
テムへの反映

・送電端効率42％HHVを達成
可能なシステムを構築する。
・システムにおける不純物低
減対策技術の検討を実施す
る。

・各要素機器の設定条件の妥当性を確認して「現状技術で実現可能なシ
ステム」を構築した。さらに、後述⑤d)において、詳細に送電端効率を検討
する「開発要素を含むシステム」の成立性についての評価を行った。
・システムにおける不純物低減対策技術に関する情報を収集し、本システ
ムの構成検討に反映する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

d) クローズドIGCCの性能
および発電コスト試算

・クローズドIGCCシステムに

水蒸気添加ガス化促進技術
を適用した際の効率向上効
果（0.5%程度）を確認する。

・前述③a)によるガス化炉内三次元数値解析結果や前述⑤c)などの成果
を反映し、2030年代の商用化を想定した「開発要素を含むシステム」を対
象に、送電端効率が目標の42%HHVを上回ることを確認し、その発電コスト
を評価した。
・水蒸気添加ガス化技術を適用した際の効率向上効果を確認する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

e) 次世代ガス化システム
のシステム検討

・商用規模水蒸気添加IGCC
システムの送電端効率を試
算するとともに、発電コストを
評価する。

・水蒸気添加ガス化IGCCを対象に、前述②b)のガス化炉内三次元数値解
析結果などを反映した効率解析を行い、水蒸気添加により効率が向上す
る見通しを得た。また、熱効率の向上が発電コストに及ぼす影響を評価し
た。

○

33○達成、 △達成見込み、 ☓未達



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義

34

目標の達成状況（2020年度）
CO2回収型クローズドIGCCについては、O2/CO2ガス化実証と設計
指針の確立、乾式ガス精製システムの構築等を実施し、諸検討結
果による全体システムの最適化を行い、送電端効率42%を達成す
る見通しを得た。
次世代ガス化システムについては、水蒸気添加ガス化試験及び各
種検討結果により、既存のIGCC（1500℃級GTで送電端効率
46～48％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通し
を得た。
クローズドIGCCに水蒸気添加ガス化を組合せた際の相乗効果を明
らかにするため、その送電端効率の評価を進めている。

◆各個別テーマの成果と意義（その１）
３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

35

① O2/CO2ガス化実証と設計指針の確立

従来にないO2/CO2ガス化の成立性を実証するため、石炭ガス化試験を実施した。
50TPD炉（石炭処理量50トン/日規模のガス化炉）では、CO2による石炭搬送性を検

証後、炭種変化がガス化反応性などに及ぼす影響を把握するため、燃料比が異なる
石炭4種を供試し、石炭性状が変化してもガス化炉酸素比を調整することで安定したガ
ス化性能が得られることを確認し、商用規模ガス化炉の設計指針を確立できる見込み。

50TPD炉試験設備

性能予測値

冷
ガ

ス
効

率
（
－

）

第二炭種

第一炭種

第三炭種

第四炭種

酸素比（－）

炭種変化時のO2/CO2ガス化性能
スラグ排出状況

(第一炭種)



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

36

② 水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証

3TPD炉（石炭処理量3トン/日規模のガス化炉）を用いて、ガス化炉へ水蒸気を添加する
ことによるガス化反応促進効果を検証した。さらに、この試験結果で妥当性を確認したガス
化炉内三次元数値解析技術を用いて、商用規模ガス化炉の炉内現象（組成、流速、温度
の炉内分布）を予測し、水蒸気添加により高い冷ガス効率が得られることを明らかとした。

3TPD炉の概略系統図
（過熱水蒸気の供給設備を導入）

(1)S/C=0 (2)S/C=0.2
水蒸気添加によるガス化炉内温度分布変化(例)

（S/C＝投入蒸気量÷投入石炭量）

2500℃

500℃

◆各個別テーマの成果と意義（その２）

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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③ 炭種適合性評価ツールの構築

粉体フィーダー
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H2ON2
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ガス分析装置
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00
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除害設備

N2

∆P

Ar

ノズル

基礎実験設備
（Drop Tube Furnace）

(1)ガス温度分布 (2)CO濃度分布
炭種によるガス化炉内現象の違い（例）

瀝青炭から褐炭までの幅広い性状の9炭種（前フェイズを含む）を対象に、基礎実験設備を
用いて、O2/CO2吹きガス化炉を想定した高温高圧下に適用可能なチャーガス化反応モデル
を作成し、ガス化炉内三次元数値解析技術による炭種適合性評価を可能とした。様々な炭
種に対し、商用規模ガス化炉の適正な運転条件での解析を行い、その性能を明らかにした。

◆各個別テーマの成果と意義（その３）



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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④ 乾式ガス精製システムの構築

50TPD炉用の
乾式ガス精製試験設備の配置図

50TPD炉抽気ガスによる乾式脱硫試験結果乾式ガス精製試験設備*のコンセプト
（＊：ハロゲン化物除去と固定床3塔方式乾式脱硫プロセス）

乾式ガス精製システムは、高温で硫黄化合物やハロゲン化
物を除去できるため、クローズドIGCCの送電端効率向上に貢
献するものと期待される。50TPD炉に、実機を想定した乾式ガ
ス精製試験設備を設置し、脱硫・再生・還元の工程を繰り返し
ながら連続約68時間の石炭ガス化実ガス精製試験を行い、乾
式ガス精製システムとしての性能や操作性を検証した。これに
より、大型化に向けた設計データを取得できた。

◆各個別テーマの成果と意義（その４）

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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⑤ システム全体検討

クローズドIGCCシステムを構成する各機器の設定条件（温度、圧力な
ど）の妥当性を確認し、その結果を基に、各種発電所で適用実績の豊富
な熱効率解析プログラム (EnergyWin®)と、本プロジェクトで改良したガス
化炉内三次元数値解析技術を連携し、クローズドIGCCの送電端効率が
目標である４２％（高位発熱量基準）を上回る見通しを得た。
従来のIGCCに水蒸気添加ガス化を組合わせた次世代ガス化システムを
対象に、ガス化炉内三次元数値解析結果を用いてプラント性能を評価し、
水蒸気添加ガス化の適用により、従来のIGCCよりも送電端効率が高位
発熱量基準で２ポイント程度上昇する見通しを得た。
クローズドIGCCに水蒸気添加ガス化を組合せた際の相乗効果を明らか
にするため、その送電端効率の評価を進めている。

◆各個別テーマの成果と意義（その５）



◆成果の普及（その１）

※2020年8月末現在

３．研究開発成果 （2）成果の普及

40

研究成果の発信

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

計

論文 4 5 5 3 5 1 23

研究発表・講演 16 14 18 27 20 2 97

受賞実績 3 2 0 0 2 0 7

３．研究開発成果 （2）成果の普及

41

2019年度 日本エネルギー学会 進歩賞（技術部門）

「高効率・低環境負荷IGCC 用乾式ガス精製システムの開発」

電力中央研究所

◆成果の普及（その２）

主な受賞実績

2019年度 日本機械学会 動力ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ部門 優秀講演表彰

「3t/日石炭ガス化研究炉を対象とした数値解析－水蒸気添加

ガス化の特性評価－」

梅津宏紀(電中研) 



※2020年8月末現在

３．研究開発成果 （3）知的財産権等の確保に向けた取組

◆知的財産権の確保に向けた取組
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主な出願特許

出願特許の状況

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

計

特許出願
（うち外国出願）

1 1 4 4 0 0 10

出願者 出願番号
国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者

一般財団法人
電力中央研究
所

特願2019-030900 国内 2019/2/22 出願

不純物除去装置、
乾式ガス精製設
備及び石炭ガス
化複合発電設備

小林 誠
中嶋 朗

三菱重工業株
式会社

特願2019-068331 国内 2019/3/29 出願

燃焼器、燃焼器
システム、及び
ガスタービンシス
テム

瀧口 智志
中尾 光宏

４．成果の実用化に向けた取組及び見通し

◆本プロジェクトにおける「実用化」の考え方
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CO2回収型次世代IGCCシステムに必要な、O2/CO2ガス化、
水蒸気添加ガス化、乾式ガス精製等に関する要素技術を確立
し、それらが石炭ガス化一貫システムや従来型IGCCに活用で
きること。



４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （１）成果の実用化に向けた戦略

◆実用化に向けた戦略（その１）
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【フェイズ２】 O2/CO2ガス化、水蒸気添加ガス化、乾式ガス精製等の成果は、産業用ガス化炉や

ポリジェネレーションシステムとして展開することで、早期の実用化が期待できる。

【フェイズ３】 数百TPD石炭ガス化一貫システムによる検証試験後に、乾式ガス精製の従来型IGCC

への適用を目指す。

【フェイズ４】 2000TPD級の実証機の商用転用を機に、CO2回収型次世代IGCCの大型商用機の

導入を目指す。

水蒸気
添加ｶﾞｽ化

現在 ▲

４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （２）成果の実用化に向けた具体的取組

◆実用化に向けた具体的取組
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水蒸気添加ガス化技術については、大型炉で実績を作り、商用規模の各種IGCCへ
の適用を目指す。

乾式ガス精製技術については、大型化と実証を進めることで、2030年代の商用規模
IGCCへ適用する。
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本事業で開発したガス化炉は、合成ガスにN2がほとんど混入しないため、産業用ガス化炉
としても高性能と期待される。

また、化学合成に適したH2 /CO比率のガスが得られるとともに、その比率を調整できる見
込みがあることから、化学合成プラントへの展開も期待できる。更に、発電と化学品を併産
することで、実質的なCO2分離・回収コストを低減し、再エネ導入等に伴う需給調整にも寄与
できる、ポリジェネレーションシステムへの展開が期待できる。

産業用ガス化炉への新たな展開

◆実用化に向けた具体的取組

４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （２）成果の実用化に向けた具体的取組

ポリジェネレーションシステムの例

４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （３）成果の実用化の見通し

◆成果の実用化の見通し
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市場ニーズ
・石炭は、新興国を中心に今後も需要が伸びるものとみられているが、その一方で、地球温暖化対策
の観点から、CO2排出量大幅削減に向けたCCUSの導入が求められつつある。

・開発したCO2回収型次世代IGCC技術の採用により、 CO2回収に伴う効率低下の低減、燃料費増加
の回避に期待できる。

・本技術の海外展開により、二国間協定を通じて、我が国のCO2排出量削減分としてカウントできるため、
環境面で貢献できる。

競合技術に対する優位性
・燃焼前回収技術については、CO2回収後で40%HHVを目指す技術開発が進められているが、CO2回収後
に42%HHVを上回る高い効率が期待される実用的なシステムは他にみられない。

・米国Net Power社、8-Rivers社などがAllam Cycle（超臨界CO2酸素燃焼IGCC）の開発を進めているが、
30MPaに及ぶ高圧システムの耐久性や同時脱硫・脱硝システムの性能など、検証すべき課題がある。

・従来型IGCCについては、さらに効率が高い水蒸気添加ガス化技術を採用すれば、燃料費を一層低減
できるとともに、CO2排出量の削減効果も大きい。

技術確立の見通し
・数百TPD石炭ガス化一貫システムによる検証試験を経て、2020年代後半に2000TPD級の実証機を
建設し、 当該実証機の商用転用を機に大型商用機の導入が可能になると考える。
・これに加え、本プロジェクト終了時点で、窒素をほとんど含まない産業用ガス化技術の商用化が、
また次フェイズ終了後に、従来型IGCCにも適用できる乾式ガス精製技術の商用化が可能となる。



◆波及効果

４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （３）成果の実用化の見通し
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新規雇用の創出
・国内の老朽発電所について、2040～2060年の間に約5GW（40万kW級×12基）が

CO2回収型次世代IGCCにリプレースされると推察され、1基のリプレース工事(4年間)で
約1千人の新規雇用が創出されると考えると、延べ約1.2万人の新規雇用が期待される。

水蒸気添加ガス化技術、乾式ガス精製技術の実用化促進
・水蒸気添加ガス化技術、乾式ガス精製技術は、CO2を回収しない従来型IGCCの効率向上にも

貢献できるため、従来型IGCCの一層の効率向上が期待される。

EORへの新規海外展開
・海外ではEOR （Enhanced Oil Recovery：原油増進回収法）向けに、CO2が20ドル/t-CO2程度で

取引されている。CO2回収型次世代IGCCのCO2分離・回収コストは1,000円台/t-CO2が見込める
ため、EOR向けに展開することも期待できる。

国内科学技術の発展
・本プロジェクトは、一部の技術開発において、再委託による大学研究者からの支援により、

開発を加速化している。こうした連携により、石炭科学関連、化学工学関連、CFD技術関連の
国内基盤技術発展を通じて、日本の研究力向上に貢献している。



  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１ 分科会議事録及び書面による質疑応答 

 



「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／ ⑤CO2  回収型次世代  IGCC  技術開発」 

（事後評価）分科会 

議事録及び書面による質疑応答 

 

阿部 正道       NEDO 環境部      主任研究員 

青戸  冬樹(PM) 　NEDO 環境部      主任 
荒川  純                  NEDO 環境部      主査 
 
＜実施者＞ 

牧野  尚夫(PL)  一般財団法人電力中央研究所    エネルギー技術研究所  研究アドバイザー 

 NEDO 環境部      部長 

 NEDO 環境部      統括調査員 

塩入 さやか　　NEDO 評価部 主査 

佐倉 浩平      NEDO 評価部 専門調査員 

NEDO 評価部 部長 

三菱重工業株式会社  総合研究所                          主席プロジェクト統括 
三菱重工業株式会社  燃焼研究部                                    主席研究員   
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研究評価委員会 

日 時：2020 年 10 月 2 日（金）13：30～17：40 
場 所：場所：NEDO 川崎本部 2301・2302 会議室（オンラインからも参加） 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 
分科会長   板谷 義紀   国立大学法人 東海国立大機構 岐阜大学 工学部 機械工学科      教授 

地方創生エネルギーシステム研究センター                    センター長 
分科会長代理 二宮 善彦   学校法人中部大学 工学部 応用化学科                          教授 
委員     赤松 史光   国立大学法人 大阪大学 大学院工学研究科 機械工学専攻  

マイクロ機械科学講座 燃焼工学領域                           教授 
委員     石橋 喜孝   常磐共同火力株式会社 IGCC 事業本部                     アドバイザー 
委員     杉村 英市   電気事業連合会 技術開発部                               技術開発部長 

委員     巽 孝夫     国際石油開発帝石株式会社 再生可能エネルギー・電力事業本部  

事業企画ユニット                            テクニカルコンサルタント 

 

＜推進部署＞ 

田中 秀明 

在間 信之 

小林 誠 一般財団法人電力中央研究所 エネルギー技術研究所 研究参事 
百合 功 一般財団法人電力中央研究所 エネルギー技術研究所 上席研究員 
沖 裕壮 一般財団法人電力中央研究所 エネルギー技術研究所 上席研究員 
梶谷 史朗 一般財団法人電力中央研究所 エネルギー技術研究所 上席研究員 
高島 竜平 
湯浅 厚志 

（リモート参加） 

藤井 貴 三菱パワー株式会社 エンジニアリング本部 プロジェクト総括部 グループ長 
 
＜評価事務局＞ 

森嶋 誠治 
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議事次第 

（公開セッション） 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 

5.1  事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント 
5.2  研究開発成果、成果の実用化に向けた取組及び見通し 
5.3 質疑応答 

 
（非公開セッション） 
６．プロジェクトの詳細説明     

6.1  CO2 回収型次世代 IGCC（ガス化関連）  
6.2  CO2 回収型次世代 IGCC（ガス精製関連） 
6.3  CO2 回収型次世代 IGCC（GT 燃焼関連） 
6.4  CO2 回収型次世代 IGCC（全体システムおよび今後） 

 
７．全体を通しての質疑 
 
（公開セッション） 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 
１０．閉会 
 
議事内容 
（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

・開会宣言（評価事務局） 

・配布資料確認（評価事務局） 

２．分科会の設置について 
・研究評価委員会分科会の設置について、資料1 に基づき事務局より説明があった。 
・出席者の紹介（評価事務局、推進部署） 

３．分科会の公開について 
評価事務局より、既に資料 2 及び 3 に基づき各委員に事前説明を実施し、委員からの質問にも回答

済みであるとの説明があった。議題 6.「プロジェクトの詳細説明」、議題 7.「全体を通しての質疑」

を非公開とした。 
４．評価の実施方法について 

評価事務局より、既に資料 4-1～4-5 に基づき各委員に事前説明を実施し、委員からの質問にも回答

済みであるとの説明があった。 
５．プロジェクトの概要説明 

5.1 事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント 
5.2 研究開発成果、成果の実用化に向けた取組及び見通し 
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推進部署より資料 5 に基づき説明があり、その内容について質疑応答が行われた。 
5.3 質疑応答 

 
【板谷分科会長】 それでは、ただ今から、質疑応答の時間に入ります。既に幾つか事前の質問等を委

員のほうから出されているかと思います。その回答等も踏まえまして、ご意見、ご質問等をお願

いできればと思います。新たに気が付いたことなどでも良いかと思います。よろしくお願いしま

す。 
【二宮分科会長代理】 今回、47 ページのところに書いてある 2020 年代後半には 2000 t/day の実証機

の建設ということが技術確立の見通しとして書かれています。今後、2020 年後半に作るとした

ときに、現在の成果を踏まえて、行わなければならない研究開発の部分はどういうところになり

ますか。 
【青戸 PM】 44 ページのスライドをご覧いただければと思います。今後、フェイズ 3 におきまして

は、ガスタービンの部分の開発要素が残っております。今回、燃焼器に関する部分の研究開発を

行っていますが、このシステムは CO2リッチなガスが、ガスタービンに流れていくということ

で、その辺りの検証が一つ、残っております。これまで開発してきました要素技術と組み合わせ

て、一貫システムを構築して検証するといったステップも残っています。 
【二宮分科会長代理】 一つは確かにガスタービンの部分が大きいかと思います。もう一つ、乾式ガス

精製の部分も、今回は連続運転時間を約 70 時間達成するなど、いろいろな試験をされたと思い

ます。それに対して、どのような乾式のガス精製に対する研究開発が必要と考えていますか。 
【小林研究参事】 電中研の小林からお答えします。これまでの検討では、乾式ガス精製はスケールが

小さいというのが実用化への最大のハードルでございます。これを大型化していくというステッ

プが非常に重要になります。その際に、現状はベンチスケールの大きさですので、脱硫サイクル

運転における熱的な収支がとれておりません。これをとれるようにするには、ある程度規模以上

のスケールのパイロットプラントで検証を進めていく必要がございます。それ以外の要素的な技

術に関しては、この後の非公開セッションでもご紹介しますが、ほとんどの課題をクリアしてい

ると考えています。 
【二宮分科会長代理】 どうもありがとうございました。 
【巽 委員】 2 件あります。1 件は、15、16 ページ辺りの国内外の研究の動向のところです。Allam 

Cycle は CO2削減に向けた一つの方策と思いますが、本プロジェクトのように石炭ガス化炉に

CO2をリサイクルして、CO2回収を容易にする、そのシステム全体を対象として実際に実施して

いるプロジェクトは他国にもありますか。もう一つは、水蒸気ガス化でスチームを添加すること

は、広く言えば、GE のスラリーフィードのように、水蒸気が大量に入ってくるプロセスと技術

的に競合するのではないかと思います。この点について教えて欲しいです。お願いいたします。 
【梶谷上席研究員】 電中研の梶谷から回答させていただきます。ご指摘いただきました GE 炉、スラ

リーフィードですので、水が大量に入ってきます。ただ、水で入れるということとになります

と、潜熱でかなり奪われてしまいます。今回、水蒸気でガス化反応を起こさせるという意味で

は、その熱が使われなくなるということで、GE 炉の場合はあまり熱的な効率は良くないといっ

たものになります。また、GE 炉以外にも酸素吹き炉の場合、高温になりますので、それを冷や

すという意味で、水蒸気を入れるという取り組みがございます。しかし、今回のガス化炉は水蒸

気を入れるという意味では同じかもしれませんが、入れ方を工夫して、効率を上げるというとこ

ろが技術のポイントになります。 
【巽 委員】 水蒸気の添加については、分かりました。CO2を全循環でリサイクルして、CO2分離な

しで回収するというシステム全体についての動向はいかがでしょうか。ほかに類例はないとは思
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っていますが、その点についての見解を教えてください。 
【沖上席研究員】 電中研の沖からご紹介させていただきます。先ほどご紹介いただきました、Allam 

Cycle は、ご紹介にもありましたように、現状では天然ガスを使ったシステムの検討段階にあり

ます。将来的なプロジェクトとしては、アメリカには石炭火力へ本システムの適用を検討すると

いう計画も、あるにはあるようですが、そのためには脱硫技術ですとか、さまざまな技術の開発

が必要となってきます。天然ガスで Allam Cycle が動いたといって、一足飛びに石炭に適用でき

るとは限りません。類似のものはあるでしょうけれども、先ほど小林も申しましたように、乾式

ガス精製に関しては要素技術がかなり進んでいるという意味も含め、日本の本技術がリードして

いると考えております。ただ、天然ガスであろうとも、いろいろなことが検討されているので、

情報をよく見ながら、私たちのプロジェクトでも取り込めるものがあれば、積極的に見ていきた

いと考えております。以上、アメリカで進んでいるものは天然ガスベースで、ある意味では、

今、私どもが取り組んでいる石炭ガス化ベースの技術とは難度も含め、大きく異なると言って良

いのではないかということです。 
【巽 委員】 今のお話で、天然ガスはよく分かりました。石炭ガスを使って、CO2を回すというのは

世の中にないので、今回の技術というのは唯一と考えてよろしいですか。 
【沖上席研究員】 はい。現状では、そうなります。 
【巽 委員】 分かりました。続きになります。特許についてお聞きします。29 ページで、いろいろな

特許を出しているということです。特許戦略についても、公開して良いものは特許で取り、秘匿

をするものはクローズドでノウハウとして進めましょうということです。これは、非常に良いと

思います。個別の特許は、日本の最も得意とする部分です。CO2を回して行うシステム全体の特

許というのは、何らかの形で押さえられているのでしょうか。もし、それがなくて、他所で押さ

えられてしまったら、全体的に実施できなくなるので、基本的な特許についての考え方を教えて

ください。 
【沖上席研究員】 全体の特許については、このプロジェクトの申請をさせていただく前に電中研の所

内研究の中で、関連するものについて出しています。 
【巽 委員】 国際特許ですか。 
【沖上席研究員】 国際特許も挙げております。 
【巽 委員】 分かりました。それを聞いて安心しました。 
【杉村委員】 素晴らしい技術だということで、将来に向けて、実証を行っていかなければいけないと

思います。そうした中で、先ほどご説明がありました 44 ページに 2040 年までのロードマップを

示した図がございます。技術によっては、早くから実用化希望があるだろうということで、その

次の 45 ページに具体例が書いてあります。例えば、ここにある水蒸気ガス化の高効率化の絵を

見ると、2020 年から 2025 年の間に矢印が入っています。既に目の前にある状態ですが、実装で

きるような状態に本当にあるのでしょうか。そうであれば、現在建設を進めているようなプラン

トもあると思います。その辺りへの展開も既に考えていらっしゃるかどうかをお聞かせくださ

い。 
【梶谷上席研究員】 電中研の梶谷からお答えします。ガス化の水蒸気を入れる技術に関しては、技術

的には本プロジェクトにおいて確立されたと考えています。実際の大型の炉に導入していくこと

を考えますと、順を追って入れることが確実ではないかと思っております。現在、建設が進んで

いるようなプラントにいきなり入れるというよりは、今後の大型プロジェクトの中で順次、導入

していって、実績を積んでいくということが現実的ではないかと考えています。 
【杉村委員】 素晴らしい技術ですので、展開できるものから実績を積んでいって、最終的には全ての

要素技術が展開された形で実装されることを期待しています。目の前で CO2の削減や効率の向上
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について、非常に言われていますので、事業者としても展開できるものから速やかに展開できる

ような取組を行っていただければと思います。 
【板谷分科会長】 では、板谷から少し質問させていただきます。先ほど、経済性評価についての説明

がありました。従来型の CO2回収の IGCC との比較は行っていますが、例えばオキシフューエル

燃焼によるボイラーとの経済性評価等はいかがでしょうか。 
【青戸 PM】 ご質問のありました酸素燃焼の微粉炭火力との比較については、プロジェクトの概要説

明資料においては試算を行っておりません。 
【沖上席研究員】 補足をさせてください。電力中研の沖です。非公開セッションのほうで、関連のご

紹介をさせていただきたいと思っておりますので、後ほどよろしくお願いします。 
【板谷分科会長】 分かりました。ありがとうございます。 
【巽 委員】 今回の CCS 技術の熱効率は非常に良いということですが、CCS に向けた CO2の純度と

いうのはどうなっていますか。これは非公開セッションで説明されますか。それとも、今のセッ

ションでよろしいですか。国際的に CCS 用の CO2にはこういう CO2濃度が何パーセント、不純

物としての可燃性ガスとか水素とか、他のものは何パーセント以下という制限があると思いま

す。その辺り、いかがでしょうか。 
【沖上席研究員】 電中研の沖です。その辺り、非公開のセッションで関連情報をご紹介させていただ

ければと思います。 
【板谷分科会長】 では、その他よろしいでしょうか。では、このセッションにつきましては、これで

終了とさせていただきたいと思います。 
 
（非公開セッション） 
６. プロジェクトの詳細説明 

省略 
７．全体を通しての質疑 

省略 
 
（公開セッション） 
８．まとめ・講評 
 
【板谷分科会長】 それでは、引き続き、議題 8 の公開セッションに戻ります。まとめ・講評というこ

とで、巽委員から始めて、最後に私の順番で講評ということで進めたいと思います。それでは、

よろしいでしょうか。お願いします。 
【巽 委員】 新型コロナウイルスのこういう厳しい環境の中で、NEDO と電中研、三菱重工業他、い

ろいろと準備していただきまして、きょうは非常によく理解することができました。特に長年、

研究開発を行っている IGCC は CO2を循環することによって、さらに CCS という点で優位性が

出てくるだけでなくコストダウンも期待できそうだという感触をつかみました。特に乾式ガス化

の精製が難しい技術だと思っていましたが、きょうのお話を聞くと、かなり有望だということで

認識を改めることができました。しかし、先ほどから議論されていますとおり、CCS がベースに

なっているものです。ロードマップ上、そして実際のニーズにおいてどのように進んでいくかと

いう出口戦略に期待したいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。以上で

す。 
【杉村委員】 フェイズ 2 は順調に進んだということで、安心してお話を聞かせていただきました。ま

た、今日聞いた技術の中で、全てがシステム一体とならなくても、要素ごとに既存の設備が展開
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できるというお話もありました。そういう準備が整ったものから、社会実装していくことを非常

に期待しています。難しい技術開発ではありますけれども、非常に期待される部分もございます

ので、引き続き、研究開発に務めていただきたいと思っています。われわれ事業者としても、期

待する部分が非常に多いですし、石炭はなかなか難しい部分もございますが、CO2の排出を抑制

しながら、世の中のために活躍できるような設備を期待していますので、引き続き、よろしくお

願いしたいと思います。 
【石橋委員】 私も長年石炭に取り組んできましたが、今が一番、アゲインストの風が吹いています。

日本のエネルギー供給を考えると、簡単に諦めるわけにもいきません。これから CO2削減という

中で、CCS はなかなか見通しがたたないと言いながらも、これを旗印に石炭を続けていかないと

厳しいのではないかと思います。そういった状況の中で、CO2回収型の IGCC という新しいアイ

デアでの研究開発はやらなければいけないことなのではないかと思っています。ただ、私も今の

IGCC にいろいろと取り組んでいますが、非常に難しい技術です。現在の IGCC ですら、これだ

け難しいのに、さらに複雑になったときに、きちんと動くのかという不安がありますが、だから

といって開発をやめるわけではありません。今、日本の既存の IGCC は日本には空気吹きと酸素

吹きの両方があって、いろいろな知見が得られると思います。そこから分かっていることを反映

して、分かっていないことはしっかり検証して、次のステップに進めていくことが大切だと思い

ます。これで分かったというのではなく、実際のプロジェクトをよく勉強しながら、より確実な

技術にしていっていただければと思っております。以上です。 
【赤松委員】 皆さま方もおっしゃっているように、石炭火力発電は世界的には大きな問題があると言

われていますが、エネルギー資源の自給率が極端に低い日本にとっては非常に要重要なエネルギ

ー源であると思います。パリ協定をはじめ、日本がやろうとしていることに対して、はしごを外

されているようなことばかりなので、こういう技術を世界的にアピールすることによって、日本

の技術力を PR していただきたいと思います。現在の微粉炭火力も世界一の発電効率ですが、

ODA を通じて発展途上国に日本の微粉炭火力発電所を建設して当事国で削減した CO2の排出量

を日本の CO2の排出量の削減量として認めていただくという二国間クレジットの提案も受け入れ

てもらえないということです。今回の技術についても現在の微粉炭火力の発電効率をはるかに凌

駕して、さらに CCS にも有利だということで、この技術を世界的に PR していっていただきた

いと思います。 
【二宮分科会長代理】 特に今回、CO2回収型の IGCC ということで、よく分からない点も、今日の説

明で非常によく分かりました。IGCC で空気吹きでは、かなり実績をもってきていて、今後大事

なのは乾式ガス精製が一つのキーポイントではないかと思いました。きょうの説明を聞きまし

て、着実に進めていることが分かりました。今後、特に乾式ガス精製の部分をぜひ、本格的な技

術として実用化できるぐらいまで高めていっていただけると、本当にこのシステムができるので

はないかと思っています。 
    もう一つ、ガスタービンの部分も大きな課題と思います。NEDO が進めて、皆さんが精力的に

取り組まれて、2030 年には何とか実用化できるという目途を立てるようなことをぜひ、お願い

したいと思います。 
【板谷分科会長】 では、最後に分科会長の板谷からコメントさせていただきます。実際にクローズド

IGCC、要するにオキシフューエルでの IGCC ということで、現状の IGCC 単独でもまだほとん

ど実用化されていない中で、非常に複雑なシステムに一生懸命取り組んでいる点で評価できま

す。こういったコロナ禍の中で大変なところ、しかも前倒しの最終評価ということで、まだ最終

結果まで至っていない部分もあろうかと思いますが、本年度中に目標を達成していただければと

思います。 
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    それから、このような石炭火力は現在、世論としては非常にアゲインストの風が吹いていま

す。相当ネガティブな雰囲気が浸透している中では、石炭火力を進めようとすると効率だけでは

なかなか受け入れてもらえない状況になってきているような気がします。日本としては、CCS あ

るいは CCUS を組み合わせた IGCC の技術を保有していることは、非常に重要ではないかと思

います。それと併せて、このような技術をできるだけ世界あるいは一般のかたがたにも分かりや

すく周知していただくことで、今後の石炭火力に対する抵抗感の緩和につなげられるように努力

していただければと思います。ただし、CO2を回収しても、行き場がないと何ともしようがあり

ません。日本の中では、貯留するにしても難しい状況です。ただし、先ほど、うまく EOR の市

場に乗れるのであれば、それが有価になる可能性が有るとの説明を伺い、それならば実用化に向

けては技術開発と並行してそのような市場開拓を推進することが必要と感じました。 
    もう一方で現在研究が進められているポリジェネレーションなどでの有価物の併産と CO2の有

効利用、いわゆるカーボンリサイクルの技術開発も併せて、両輪で進んでいかないと、なかなか

早期の実現は難しいのではないかと思っております。こちらは実施者というよりは、NEDO への

お願いになるかもしれませんが、CO2を処理してリサイクルする側の技術開発も並行して進めて

いただきたいと強く思います。 
 
【佐倉専門調査員】 皆さま、貴重なご講評をありがとうございました。ここで、傍聴の経済産業省の

方に一言お願いしたいと思います。経済産業省 資源エネルギー庁資源・燃料部 石炭課／カーボ

ンリサイクル室の佐久間 孝博 技術一係長、お願いします。 
 
【佐久間係長】 経済産業省石炭課の佐久間でございます。一言、述べさせていただきます。皆さま、

本日は朝早くから大変ご苦労さまでございます。また、日頃、火力発電の高効率化やカーボンリ

サイクル政策の展開等に多大なご理解とご協力をいただきまして、ありがとうございます。 
    皆さまにご案内のとおり、弊省は昨年からカーボンリサイクルに力を入れています。その近況

を少しご報告させていただきます。ちょうど 1 カ月前に弊省の梶山大臣が広島県大崎上島を視察

する機会がありました。そこで IGCC による高効率化の現状と、カーボンリサイクルの可能性に

ついて、かなり理解いただき、こういった技術については支援していくというコメントがあった

と聞いています。そういったこともありまして、この事業も含まれているカーボンリサイクル・

次世代火力発電の技術開発事業の予算が本年は 155 億円でしたが、来年度の要求としては 195 億

円と 40 億円近くの増額を弊省として要求することを決めて発表しております。この CO2回収型

次世代 IGCC 技術開発は、本年度で一区切りということで、皆さんにご報告いただいたとおり、

かなり堅実な成果をいただいていると思います。各委員からご指摘がありましたとおり、CO2の

出口、今後の社会実装に向けて、きちんと見ながら進めていかなければいけないと思っておりま

す。ご覧のとおり、この技術は CO2分離回収コストを 1000 円台と、かなりトップクラスの目標

を掲げているものですが、その一歩手前でポリジェネレーションというところもありますし、ご

指摘のあったように部分的な社会実装というものもあるかと思います。次のフェイズに向かうと

きに、こういった点も見据えながら、ユーザーのかたがたも巻き込みながら、ぜひ進めていただ

きたいと思っております。巻き込み方というのも、いろいろあるとは思っています。参画してい

くということが一番良いかもしれませんが、そこまでいかなくても、ヒアリングをしてコメント

をいただいたり、成果を発表したりということも含めて、ユーザーをぜひ巻き込んで、この技術

開発を進めていただければと思います。皆さん、これからも引き続き、よろしくお願いいたしま

す。ありがとうございました。 
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【佐倉専門調査員】 佐久間様、どうもありがとうございました。推進部長から、一言いただけますで

しょうか。 
 
【田中部長】 NEDO 環境部長の田中でございます。本日は本当に朝早くから長時間にわたりまして、

委員の先生方におかれましては、この分科会にご参加いただいて、貴重なご意見、コメント等を

いただきまして、誠にありがとうございました。また、最後に経済産業省の佐久間係長からもコ

メントをいただきまして、お忙しいところありがとうございます。今日 1 日、私も朝からご一緒

させていただきましたけれども、いろいろな先生方のコメントも踏まえて、このプロジェクトの

個別の要素技術については、かなり成果が出ているという印象を受けました。また、そういった

コメントをいただいたというふうに理解しております。そういった意味では、前倒しの事後評価

という形になっておりますけれども、一定の成果が出て、評価をいただいたのではないかと思っ

ております。 
    一方、最後の講評でもいろいろご指摘をいただいております。特にこのプロジェクトについて

は、今後、どのように社会実装につなげていくのかという部分に私も課題があると思っておりま

す。一方で、個別の要素技術については、かなり進展があるというところも踏まえて、できると

ころから実装につなげていくという部分もあるのではないかというご指摘もいただきました。全

く私もそのとおりではないかと思っています。技術の中には、乾式のガス精製、水蒸気添加ガス

化など、いろいろありますので、早めに社会実装できる部分はないかという視点で、我々として

も今後、取り組んでいきたいと思っています。また、このシステム全体という意味では、CCS が

なければならないという話もありました。それはもちろん、そのとおりです。外国を考えると、

EOR という出口もあります。国内でも経済産業省からもカーボンリサイクルという話がありま

したが、CCS のみならず、カーボンリサイクルにもしっかり取り組んでいます。より CO2の分

離・回収ができる環境を整えるということも十分考えられますので、それもにらみながら、分

離・回収を加えた形の今回のプロジェクト全体というところも実装に向けて、我々としても取り

組んでいきたいと思っております。その中で、少し話が出ましたがポリジェネレーションなど

も、派生型というか、今回の成果を踏まえた次の取組として、しっかり取り組んでいきたいと考

えています。NEDO としては、大崎のプロジェクトやカーボンリサイクルなど、いろいろなプロ

ジェクトを実施しています。全体を見ながら、今回の IGCC の成果をどのようにしたら、より良

いものになって、社会実装に早くつながっていくかという点を意識しながら、NEDO としてのマ

ネジメントという形で経済産業省とも協力しながら、しっかり進めていきたいと思っています。

その中では当然、ユーザーも含むということも大事というのは、おっしゃるとおりでございます

ので、そういった点も十分意識しながら、引き続き取り組んでまいりたいと考えております。こ

のプロジェクト自体は、本年度もまだあります。本年度の 3 月までの間に、着実に目標を達成で

きるようにしっかり取り組んでいきたいと思っています。いずれにいたしましても、引き続き、

我々もこのプロジェクトを踏まえてしっかり取り組んでいきたいと思いますので、委員の先生方

におかれましては、いろいろな点からまたご支援、ご協力いただきますと、非常にありがたいと

考えております。本日はどうもありがとうございました。 
【板谷分科会長】 それでは、議題 8 については、これで終了させていただきます。 
 
９．今後の予定 
１０．閉会 
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以下、分科会前に実施した書面による公開情報に関する質疑応答について記載する 
 

資料番号 

ご質問箇所 

ご質問の内容 回答 委員名 

資料 5，p.3

〜8 

商用化へ向けたロードマップは示されていま

すが，計画通り進まないとすればその最大の

障害とそれをブレークスルーする課題は検討

されているでしょうか．または直近の石炭火

力に対する世界の動向から，本ロードマップ

見直しの必要性または商用化に向けた新たな

戦略についての意見を伺えないでしょうか． 

CO2回収型次世代 IGCC の実現に向けた最大の障害は、CCS の早

期普及がまだ見通せない事です。その要因は、社会的受容性が必

須であること、また、CCS の導入を促す政策的なインセンティブ

が現時点で無いことが考えられます。一方、2050 年までに温室効

果ガス 80%削減を達成するためには、CCS の導入が不可欠です。

CO2 回収型次世代 IGCC を活用することで CCS に伴う経済的なデ

メリットを低減することができます。 

本事業の成果については、産業用ガス化炉やポリジェネレーシ

ョンシステムとして展開するなど、適用可能な技術から早期実用

化を図るため、ロードマップの見直しを行っております。 

板谷分科

会長 

資料 5，p.11 Oxy-fuel IGCC の発電端と送電端効率の差が

MHI炉のCO2回収ケースに比べて大きく見えま

すが，所内動力はアップするのでしょうか．そ

れとも逆に言えば，従来型 IGCC による CO2回

収の有無で発電端効率の差異はどのように見

積もられたのでしょうか． 

本プロジェクトで開発するシステム(Oxy-fuel IGCC)は、GT で

も酸素を使用するため、従来の酸素吹きガス化 IGCC に比べても、

酸素製造量が非常に大きくなり、それに要する所内動力も大きく

なることから、所内率が高くなります。しかし、資料 5 p11 に示

すように、本システムは発電端効率が非常に高いため、所内率が

高くても目標の送電端効率が達成できる見込みです。 

なお、従来型 IGCC における CO2 回収による発電端効率の差異

はプラントメーカの試算データです。 

板谷分科

会長 

資料 5，p.36 水蒸気添加時にはリダクタ部の温度が著しく

低下しています．色分けのコンター図なので

資料 6-1p33 の左図は 3TPD 炉、右図は商用規模の解析であり、そ

れぞれの炉壁からの熱吸収量が違いますので、両者の条件設定は

板谷分科

会長 
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定量的な値は不明ですが，全体的に 1000℃以

下の低温で比較的均一化しており，水蒸気ガ

ス化反応速度はかなり遅くなることが推察さ

れます．このことから水蒸気添加ゾーンで一

時的に反応進行後は極めてゆっくりとした反

応速度でガス化が進んでいるように考えられ

ます．しかし解析条件が一部異なるようなの

で，水蒸気添加以外は同一条件での解析デー

タで比較するべきではないでしょうか． 

大きく異なります。商用規模炉で水蒸気を添加し冷ガス効率を高

める場合は、リダクタへの給炭比率を増やし、リダクタバーナ付

近で一気に吸熱反応を進めることが有効と分かりました。なお、

左図（3TPD 炉）は、「水蒸気添加以外は同一条件での解析データ

で比較」したものです。 

全般 水蒸気添加または無添加のいずれのデータか

が不明な部分もあるので明確にしてくださ

い． 

基本的に水蒸気に言及していない図は、水蒸気無添加のデータで

す。S/C は、水蒸気の添加量を示します。なお、資料 6-1、p11 の

MN は水蒸気を添加しています（p10 参照）。 

板谷分科

会長 

資料 5 

11～13 ペー

ジ、39 ペー

ジ 

 

CO2 回収型クローズド IGCC において、水蒸気

添加ガス化による冷ガス効率、および送電端

効率の向上のロジックについて。 

ガス化炉の入口と出口の温度と組成、石炭の

組成、ガス化炉出口のチャーの反応率に変化

がないと冷ガス効率、および送電端効率の向

上に結びつかないと思います。水蒸気の添加

によって冷ガス効率、および送電端効率の向

上するロジックを、もう少し丁寧に説明して

いただけませんか。酸素および CO2を水蒸気に

置き換えることによる熱物性の効果でしょう

か？ 

冷ガス効率向上の理由は、ご指摘頂いた通り酸素を CO2や水蒸気

に置き換えるところにあります。ガス化炉では、酸素比が高いほ

ど発熱反応が増えるので、冷ガス効率が下がります。CO2 や水蒸

気もガス化剤ですので、ガス化炉内を適切な温度に保ちながら

CO2 や水蒸気を酸素に置き換える（酸素比を下げる）運転条件を

探索しました。 

なお、水蒸気によるガス化反応速度は CO2によるガス化反応速度

よりも速いため、O2/CO2ガス化でも水蒸気を添加することで、さ

らに高い冷ガス効率が得られる運転条件を探索することができ

ました（相乗効果）。 

二宮分科

会長代理 
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資料 5 

14 ページ 

乾式ガス精製において、水蒸気添加ガス化に

よる水蒸気分圧の増加の影響はないと理解し

て良いのでしょうか？触媒上のコークスの生

成を低減すると理解して良いですか？ 

先ず、水蒸気添加ガス化による水蒸気分圧の増大は、懸念され

る脱硫剤での炭素析出を抑制するための添加ガスを減らすこと

ができ、発電システム全体では効率向上などの好ましい効果をも

たらします。ご指摘の水蒸気分圧の増大による乾式ガス精製への

影響としては、脱硫剤の硫化反応平衡に関して硫黄化合物の吸収

反応を抑制する方向に働くほか、硫化反応の活性サイトに対する

水蒸気の作用により速度論的な影響も考えられます。したがっ

て、水蒸気添加ガス化により水蒸気分圧が相対的に増大すること

に伴う、脱硫プロセスの性能への影響はあります。具体的な条件

での性能検証は行う必要がありますが、現状で想定されるガス組

成から見て、反応器への脱硫剤の積み増しや反応器の切り替えス

ケジュールの調整などのプロセス運用で吸収できる範囲の影響

と考えています。 

なお、水蒸気添加を行わない O2/CO2吹きのガス化炉を用いるク

ローズド IGCC であっても、実験的に割り出した炭素析出抑制に

必要な燃焼排ガスの添加量は生成ガス量の１割程度です。これか

ら考えて、水蒸気濃度の変化は 3.2 vol%から 6.7 vol%に約 3.5%

増加となりますが、これに伴う脱硫性能への影響は少ないことも

実験的に確認できております。 

これらの結果から、開発した乾式脱硫プロセスを含む乾式ガス

精製システムは、水蒸気ガス化および O2/CO2吹きガス化のいずれ

のガス化炉にも対応可能なプロセスとして成立する柔軟性・許容

度の高いプロセスとなっています。 

二宮分科

会長代理 

資料 5 NEDO が関与する意義ですが、石炭に対する世 IGCC は微粉炭火力に比べ発電効率が高いため、その分、ランニ 二宮分科
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4，5，17, 18, 

19, 20, 21, 

46 ページ 

界の動向からは、ランニングコストの高い

IGCC が海外をふくめて開発コストを回収でき

るだけのプラントの数を建設できるのか、あ

るいは輸出／採用されるのか疑問が残りま

す。 

また、大崎クールジェンプロジェクトと CO2回

収型次世代 IGCC は、CO2回収、高効率、ポリジ

ェネレーションシステムというコンセプトは

同じ方向であり、同時に２つのガス化システ

ムを開発する意義などを、今後、より丁寧に説

明する必要があると思います。 

ングコストは安くなります。また、イニシャルコストについても、

プラント建設時における現地工事の比率が低いことから早期の

コストダウンに期待ができます。 

大崎クールジェン型の IGCC は、IGCC に後から CO2分離・回収

設備を追設可能であり、CO2回収が不要な場合には IGCC のみで高

効率発電プラントとして運転することもできるため、CO2 回収ニ

ーズに対応する選択性を有しております。 

CO2回収型次世代 IGCC（クローズド IGCC） は、「次世代火力発

電に係る技術ロードマップ」において、CO2分離・回収コスト 1,000

円台/t-CO2 の非常に低コストな発電システムとして記載されお

り、将来的な CO2の大量消費に対して有効なシステムとなります。

また、本事業で開発するガス化技術（CO2 搬送や水蒸気添加ガス

化）は、大崎クールジェン型の IGCC にも成果を反映することが

可能です。 

会長代理 

資料 5 

40 ページ 

委託先として、電中研および６つの研究機関

が含まれている。2019～2020 年度の論文数は

６報のみである。現在、投稿中の論文数がわか

れば教えていただけないでしょうか？ 

現在、2通の論文を投稿中です。大型装置を使っての試験が主に

なっている事、および複数の研究機関で得た結果の慎重な比較の

後に論文作成を進めようとしている事により、若干論文投稿が遅

れ気味になっていますが、これから逐次投稿して行く予定です。 

二宮分科

会長代理 

資料 5 

38, 44, 45

ページ 

現時点の乾式ガス精製の連続時間が、68 時間

で間違いないですか？この点から質問させて

頂きます 

 

 

 

三菱重工業株式会社 総合研究所の 50TPD ガス化炉と連携運転

を行ったベンチスケールガス精製設備の最長運転時間は正確に

は 67 時間 30 分で、この間ハニカム固定床脱硫プロセスの 3塔切

替を連続して行い、３塔すべての脱硫剤を各 6サイクル運転でき

ました。その中で検証できた事項や、実績と将来像についてご質

問に回答させていただきます。 

二宮分科

会長代理 
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１． 乾式ガス精製の実用化に向けた信頼性

検証において、どのようか開発課題と

目標があるのか、説明をお願いしたい。

フェーズ３で、実証機として操業でき

るまでの連続運転（１年以上）を含め

た技術開発を目指すのでしょうか？  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・開発課題と目標： 

これまでラボ設備において、タールや炭化水素類を含まない性

状の整った模擬石炭ガス化ガスによる性能評価を行ってきた

乾式ガス精製用の不純物除去剤（ハロゲン化物吸収剤とハニカ

ム脱硫剤）を実用プロセスに供するためには、プロセスの運転

性の検証が最重要課題でありました。 

 そこで石炭ガス化ガスの実ガスにより、実機相当の運転操作

が可能なプロセスに組み込んで運転することにより、各不純物

除去剤の性能を実証するに留まらず、運転操作性の面で特に重

要となるハニカム固定床脱硫プロセスの連続塔切り替え運転

を計画したものです。68 時間という、実機の運転時間（年間

8,000 時間）に比して圧倒的に短時間ではありますが、特に実

ガス環境下で炭素析出の抑制を図りながら性能低下無く乾式

脱硫プロセスの性能と運転操作性を検証できた点など、ラボ設

備では成し得ないプロセスの実用性を検証することができま

した。これにより、スケールアップしたプロセスによる実証的

な運転研究に進む基礎固めが出来たと考えています。 

 今後は、乾式脱硫プロセスの熱的自立運転（再生行程の発熱

反応で脱硫剤の温度を維持すること）が可能な、処理ガス量

80TPD ガス化炉相当の規模以上の設備での実証ステップを踏

まえ、プロセスの大型化を進めることが必要となります。ご指

摘の 1年相当の運転には、各塔に仕込んだ脱硫剤の 500 サイク

ル以上の寿命を保証する必要があります。これに関しまして

は、電中研で進めてきた既往の自主研究で、脱硫剤の性能劣化
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３．空気吹き IGCC 関連の研究開発において、

既に乾式ガス精製装置の長時間運転の実績は

あるのでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

４．効率は多少犠牲にしても、現在、空気吹き

IGCC で使用している湿式脱硫装置に設置し

て、CO2 回収型クローズド IGCC システムを構

築することを優先させるという構想はあるの

でしょうか？ 

 

要因の解明、長期サイクル脱硫剤性能の評価手法の確立、炭素

析出抑制条件の実験的な解明など、既得の基礎研究の成果に基

づいて見通しが得られております。これに、今回の実ガス長時

間運転の成果を踏まえて、改良型のハニカム脱硫剤のサイクル

性能が安定化する、初期の数十サイクルの評価試験を行えば、

問題なく実証ステップへ進めると考えています。 

 

・空気吹き IGCC での実績： 

空気吹き IGCC の勿来パイロットプラント IGCC（200TPD 規模）

において、3方式の乾式ガス精製システムの比較が行われ、そ

の中で電中研と三菱重工業株式会社が共同で開発した、固定床

方式乾式ガス精製システムでは、ハニカム固定床脱硫プロセス

を最長 765 時間（約 1か月）運転した経験を有しており、そこ

で得られた多くの知見は本乾式ガス精製システムに関して将

来実施すべきスケールアップ試験への礎となっています。 

 

・湿式ガス精製による代替可能性： 

既存の IGCC に採用されている湿式ガス精製システムは、その

実績と信頼性から運開間近の勿来と広野の IGCC にも採用され

ています。湿式ガス精製のクローズド IGCC への適用を想定し

た場合には、熱効率面での影響に加えて設備コストや運転コス

トにも目を向ける必要があります。 

 湿式ガス精製の場合、脱硫プロセスに必要な COS 変換器、生

成ガス温度の昇降に伴う熱交換器、ガス洗浄水や湿式脱硫用の
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吸収液を循環させるためのポンプなどが、乾式ガス精製に比べ

てプロセス構成が複雑となり補機数が大幅に増加する要因と

なります。このため、ガス精製設備本体の敷地面積は、乾式ガ

ス精製システムに比べて 50～90％の増加が見込まれていま

す。また、各反応器でダスト除去やガス洗浄に用いた洗浄水が

排出されるので、それらの排水を処理するために、設備本体と

は別に排水処理設備が必要となります。これらは、ガス精製設

備コストの増大要因となり発電システムの経済性を減ずるこ

ととなります。 

 また、湿式ガス精製は多種の不純物を同時に除去できるメリ

ットがある反面、それらの不純物が混在する排水を処理して、

環境に影響を与えないように放流するためには、多種多様な薬

剤を用いて排水処理を行う必要があり、そこで必要となる薬剤

ならびに汚泥などの廃棄物が多く排出されることとなります。

それらの処理費用の負担は、設備本体を運転する際の COS 変換

触媒や脱硫吸収液などの消耗品とは別に必要となるもので、こ

れらが運転費の大幅な増大を招く要因となっています。 

 さらに、CO2 回収の観点からは、湿式ガス精製には別の課題

が生じます。既往の IGCC に採用されているアミン吸収法によ

る湿式ガス精製は、硫黄化合物と二酸化炭素（CO2）を同時に除

去するプロセスであり、運転温度は 40～60℃となることから

生成ガス中の水蒸気（H2O）も凝縮除去されることとなります。

これは、生成ガス中の CO2および H2O をガスタービンでの作動

流体として働かせてから水蒸気を凝縮させてCO2を回収すると
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いう、CO2 回収型次世代 IGCC の基本構想から外れることとな

り、システム構成や熱効率の面から技術的に適合しないことが

課題となります。 

 以上の要因を総合的に勘案すると、現状で湿式ガス精製を適

用した場合の CO2 回収型クローズド IGCC システムの熱効率な

らびに経済性でのメリットは大きく損なわれることから、早期

実用化のための中間ステップとしても技術的選択肢には入っ

ておりません。 

資料 5 

11 ページ 

 

 

CO2 回収型クローズド IGCC の発電端効率が、

従来型 IGCC（回収なし）の発電端効率に比べ

てかなり高いが、これは CO2がガス化剤として

働くために冷ガス効率が高くなることが要因

と考えて良いか。 

ご指摘の冷ガス効率向上も一因ですが、様々な要因が複合的に作

用した結果、発電端効率が高くなったと考えております。この他

に影響の大きい要因として、セミクローズド GT の採用による排

熱損失の大幅な低減もございます。 

石橋委員 

資料 5 

36 ページ 

 

水蒸気添加で過熱蒸気を注入しているが、炉

内はかなりの高温なので、もう少しエネルギ

ーレベルの低い飽和蒸気や温水噴霧では問題

があるか。 

本検討では再熱蒸気を想定しましたが、蒸気系のバランスに応じ

て、必ずしも再熱蒸気でなくても構いません。ただし、潜熱は大

きいため、液相での注入は冷ガス効率の観点から大きく不利とな

ります。 

石橋委員 

資料 5 

38 ページ 

 

乾式ガス精製システムとして、脱硫工程以外

にはハロゲン化物除去のみとしているが、湿

式ガス精製では対策を取っているタール分に

ついて、乾式ガス精製では温度が高いまま通

過するので問題にならないと考えて良いか。 

石炭火力においては水銀の排出も規制されて

いるが、水銀対策を考慮する必要はないのか。 

【事業者】 

タール対策： 

 タールや高位炭化水素を含む石炭ガス化ガスの実ガスによる

運転が、副次的にそれらの炭化水素への乾式ガス精製システムの

耐性の評価になりました。47 時間、68 時間の 2 回の運転のいず

れにおいても、ハロゲン化物除去や硫黄化合物除去の性能に対す

るタール等の直接の影響は見られませんでした。 

石橋委員 
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  実機における長期運転や、炭種ならびにガス化炉運転条件によ

るタール生成状況は一様ではないため、乾式ガス精製システムに

おいても何らかの対策が必要になる可能性はあります。現状で評

価を進めているハロゲン化物吸収剤による精密精製の上流には

ハロゲン化物の粗精製プロセスを導入することを提案しており、

そのプロセス温度がタール凝縮を促進するため、結果として対策

となることを想定しています。 

 なお、タール対策に関しては発生量自体を抑制するという視点

で、ガス化炉の運転条件の適正化を図ることなども必要であり、

本プロジェクトで並行して進めているハロゲン化物の粗精製プ

ロセスの具体化と同様に、発電システム全体でのタール対策を考

慮した技術とすることを前提に適切なシステムを採用していく

方針です。 

 

水銀対策： 

 CO2回収型次世代 IGCC においては、水銀対策の考え方は燃焼前

対策と燃焼後対策の二つあり、それらの利害得失を見極めている

段階にあります。燃焼前対策に用いる水銀除去剤については、再

生可能な銅系の水銀除去剤を開発済みであり、そのプロセス構成

も構築しています。燃焼後対策としては、在来の添着活性炭を用

いることを想定しており、燃焼排ガスで実績がある事から直ちに

実用プロセスに供することが可能です。いずれの方策をとるにし

ても、一般的には水銀回収量は他の硫黄化合物やハロゲン化物と

比べて格段に少なく、適切なプロセス選定により環境基準を満足
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しながら、プラントを運用することは可能と考えております。 

資料 5 

39 ページ 

 

従来型 IGCC で、水蒸気添加すると送電端効率

が2ポイント程度上昇するとの評価であるが、

そのためには冷ガス効率が 4 ポイント以上上

昇する必要があると思われる。この解釈で良

いか。 

また水蒸気添加のために本来蒸気タービンで

仕事をすべき水蒸気を抜き出しているが、そ

のパワーロスも考慮した上での評価か。 

冷ガス効率と送電端効率の関係はご指摘くださいました通りで、

資料 6の 118 ページをご参照いただけましたら幸いです。 

冷ガス効率向上によるガスタービンの出力上昇、水蒸気抽気によ

る蒸気タービンの出力低下、低酸素比による酸素製造動力の低

減、といった複合的な要因を評価した結果、送電端効率が向上す

る条件を見出しております。 

石橋委員 

資料 5 

45 ページ 

 

水蒸気添加ガス化を既存のIGCCに適用する場

合、改造範囲は、蒸気の取り出しと、蒸気の注

入のみと考えて良いか。また蒸気の注入場所

はどこを想定しているか。 

ガス組成、チャー発生量等の運転条件が変化

すると思われるが、運転に支障は出ない範囲

か。 

水蒸気はガス化炉のコンバスタに注入します。再熱蒸気の抽気を

想定しましたが、二つ目のご質問の通り、取り出し位置は蒸気系

のバランスから決定することになります。この他、酸素吹 IGCC

ではチャー発生量が増加する可能性があり、チャー供給系の増強

も必要と考えられます。 

空気吹き IGCC では、酸素吹 IGCC ほどの効率向上効果は見られな

いと考えられます。ASU やガスタービンの増強が必要となります

が、チャー発生量は同程度と考えています。 

石橋委員 

 
 



  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 評価の実施方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

N E D O 

評価報告書(案)確定 

理 事 長 

報告 

国 民 

評価結果公開 

分 科 会 Ａ 

研究評価委員会 

評価結果の事業等への反映 推 進 部 署 

評 価 部 

分科会 B 

評価報告書（案）作成 

分科会 C 

分科会 D 

推 進 部 署 

実 施 者 

事 務 局 

プロジェクトの説明 
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する 

としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員は、以下のような観点から選定する。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

 
また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。 
これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。 
なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／⑤CO2 回収型次世代 IGCC 技術開

発」を評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。 
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４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリング及び実施者側等との

議論を行った。それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価によ

り評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO

が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。 
評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取組や見通し等を評価した。 
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「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／ 

⑤CO2回収型次世代 IGCC技術開発」に係る 

評価項目・評価基準 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) 事業の目的の妥当性

・ 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国

際貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。

・ 上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。

(2) ＮＥＤＯの事業としての妥当性

・ 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDOの

関与が必要とされた事業か。

・ 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。

２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、適切な目標であったか。

(2) 研究開発計画の妥当性

・ 開発スケジュール（実績）及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）は妥当であ

ったか。

・ 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されていたか。

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

・ 実施者は技術力及び事業化能力を発揮したか。

・ 指揮命令系統及び責任体制は、有効に機能したか。

・ 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携は有

効に機能したか。

・ 大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は

企業の取組に貢献したか。

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

・ 研究開発の進捗に応じ、技術を評価し取捨選択や技術の融合、必要な実施体制の見直

し等を柔軟に図ったか。

・ 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応したか。

・ 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、

必要に応じて適切に対応したか。

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性

・ 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

・ 知的財産や研究開発データに関する取扱についてのルールを整備し、かつ適切に運用
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したか。 

３．研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

・ 成果は、最終目標を達成したか。

・ 最終目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、最終目標達成までの

課題及び課題解決の方針を明確にしている等、研究開発成果として肯定的に評価でき

るか。

・ 投入された研究開発費に見合った成果を得たか。

・ 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、

積極的に評価する。

・ 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

・ 成果が将来における市場の大幅な拡大又は市場の創造につながると期待できる場合、

積極的に評価する。

(2) 成果の普及

・ 論文等の対外的な発表を、実用化の戦略に沿って適切に行ったか。

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化の

戦略に沿って適切に行ったか。

・ 一般に向けて、情報を発信したか。

(3) 知的財産権等の確保に向けた取組

・ 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化の戦略に沿って国内外で適切に行っ

たか。

「実用化」の考え方 

CO2回収型次世代 IGCCシステムに必要な、O2/CO2ガス化、水蒸気添加ガス化、

乾式ガス精製等に関する要素技術を確立し、それらが石炭ガス化一貫システム

や従来型 IGCCに活用できること。 

４．成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・ 成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組

・ 実用化に向けて、引き続き、誰がどのように研究開発に取り組むのか明確にしてい

るか。

・ 想定する製品・サービス等に基づき、課題及びマイルストーンを明確にしているか。

(3) 成果の実用化の見通し

・ 想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等を把握しているか。

・ 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積

極的に評価する。
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「プロジェクト」の事後評価に係る標準的評価項目・基準 

 

 
「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることで

あり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売

り上げ等)に貢献することをいう。 

 

なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 

・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。 

 ・「4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて」は該当するものを選択する。 

 ・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることを

いう。 

 

 

1. 事業の位置付け・必要性について 

(1) 事業の目的の妥当性 

 ・内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献可能性等

の観点から、事業の目的は妥当か。 

 ・上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。 

(2) NEDO の事業としての妥当性 

 ・民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の関与が必要とさ

れた事業か。 

 ・当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費との比較において

十分であるか。 

 

2. 研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 

 ・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、適切な目標であったか。 

(2) 研究開発計画の妥当性 

 ・開発スケジュール（実績）及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）は妥当であったか。 

 ・目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されていたか。 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性 

 ・実施者は技術力及び事業化能力を発揮したか。 

※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。 
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 ・指揮命令系統及び責任体制は、有効に機能したか。 

 ・目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携は有効に機能した

か。【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みは有効に機能したか。

【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は企業の取組に

貢献したか。【該当しない場合、この条項を削除】 

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性 

 ・研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応したか。 

 ・社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必要に応じて適切

に対応したか。 

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性 

 ・知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。 

 ・知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備し、かつ

適切に運用したか。 

 ・国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しない場合、この条

項を削除】 

 

3. 研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

 ・成果は、最終目標を達成したか。 

 ・最終目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、最終目標達成までの課題及び課題解

決の方針を明確にしている等、研究開発成果として肯定的に評価できるか。 

 ・投入された研究開発費に見合った成果を得たか。 

 ・成果は、競合技術と比較して優位性があるか。 

 ・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に評価す

る。 

 ・設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。 

 ・成果が将来における市場の大幅な拡大又は市場の創造につながると期待できる場合、積極的に評価

する。 

(2) 成果の普及 

 ・論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行ったか。 

 ・成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・事業化の戦略に沿

って適切に行ったか。 

 ・一般に向けて、情報を発信したか。 

(3) 知的財産権等の確保に向けた取組 

 ・知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適切に行ったか。 

 ・国際標準化に関する事項を計画している場合、国際標準化に向けた見通しはあるか。【該当しない場合、
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この条項を削除】 

 

4. 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場合を除く】 

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略 

 ・成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。 

 ・想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。 

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組 

 ・実用化・事業化に取り組む者が明確か。 

 ・実用化・事業化の計画及びマイルストーンは明確か。 

(3) 成果の実用化・事業化の見通し 

 ・産業技術として適用可能性は明確か。 

 ・実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。 

 ・想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致しているか。 

 ・競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはあるか。 

 ・量産化技術を確立する見通しはあるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。 

 

4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略 

 ・成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。 

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組 

 ・実用化に向けて、引き続き、誰がどのように研究開発に取り組むのか明確にしているか。 

 ・想定する製品・サービス等に基づき、課題及びマイルストーンを明確にしているか。 

(3) 成果の実用化の見通し 

 ・想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等を把握しているか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。 

 

  【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略 

 ・整備した知的基盤・標準の維持管理・活用推進等の計画は、明確かつ妥当か。 

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組 

 ・知的基盤・標準を供給・維持するための体制を整備しているか、又は、整備の見通しはあるか。 

 ・実用化に向けて、引き続き研究開発が必要な場合、誰がどのように取り組むのか明確にしているか。

【該当しない場合、この条項を削除】 

(3) 成果の実用化の見通し 

 ・整備した知的基盤について、利用されているか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。
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「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／⑤CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」（事後評価）の評価結果の反映について  

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

【1】本技術は、回収した CO2を処分する CCS が確立されているこ

とが前提であり、CCS 開発導入も並行して注力していく必要があ

る。 

 

【2】大崎クールジェンプロジェクトと CO2回収型次世代 IGCC の 2

タイプのガス化技術を有する我が国の強みを生かした国内外への

展開を目指した活動が必要である。そのためには各専門分野での

技術発表だけでなく、専門外でもわかりやすい当該技術の広報活

動を積極的に進めて、石炭火力でも CO2ゼロエミッション化が可能

な革新的技術を保有していることを、国内外へ積極的にアピール

する努力を事業終了後も期待したい。 
 

【3】国外の第 3者等により権利化されるリスクを回避するために

は、細心の注意と公開情報の取捨選択が必要である。 

 

 

【4】CO2回収型 IGCC の早期実用化のためには、本事業で一体的に

実施されているガス精製や GT 等のガス化炉周辺技術について、す

でに確立されている湿式ガス精製などのその他の技術導入も視野

に入れた複数の組み合わせでのシステムで評価ならびにコスト試

算しておくことが望まれる。 

 
【5】地球温暖化等の事業環境が急変しており、今回の事業が CO2

フリー石炭火力として位置付け、その研究成果と今後の方向性を

【1】CCS 技術の開発については、「CCUS 研究開発・実証関連事業」

において苫小牧で CO2 貯留の実証試験を行っている。 

 

 

【2】クローズド IGCC の仕組みを説明する動画を広報活動に活用

し、研究開発成果の業界や雑誌等への情報発信を強化するととも

に、国際会議・二国間協議等の機会を捉え、当該技術を国内外へ積

極的にアピールするよう努める。また、事業者にも情報発信を強化

するよう指導する。 

 
 

 

【3】研究開発成果について特許を取得する方が有利な技術と、ノ

ウハウとして秘匿する方が有利な技術を精査した上で特許化を進

めるよう事業者へ指導する。 

 

【4】研究開発成果の早期実用化に向け、既に確立されている技術

を本システムに導入する事も検討し、有望な技術があった場合に

は、その評価ならびにコスト試算を実施する。 

 
 
【5】クローズド IGCC の仕組みを説明する動画を広報活動に活用

し、研究開発成果の業界や雑誌等への情報発信を強化するととも
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

石炭関係者のみならず、広く周知される方向に進むことを期待す

る。 

 

【6】現実的に石炭ガス化の実用化事例が乏しく将来展望が見通せ

ないまま、これからも継続的な研究開発事業が多くの国民から懐

疑的に捉えられる可能性が高くなることも認識しておく必要があ

る。このような観点からは、ロードマップ通りに研究開発が進捗し

ない場合にも、これまで我が国独自の優れた技術として積み上げ

てきた IGCC のノウハウの蓄積を絶やさないために、技術伝承また

は機械学習等を活用したデータバンクのような仕組みを検討して

頂きたい。 

 

【7】O2／CO2ガス化の“SNG 合成等の産業用ガス化炉としての展開”

については良いアイデアだとは思うが、経済性を含めたフィージ

ビリティスタディも進めて頂きたい。 

 

【8】CCS の市場動向を睨みながら数百 TPD（Tons Per Day）規模の

パイロットプラントに向け着々と技術開発を進め、CO2回収型 IGCC

システムの商用化に向け年間を通して運転できる信頼性確保も重

要課題の一つとして取り組んで頂きたい。 

に、国際会議・二国間協議等の機会を捉え、当該技術を国内外へ積

極的にアピールするよう努める。また、事業者にも情報発信を強化

するよう指導する。 
 

【6】開発技術については、従来型 IGCC の効率向上や、産業用ガス

化炉への展開も可能な成果が得られている。これまで積み上げて

きた IGCC のノウハウの蓄積を絶やさないためにも、特に産業用ガ

ス化炉への新たな展開については、「カーボンリサイクル・次世代

火力発電等技術開発／④次世代火力発電基盤技術開発／８）CO2分

離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発」において経済

性も含めた検討を実施する。また、開発技術の早期実用化を図るよ

う、引き続き事業者へ指導する。 

 

【7】O2／CO2ガス化の“SNG 合成等の産業用ガス化炉としての展開”

については、「８）CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステム

技術開発」において経済性も含めた検討を実施する。 

 

【8】連続運転の信頼性確保は商用化する上での重要課題の一つと

して認識しており、フルスペックの実証試験段階での検証が妥当

と考えるため、次期プロジェクトに反映する。 

 
 



 

 

 
 
 

本研究評価委員会報告は、国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集

しています。 
 
 

NEDO 評価部 
部長 森嶋 誠治 
担当 佐倉 浩平 

 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（https://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5160  FAX 044-520-5162 
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